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序章 研究の位置づけ 
序-１ 用語の定義 
（１）はじめに 
本論文は、「歴史的風致の維持向上のための地域住宅生産システムに関する研究」
と題し、歴史的風致を形成する市街地、中でも住宅を中心とした市街地の歴史的風致
と地域住宅生産システムの関係に着目し、歴史的風致の維持向上に資する地域住宅生
産システムのあり方について明らかにすることを目的としている。 
研究対象を 1)新築需要はあるが歴史的風致が失われてきた地域、2)地域住宅産業
が弱体化したことで歴史的風致が失われてきた地域、3)災害により一度に歴史的風致
が失われた地域の 3つの歴史的風致が失われてきた条件が異なる地域とし、歴史的風
致の維持向上と地域住宅生産システムの関連の分析と、地域住宅生産システムの再編
成の実践と検証を通して、上記の目的を達成する。 
 
（２）キー概念と用語の定義 
はじめに、本研究のキー概念である「歴史的風致」、「地域住宅生産システム」と用
語として「地域住宅」、「地域型住宅」、「自立再建住宅支援」の定義を整理する。 
 
【歴史的風致】 
地域におけるその固有の歴史及び伝統を反映した人々の活動とその活動が行わ
れる歴史上価値の高い建造物及びその周辺の市街地とが一体となって形成して
きた良好な市街地の環境 
【地域住宅】 
地域の固有の環境（自然環境、資源環境、文化的環境など広義の環境）を具備し
た住宅 
【地域住宅生産システム】 
地域の住宅生産にかかわる林業家、製材業、材木店、部品メーカー、設計事務所、
大工・工務店、建築主など諸主体の社会システム 
【地域型住宅】 
従来は自然な形で存在していた住宅生産の地域性を、現代の社会的・技術的条件
のもとで捉え直し、新たに開発された地域住宅で、地域住宅生産システムによっ
て建設される住宅 
- 4 -  
 
【自立再建住宅支援】 
再建者が自力で再建できる地域型住宅のモデルを開発し、その供給体制として地域
住宅生産システムを再構築し、再建者の自力での住宅再建を支援する取り組み 
 
序-２ 研究の背景 
（１）歴史的風致の維持向上の概念・定義とその課題 
本研究のキー概念のひとつである「歴史的風致」について把握するにあたり、戦後
から高度経済成長期を経て、現在に至るまでの歴史まちづくりの分野に関連する法制
度や取り組みなどの変遷を概観する。表序‐1は、国土技術政策総合研究所(2013)の
「歴史まちづくりの手引き(案)」を基に歴史まちづくり分野に関連する法制度を整理
した表である。 
 
表序-1 歴史まちづくりの分野に関連する法制度や取り組みの変遷 
年月 歴史まちづくりに関する法規制等 運動や取り組み 
1950年代 ・建築基準法(昭和 25(1950)年) 
・文化財保護法(昭和 25(1950)年) 
 
1960年代 ・古都保存法(昭和 41(1966)年) 
 
 
1970年代 ・文化財保護法改正による 
伝統的建造物群保存地区の創設 
(昭和 50(1975)年) 
・景観・美観論争と市街地景観保全の 
取り組み 
・町並み保存運動の起こりと地方への 
 拡大 
1980年代 ・都市計画法の改正による 
地区計画制度の導入(昭和 55(1980)年) 
・HOPE計画の開始(昭和 58(1983)年) 
・地方公共団体における景観行政の始 
まりとその拡大 
・モデル事業による歴史的景観・環境 
保全の取り組み 
1990年代 ・世界遺産条約の締結(平成 4(1992)年) 
・登録有形文化財の追加 
(平成 8(1996)年) 
・モデル事業による歴史的景観・環境 
保全の取り組み 
2000年代 ・美しい国づくり政策大綱の公表 
(平成 15(2003)年) 
・景観法等の制定(平成 16(2004)年) 
・文化財保護法改正による 
文化的景観の追加(平成 16(2004)年) 
・歴史まちづくり法の制定 
(平成 20(2008)年 
 
国土技術政策総合研究所(2013)「歴史まちづくりの手引き(案)」参照 
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文化財保護法では、文化財保護法(1950 年)の制定以来、古都保存法(1966 年)、伝
統的建造物群保存地区の創設(1975 年)、登録有形文化財の追加(1996 年)、文化的景
観の追加(2004 年)等がなされてきた。1975(昭和 50)年に制度が開始された伝統的建
造物群保存地区は 2017(平成 29)年には 114 地区が国の選定を受け、1996(平成 8)年
に制度が開始された登録有形文化財は 2017年には 11,046件まで登録件数が増えてお
り、1897(明治 30)年に制度が開始された重要文化財の 4,892件を大幅に越えている。 
林保太(2017)「歴史的建造物保護制度の現状と今後の方向性について」では、「日本は、
人口が減少していく時代を迎える一方、日本文化の体験を求める訪日外国人がどんどんや
ってくるという、これまでに経験したことのない新たな時代を迎えている。今後は、これまで
『価値がない』とみなされてきた歴史的建造物など、文化的アイデンティティを示す文化資源
の重要性が益々大きくなる時代である。歴史的建造物は『保存して活用』するのではなく『活
用することによって保存』していく時代となった」注-1)と述べている。 
金野幸雄(2017)「文化/観光/まちづくり」では、「これからの時代は、文化財指定
された貴重な資産であるという文化財の概念を、文化財指定の有無に関係なく、日々
の暮らしの中に生きている歴史資産という『文化財』の概念に転換していくことが求
められる」注-2)と述べており、図序-1のように、文化財建造物から歴史的建造物の総
体をマネジメントする方向への概念の拡張を提唱している。 
このように、文化財はその裾野が広がり、建物を利用し活用し続けることが「活用」
というよりむしろ「保存」そのものにあたるという考え方に変化してきており、歴史
的建造物の総体をマネジメントする方向への転換が期待されている。 
 
  
金野幸雄(2017)「文化/観光/まちづくり」より引用 
図序-1歴史的建造物という新しい考え方 
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都市計画やまちづくりの分野においても、景観法の制定(2004)や歴史まちづくり法
の制定(2008)などが進んでおり、文化財保護法及び都市計画法の双方において、歴史
的環境を支える多様な仕組みが展開してきている。 
2008(平成 20)年に施行された、「地域における歴史的風致の維持及び向上に関する
法律（歴史まちづくり法）」の目的は、「歴史的風致の維持及び向上を図るため、文
部科学大臣、農林水産大臣及び国土交通大臣による歴史的風致維持向上基本方針の策
定及び市町村が作成する歴史的風致維持向上計画の認定、その認定を受けた歴史的風
致維持向上計画に基づく特別の措置、歴史的風致維持向上地区計画に関する都市計画
の決定その他の措置を講ずることにより、個性豊かな地域社会の実現を図り、もって
都市の健全な発展及び文化の向上に寄与すること」と位置付けられている。 
歴史的風致という概念は、歴史まちづくり法において新たに位置づけられた概念で
ある。歴史的風致とは、歴史まちづくり法の第１条において、「地域におけるその固
有の歴史及び伝統を反映した人々の活動とその活動が行われる歴史上価値の高い建
造物及びその周辺の市街地とが一体となって形成してきた良好な市街地の環境」と定
義されている。 
図序-2 は、国土交通省地方整備局が「地域における歴史的風致の維持及び向上に
関する法律（歴史まちづくり法）」の紹介としてホームページにて提示している歴史
的風致の概念図である。単に歴史上価値の高い建造物が存在するだけでは歴史的風致
とは言えず、地域の歴史と伝統を反映した人々の活動が展開されていて初めて歴史的
風致が形成される。 
 
 
国土交通省地方整備局「歴史まちづくり法ホームページより引用」 
図序-2 歴史的風致の概念図 
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西村幸夫(2008)「歴史まちづくり法の特色と法制定の意義」では、「歴史まちづく
り法制定の意義の主要なもののひとつに、歴史まちづくり計画が文化財のバッファー
ゾーンをつくる計画として機能すること」注-3)と述べている。 
後藤治(2012)「歴史を活かしたまちづくりの新たな展開に向けて―歴史まちづくり
法の意義と課題」では、歴史まちづくり法の「最大の意義は、歴史的風致の維持だけ
でなくその『向上』を図ることができることである」注-4)と述べている。 
また、国土交通省、文化庁、農林水産省(2008)「歴史まちづくり－地域における歴
史的風致の維持及び向上に関する法律」においても、「単に歴史上価値の高い建造物
が存在するだけではなく、地域の歴史と伝統を反映した人々の活動が展開されていて
初めて歴史的風致が形成されるものとし、この歴史的風致をそのまま『維持』するの
みならず、歴史的な建造物の復原や歴史的風致を損ねている建造物の修景等の手法に
よって、積極的にその良好な市街地の環境を『向上』させることが重要である」注-5)
と紹介されている。 
しかし、歴史まちづくり法ができた背景には、歴史的風致が各地で失われているこ
とがある。文部科学省、農林水産省、国土交通省(2008)「地域における歴史的風致の
維持及び向上に関する基本的な方針」では、「民間団体や個人所有の歴史的な建造物
については、文化財保護法に基づく保護（保存及び活用）がなされているものを除き、
滅失が進んでいる状況にあり、結果として当該地域の歴史的風情、情緒、たたずまい
といった良好な市街地の環境が失われつつある」注-6)としており、その要因として「地
域によっては、市街地において歴史的な建造物が失われて空地になったり、歴史的な
まちなみとは不釣り合いなマンション等が建設されたりすることや、高齢化等により
地域の祭礼行事が維持できなくなることなど、歴史的風致が失われている例も多く見
られており、このようなっ状況が放置されることによって、我が国が世界に誇る固有
の伝統的文化の喪失、郷土意識や地域の活力の低下といった、我が国や地域にとって
取り返しのつかない重大な損失を被るおそれがある」注-7)と述べられている。 
このように、各地で歴史的風致が失われていることを背景に、歴史まちづくり法が
制定され、2009(平成 21)年の金沢市の認定以降、2017(平成 29)年 8 月段階で歴史的
風致の維持向上計画の認定都市数は 62 都市に上り、古都に限らず、歴史的風致を有
する多くの地方都市で、歴史的風致を維持向上させることにより、個性豊かな地域社
会の実現を図り、その結果として、都市の健全な発展及び文化の向上を図ることが推
進されている。 
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（２）歴史的風致との関係で見た地域住宅生産システムの課題 
歴史的な建造物や町並みを維持向上していくためには、新築工事や維持管理工事な
どを通して、地域でそれらを維持し向上できる住宅生産システムがなければならない。
本研究のもうひとつのキー概念である「地域住宅生産システム」についても、これま
で数多くの研究がなされてきた。 
住宅の地域性や地域における住宅生産システムについての研究は、高度経済成長が
終わりを迎え、住宅が量から質への転換期に向かった 1980年代から 1990年代に多く
の研究者に取り上げられてきた。 
また 1980 年代から 1990 年代、住宅政策においても、建設省が 1983(昭和 58)年か
ら実施した HOPE 計画（地域住宅計画）において地域住宅生産システムに関する実践
的な取り組みが展開し、各地で住宅の地域性の調査や地域型住宅の検討がなされた。 
まず初めに、地域住宅の定義であるが、建設省住宅局住宅整備課監修の「HOPE 計
画‐地域に根ざした住まい・まちづくり地域住宅計画」では、「HOPE計画は『地域住
宅計画』を多少意訳した『Housing with Proper Environment』『地域の固有の環境（自
然環境、資源的環境、文化的環境など広義の環境）を具備した住まいづくり』の略称
であり、また、今後の住宅政策の『希望』という意味も込めてつけられた呼称である。」
とある注-8)。 
これらの考え方を踏襲し、本研究では、地域住宅とは、「地域の固有の環境（自然
環境、資源的環境、文化的環境など広義の環境）を具備した住まい」と定義する。 
次に、地域住宅生産システムの定義であるが、江口禎(1982)「建築生産システム」
では、「住宅生産システムとは、『住宅生産にかかわる林業家、製材業、材木店、部品
メーカー、設計事務所、大工・工務店、建築主など諸主体の社会システム』」注-9)と定
義している。 
これを基本とし、地域住宅生産システムとは、「地域の住宅生産にかかわる林業家、
製材業、材木店、部品メーカー、設計事務所、大工・工務店、建築主など諸主体の社
会システム」と定義する。 
一方、地域型住宅の定義であるが、住宅の地域性について、大野勝彦(1976)「現代
民家と住環境体」では、「民家は、村々の自然環境と、コミュニティと素材の生産力
と人びとの労働力とのバランスの中で超時間・超空間的にバランスのとれた形で合理
的にかつ創造的につくりあげられてきた(中略)今日の住宅と住環境づくりの方法の
出発点としては、プロトタイプとしての民家のもつ方法論を現代の高度に発達したシ
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ステム技術、工業化技術を利して『現代民家』のシステムを構成していくことからは
じめるべきであろう」注-10)と述べている。 
秋山哲一(1999)「地域の住宅生産システム、その独自性と課題」では、地域型ハウ
ジングの定義の中で地域型住宅を位置付けており、「従来は自然な形で存在していた
住宅生産の地域性を、現代の社会的・技術的条件のもとで自覚的にとらえ直し、〈も
の〉としての新しい地域型住宅とともに、それを実現する〈しくみ〉としての地域型
住宅生産システムを新たに構築することである」注-11)と定義している。 
これらの考え方を踏襲し、本研究では、地域型住宅とは、「従来は自然な形で存在
していた住宅生産の地域性を、現代の社会的・技術的条件のもとで捉え直し、新たに
開発された地域住宅で、地域住宅生産システムによって建設される住宅」と定義する。 
大野勝彦(1988)「地域住宅工房のネットワーク」では、地域の建築家が中心となっ
た地域住宅をつくる工房を核とした住宅生産のネットワークを提唱し、地域の住宅づ
くり・まちづくりを担う職人群の中の１つの職能として『地域住宅建築師』を提起し
ている。注-12) 
三井所清典(1999)「地域に根ざした家づくり・町並みづくり－居住環境創造の手法
をさぐる」では、「『生業の生態系』すなわち木造の在来軸組構法に登場するいろい
ろな匠や職人たちの生業の系をできるだけ断たないで、それぞれの場で生きる人々の
立場を明らかにし、ひいては消費者と職人たちとを結ぶ地域のものづくりの関係を再
生すること」注-13)が必要と述べている。 
秋山哲一(1999)「地域の住宅生産システム、その独自性と課題」では、1980 年代
から 1990 年代に広く展開した、地域住宅生産システム研究の整理と当時の課題の整
理が行われており、以下、詳細に取り上げる。 
1990年代当時の住宅生産状況については、「工場プレカット、パネル化、高断熱・
高気密、ヘビー・ティンバーなど、工業化をより推し進める形での生産システムの変
化が大手住宅メーカーを中心として進みつつある。更に、フランチャイズによる住宅
生産も普及している。一方、伝統技能の再評価、民家の再生、産直住宅など従来から
の大工・工務店が維持・継承してきた仕組みにベースを置いた住宅生産にも積極的な
取り組みが始まっている。これらは地域の小規模な住宅生産組織を中心とした活動が
ベースである。これからの住宅生産は太陽な展開をみせつつ、住宅市場の中での競争
と共生を図っていくと考えられる」注-14)と述べている。 
また、当時の地域を単位とした住宅生産システムを再編成する取り組みを調査して
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おり、地域住宅生産システムの再編成の取り組みについて大きく「大規模システム」
と「協同化システム」の 2 つのタイプに大別し、将来の市場の縮小を想定し、「協同
化システム」の役割を重視している。 
「新しい住宅生産システムは 2つのタイプに大別できる。１つは、地域の工務店が
組織を拡大し、内部機能の強化を図った『大規模化システム』である。一般に地域ビ
ルダーと呼ばれる。このシステムの特徴は、プレハブメーカーと同じように『規模の
経済』を活用しようとする点にあり、営業力・設計力を強化し、合理化構法の開発、
プレカット機械の導入など生産合理化に積極的に取り組んでいる。もう１つは、地域
の住宅生産に関わる工務店、材木店、製材所、原木生産者、設計事務所などが緩やか
に結びついた『協同化システム』である。このシステムでは、住宅生産の川上から川
下まで多くの関係者が結びついて、一貫した住宅の生産が可能になっている点に特徴
がある。このような結びつきを、同種の水平的結合に対して、垂直的結合といい、こ
の垂直的結合は、業務活動分野を統合し、拡大することによる費用節約『範囲の経済』
をもたらす。(中略) 将来の住宅生産市場が成熟した状況になるという前提に立つと、
『規模の経済』ではなく『範囲の経済』を組織原理としたネットワーク型の生産シス
テムを地域の住宅生産システムの可能性として展開したい」注-15)と述べている。 
協同化システムについては、「木材などの地域資源や地域労働力と、住宅市場の関
係がバランスする地方都市などでは、地域密着型の自足的なシステムが成立可能であ
る。しかし、地域資源に比べて地域住宅市場が過小な場合には、市場の大きな都市へ
の産直システムになる。すなわち、その地域の住宅生産関係者の活動状況が、その地
域で成立可能な共同化システムの形態を決める」注-16)と述べている。 
また、当時各地で取り組まれていた地域型住宅の開発の試みについては、開発目的
は「地域の気候風土対応、木造関連産業の振興、地域資源の活用の 3つが主要なもの
となっている」とし、その普及定着については「どのようにその住宅モデルを消化し、
定着するかは地域の居住者や生産者の住宅モデルに対する理解によるところが大き
い。特に、地域の住宅生産者には大手住宅メーカーとは異なった視点からの適正技術
に裏打ちされたモデル住宅としてのアイデンティティ－を持ち得ているかどうかが
問われている」注-17)と述べている。 
地域住宅生産を支える地域住宅建築家の役割については、「地域住宅建築家がこれ
から縮小する地域住宅市場の中で『ものづくり』中心のサービス提供から『しくみづ
くり』へと積極的にシフトすべき。(中略) 地域の狭域的な活動に焦点のある設計事
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務所は、住宅プロジェクトへの取り組みに重点を置きつつ、居住者を含んだ地域ネッ
トワークづくりに積極的であり、実践もしている。地域の大工・工務店は、ものづく
りに活動の重点があり、構法改良等に積極的である。この両者には協力関係が必要で
あろう」注-18)と述べている。 
そして、当時の課題として、地域住宅生産システムが供給する住宅の品質管理シス
テムと住宅生産技能者育成システムについて言及している。 
住宅の品質管理システムについては、「地域の住宅生産システムの設計図書と検査
体制の状況はあまりにも多様で個別性が高い。今後、いかに品質管理体制を構築する
か、品質保証をどのように行うかが、特に小規模組織を基盤とした地域住宅生産シス
テムの主要な課題になる」注-19)と述べている。 
住宅生産技術者育成システムについては、「地域の住宅市場に見合った、自律的な
技能者育成を目指した小規模生産組織による各種の技能者育成の取り組みは、縮小基
調の住宅市場の中で後退を余儀なくされつつあり、今後もこの傾向が続くと考えられ
る。ただ、人材という小規模生産組織にとって最も重要な組織基盤の安定的な継続を
持続できない場合には、生産システムとしての存在そのものが不安定になる。生産者
間の競争状況が強まる中で、技能者育成のための投資を継続して行えるかどうかが生
産システムに課せられた課題である」注-20)と述べている。 
秋山哲一(1999)「地域の住宅生産システム、その独自性と課題」では、以上のよう
に 1980年代から 1990年代に広く展開した、地域住宅生産システム研究の整理と当時
の課題の整理が行われており、まとめとして、これらの一連の研究は、「日本の住宅
市場の成長期を背景に成立してきた組織での分析であり、今後の住宅市場の縮小基調、
将来の住宅市場の不透明な状況の中で有効に機能するのか慎重に見守る必要がある」
注-21)と述べている。 
その後、住宅の品質管理システムについては、「住宅の品質確保の促進等に関する
法律（1999年）」の制定により法的にその解決が目指された。 
川崎直宏(2015)「人口減少時代の住宅政策 戦後 70年の論点から展望する」では、
「品確法に基づき、住宅性能表示制度が 2000 年度に創設され、消費者による住宅性
能の相互比較を可能とするため、住宅の性能表示の共通ルール、客観的な評価を行う
評価機関、紛争処理体制が整備された。これらによって、住宅性能の表示が可能とな
り、住宅市場の適正化を図る役割を果たすことが目指された」注-22)と述べている。 
そのような中、2000 年代後半から 2010年代以降、我が国は人口減少社会に転じて
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きた。この社会変化は住宅産業においても大きな変化をもたらしている。 
図序-3 は、2013 年度の建設工事施工統計における維持修繕工事の推移を示したも
のである。新築工事はピーク時の 1996年には 70.3 兆円の市場規模であったが、2013
年には 37.4兆円と 20年間で約半分まで市場規模が減少してきている。 
一方、新築工事の市場規模の縮小が続く中で、維持修繕工事は 10 兆円台で安定的
に推移しており、建設マーケット全体に占める割合をみると、90 年代後半以降は上
昇傾向にあり、2012 年度は 30.3%まで増加した。2013 年度は東日本大震災の復興需
要もあり、新築工事の増加により前年度の工事費率を下回っているが、大きな傾向と
して、新築工事市場の急速な縮小とその低下に伴う、維持修繕工事の役割が相対的に
大きくなるといった、地域社会における住宅産業の在り方が大きく変化している。 
このような住宅産業の構造的な変化の流れを受け、近年では、リノベーションの取
り組みが大きな社会的ムーブメントとなってきている。 
 
 
一般社団法人日本建設業連合会（2013）「建設業ハンドブック 2015」より引用 
 
図序-3 新築工事と維持管理工事の推移（2013年建設工事施工統計） 
 
後藤治（2017）「伝統を今のかたちに」では、「古い建物を取り壊し、大規模な建物
を新築するのは大きな投資を要する工事であり、大都市でも東京以外では投資の回収
が期待できない事業となりつつある。このため、近年、建築業界では『リノベーショ
ン』が流行り言葉になってきた。対象となるのは歴史的建造物のような由緒あるもの
だけではなく、古くなった普通の民家や店舗、町中の普通のビルなども含まれる。(中
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略) 今後、リノベーションがますます流行すれば、歴史的建造物の保存活用事例は増
えていくだろう。(中略) 歴史的建造物や町並みを使えば、リノベーションまちづく
りが大都市、規模の大きい都市以外の地域でも可能なのである」注-23)と述べている。 
このように 1980年代から 1990年代にかけて、住宅の地域性や地域住宅生産システ
ムに関する研究が展開してきた。また、住宅の品質管理システムについては、「住宅
の品質確保の促進等に関する法律」(1999)以降、瑕疵担保責任の強化や住宅性能表示
制度等が整えられ、さらに「長期優良住宅の建設の普及の促進に関する法律」(2009)
等、様々な法制度化が進められてきた。 
そして、小規模組織を基盤とした地域住宅生産システムの住宅の品質管理に対する
法制度への適応やその担い手の確保と育成・継承が地域住宅生産システムの課題とな
ってきた。また、人口減少社会に伴う地域社会における住宅産業の構造変化への対応、
維持修繕工事やリノベーションなどの産業の育成などが課題となっている。 
 
（３）HOPE計画の展開とその課題 
住宅政策の観点から地域住宅生産システムに関する取り組みを概観するにあたり、
建設省が 1983(昭和 58)年から実施した HOPE計画（地域住宅計画）の展開とその課題
を整理する。 
HOPE計画とは先述した通り、『地域住宅計画』を多少意訳した『Housing with Proper 
Environment』『地域の固有の環境（自然環境、資源的環境、文化的環境など広義の
環境）を具備した住まいづくり』の略称である。 
また、建設省住宅局住宅整備課監修の「HOPE 計画‐地域に根ざした住まい・まち
づくり地域住宅計画」では、HOPE計画の目標を以下の３点としている注-24)。 
①地域の特性を踏まえた質の高い居住空間の整備：自然環境、伝統、文化等地域
が持つ特性を重視し、これを生かしながら、将来に資産として継承しうる質の
高い居住空間を整備し、良好な地域社会の形成を図る。 
②地域の発意と創意による住まいづくりの実施：住宅・住環境の整備について、
地域の「自主性」や「多様性」を尊重することにより、地域の発意と創意によ
る住まいづくりを推進する。 
③地域住宅文化、地域住宅生産等にわたった広範な住宅政策の展開：住宅が単体
のみならず、これらを取り巻く住環境、地域社会、地域の産業、地域経済、住
宅文化等にまで広く関わり合いをもっていることから、これらの広範な住宅関
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連施策を地域の場において統合し、展開をはかる。 
これらの目標のもと各地で取り組まれた HOPE 計画の実践とその効果については、
岩田司(2013)「地域住宅計画の 30 年」では、地域住宅計画の実績として「地域住宅
計画は昭和 58年度から平成 14年度までに 493の市町村において策定されている。こ
れら策定の成果は、地域にあった住みよい公営住宅や住宅団地の建設、地域に適合し
た住宅の開発、およびこの住宅による市街地や街並みの改善、またこれらの改善に呼
応した街路や裏道等の歩行者空間・ポケットパークの整備、伝統的建築デザインをモ
ティーフにした公共公益施設の建設、自然とふれあえる公園整備等といった形で実現
している」注-25)と述べている。 
奥茂謙仁(2015)「人口減少時代の住宅政策 戦後 70年の論点から展望する」では、
「HOPE 計画(地域住宅計画)制度は、それまでの全国一律の住宅政策のあり方を見直
し、「住まいづくり」は広く「まちづくり」であるという視点に立ち、地域の社会性
や住宅生産条件、気候風土や住文化の違いを認識した上で住宅政策を立案するという
非常に新しい考え方の住宅政策であった」注-26)と述べている。 
このように、HOPE 計画では、地域によってその多寡はあるものの地域住宅生産に
関わる組織とまちづくりの連携が生まれ、その結果として民間を含む総合的住宅政策
が目指されてきたといえる。その後、HOPE計画は、平成 6(1994)年住宅マスタープラ
ンへ受け継がれ、さらに、平成 17(2005)年、地域住宅特措法が制定され、地域住宅
交付金制度が創設されることとなる。 
岩田司(2013)「地域住宅計画の 30年」では、「昭和 58年度に創設された『地域住
宅計画』いわゆる HOPE 計画は、現在の地域住宅交付金制度を先取りするものであっ
た。逆に地域住宅計画の目指したものは、現在の住宅政策の基本となり、深く現代社
会に根付いたと評価することができる」注-27)と述べている。 
奥茂謙仁(2015)は「HOPE 計画は、その後の地域高齢者住宅計画や住宅マスタープ
ランへ移行する中で、徐々に自治体の住宅政策計画のオーソドックスな枠組みに収れ
んする傾向が強まり、地域の住文化を活かした固有の住宅計画という特性は少しずつ
失われていった」注-28)と述べている。 
平成 25(2013)年、HOPE計画 30年の区切りの年に地域住宅計画推進協議会は解散と
なったが、その際に挙げられた地域住宅計画の今後の展望や課題では、渡邉定夫
(2014)は、「HOPE 計画の意義とその残したもの」の岩田司との対談の中で「公共側
だけが地域の住宅や市街地にすべて責任を持っているのではなく、大半は住民や地権
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者が責任を持っているものです。全体の量から見ると公営住宅は大した資産ではあり
ません。(中略)それよりも地域にいる様々な専門家が公共側と連携しながら、地域の
ハードウェアを支えていくことが大事で、そういう組織を作ったというのは HOPE 計
画が効果を発揮したのではないかと評価できます。三春や有田をはじめ、そういう芽
を作ったのは他の地域にもあるのではないかと感じます。公営住宅だけに限らず、市
街地という公共的な地域の資産をどうやって維持管理していくか、そのような視点で
これから発展していただきたい」注-29)と述べている。また、同じく渡邉定夫(2014)は、
「地域の災害復興はこれからの住宅整備の課題である。どの街でも自然災害は受けな
いかもしれないが、人口は減少するため「人口的災害」は受けます。（中略）老齢化
社会の中で住宅需要を地域で把握することが重要です。その典型的な例が繰り返し出
てくる災害復旧で、しかもそれは短期間で求められています。30～40 年の間に全国
でモデルを考えていかなければなりません。どこで住宅需要が発生し、どこでなくな
るのか、それぞれの県単位で議論しておくべきではないでしょうか。その中で地域住
宅計画が培ってきたような、地域性や地域というキーワードが持っているある種の有
効利用が展開されれば望ましいですね。また、もう一つの側面として HOPE はアジア
型の HOPE計画となっていくことは間違いありません」注-30)と述べている。 
奥茂謙仁(2015)は、「地域に根付いた大工・工務店、設計事務所などを起点に、木
材生産や流通まで広くカバーしつつ、地域型住宅生産に関わる業界を盛り立てようと
する流れは、現在の林産資源活用、地域型木造住宅振興の政策や、東日本大震災から
の地域型復興住宅による復興推進策などに、時を経て受け継がれている」注-31)と述べ
ている。 
このように、HOPE 計画では、地域住宅生産に関わる組織とまちづくりの連携によ
り、民間を含む総合的住宅政策が目指され、複数の先進的な取り組みが生まれてきた。
しかし、住宅マスタープランなどへの移行に伴い、徐々に自治体の住宅政策計画のオ
ーソドックスな枠組みに収れんする傾向が強まり、地域の住文化を活かした固有の住
宅計画という特性は少しずつ失われていった。 
HOPE 計画の延長線上に解決が求められる今後の地域住宅生産システムの課題とし
て、社会的共通資本としての市街地の維持管理、多発する災害への対応、人口減少社
会への対応、林産資源等地域資源の活用、アジアへの地域型住宅の取り組みの展開な
どが今後の展開として挙げられている。 
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（４）歴史的風致の維持向上と地域住宅生産システムの関係と課題 
本研究の 2つのキー概念である、歴史的風致の維持向上と地域住宅生産システムを
融合させていくことについても社会的な関心が生まれている。 
後藤治(2009)「歴史的建造物の保存とすまいの再生・継承の隙間-私のすまいろん」
では、「『歴史的建造物の保存』『すまいの継承・再生』と居住の関係に、もし何か
触れるとすれば、建物の姿・形や平面との関係ではなく、むしろ、保存や継承・再生
の工事を行う担い手との関係を重視すべきである」注-32)と述べている。 
後藤治(2015a)「建築の保存と記憶をつなぐこと」では、「『オーセンティシティ
(Authenticity)の保持』で、原則として、世界文化遺産として登録されるためには
Design,Material,Workmanship,Settingという四つについて『オーセンティシティの
保持』が必要で、遺産を修復する際にも、修復後にその四つが保持されていなければ
ならないとされている。(中略)Design 以下の四つの語について多くの先学が翻訳し
ているが、 Design,Material はデザイン、材料でほぼ共通しているが、
Workmanship,Settingについてはさまざまである。筆者は構法（仕上げや技術・技能、
建築生産の体制を含む）、環境（配置構成、アプローチや周辺の環境）と訳すのが適
当だと考えている」注-33)と述べている。 
また、後藤治(2015b)は、国土交通省都市局公園緑地・景観課の「歴史的風致維持
向上推進等調査成果まとめ」において、「歴史まちづくり法との関係でいえば、(中
略)、重点区域内において、歴史的風致形成建造物以外の建造物を、計画に沿う形に
していく活動に対して何らかの支援措置を行うことを検討すべきである。そうした措
置については、重要伝統的建造物群保存地区において実施されている修景事業や環境
物件の整備事業が参考になる。また、以前に行われていた HOPE 計画に基づく地域型
住宅供給の取り組みを、重点区域内の歴史的風致の形成に合う形に再編していくよう
な方法も有効であると思われる」注-34)と述べている。 
国土交通省、文化庁、農林水産省(2008)「歴史まちづくり－地域における歴史的風
致の維持及び向上に関する法律」 においても、「地域におけるその固有の歴史及び
伝統を反映した人々の活動とは、伝統的な工芸技術による生産や工芸品の販売、祭り
や年中行事等の風俗慣習、地域において伝承されてきた民族芸能に加え、鍛冶や大工、
郷土人形製作等の民俗技術等も含みます。また、伝統的な特産物を主材料とする料理
や、地域の伝統的な技術や技能による物品の展示なども『歴史及び伝統を反映した
人々の活動』と捉えることができる」注-35)と記述されており、地域住宅生産の担い手
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である大工について言及されている。 
一方、課題としては、歴史的風致の維持向上と地域住宅生産システムの関係がうま
く融合できず、乖離していく傾向にあることが挙げられる。これらが乖離することに
ついては様々な要因が挙げられる。 
第 1の要因は「景観の混乱」である。地域住宅生産システムによる建築行為が地域
性や景観への配慮を欠くことが、歴史的風致の維持向上との乖離を生み出す要因とし
て挙げられる。 
美しい国づくり政策大綱(2003)において、「景観破壊の大きな原因としては第一に、
国土づくり、まちづくりにおいて、経済性や効率性、機能性を重視したため美しさへ
の配慮を欠いた雑然とした景観、無個性・画一的 な景観等が各地で見られる」注-36)
こととある。 
第 2の要因は「品質確保への未適応」である。すなわち、住宅の性能向上等の技術
革新に対して、歴史的風致に関わる地域住宅生産システムが対応できていないことで
ある。 
川崎直宏(2015)「人口減少時代の住宅政策 戦後 70年の論点から展望する」では、
「住宅性能の表示が可能となり、住宅市場の適正化を図る役割を果たすことが目指さ
れた。しかし、現実にはこうした市場機能の活用は、法の施行以前から企業競争力を
高めるべく自発的に進めてきた大手のハウスメーカーや共同住宅のデベロッパーに
馴染みやすく、中小工務店などと適用状況の差がみられる。戸建て木造を中心とする
在来木造住宅供給においては、従来の慣習や体制の変換が求められるため、現実には
十分定着していない。このため大手住宅供給と地域の散財的な従来の供給システムと
が住宅市場において二極化していくことも危惧されている。地域の住宅産業の近代化
が一層課題として浮かび上がることにもなっている」注-37)と述べている。 
第 3の要因は「伝統産業の衰退」である。景観や歴史的風致にとっては重要な伝統
的技術であるが、より簡易な現代的技術や構法の開発により、技術が置き換わり、伝
統産業が衰退することが要因として挙げられる。 
岩田司(2013)「地域住宅計画の 30年」では、「都市部を中心とした不燃化の促進は、
特に住宅の外装を木質、土質系から金属、窯業、コンクリート製品へ変貌させた。一
般の大工、工務店の施工においても、これら工業化された部品が用いられるようにな
り、特に工期短縮、精度向上が併せて期待ができる乾式工法の普及は、左官職人の仕
事を大きく奪うことになる。また、現在では木質系材料もプレカットが主流となり、
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現場での加工は少なくなりつつある。この状況は地域の建設産業に大きな打撃を与え
てきた。手づくりによって地元に落ちていたお金が、大量生産を行う企業体に集中す
るようになり、地元に落ちる割合が少なくなった」注-38)と述べている。 
第 4の要因は「維持管理システムの弱体化」である。歴史的建造物等の維持管理工
事が適切に行われていないことにより老朽化が進むことが、歴史的風致が損なわれる
要因として挙げられる。 
橋本清勇(2002)「京都都心部における伝統的木造建物の維持管理システムの衰退」
では、京町家の維持管理システムを「出入りの大工・工務店」との関わりの面から調
査し、出入りの大工工務店との関わりは全体の 1/3 に留まり、居住者の世代交代や大
工親方の引退により、維持管理システムが弱体化していることを明らかにしている  
注-39) 。 
第 5の要因は「法適合の困難さ」である。特に、既存不適格建物への法適合の困難
さが歴史的風致の維持向上と地域住宅生産システムの乖離を生み出す要因として挙
げられる。これについては、伝統構法の性能検証や建築基準法の適応除外と保存活用
計画の推進などが新たな取り組みが一部地域で始まっている。 
後藤治（2008）「都市の記憶を失う前に」では、「専門家の間では、日本の建築基準
法、消防法がそもそも、建物の新築ばかりを想定していて、既存建物の改良を考慮し
ていないという批判も多い。実際に、法に基づいて認められている構造や材料や設備
等にあわせて歴史的建造物を改修すると、価値を大きく失ってしまうおそれがあるこ
と自体が、その実態を表している」注-40)と述べている。また、「仕様規定から性能規
定への変化によって、かつては法の適合の対象とされなかった仕様、例えば歴史的建
造物に使われている仕様も、現代的な性能をもつものとして、広く認められる道が開
かれた。実際に、京都では、地震や火災に強い伝統構法を使った町家をつくる取り組
みが行われており、その性能が公的に認められている。（中略） 実験結果に基づいて
正確な性能評価を定めていくことも必要だが、それだけでは限界がある。欧米諸国の
ように、建物の構造や材料の性能だけに基づかない、利用方法への評価や管理方法へ
評価を含めた、柔軟な対応が可能な性能評価方法の確立が、歴史的建造物の保存のた
めには必要である」注-41)と述べ、また、「過度の法令依存が、既存不適格の建物の増
加を生むということである。規制強化が法令の求める性能を高める形で行われると、
それまで性能を満たしていた建物も既存不適格の仲間入りすることになるからであ
る。この場合には、ごく最近つくられた建物であっても既存不適格となってしまうこ
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ともあり得る」注-42)と述べている。 
後藤治(2017)「伝統を今のかたちに」では、「建築基準法については 2013 年の京都
市のケースを皮切りに、近年、神戸市、横浜市、川越市をはじめ、いくつかの地方公
共団体において独自条例が制定されてきた。建築基準法では第 3条に同法の適応除外
に関する規定があり、国が指定した文化財建造物は適応が除外されることになってい
る。また地方公共団体が条例をつくり、現状変更の規制と保存のための措置を講じた
建築物については「特定行政庁の建築審査会の同意」を得れば、同法の適応が除外で
きることとされている。そのため、京都市などではこの規定を使って独自の条例を制
定し、歴史的建造物については個別に「保存活用計画」を定めることで建築基準法の
弾力的な運用を図っている」注-43)と述べている。 
第 6の要因は「文化財建造物の特殊化」である。復原の考え方やオーセンティシテ
ィへの対応が文化財建造物とその他の建物で乖離してきていることが挙げられる。 
後藤治（2008）は、「文化財建造物の改修工事が、所有者の利用や活用に対する要
望に応じて行わるのではなく、文化財としての学術的な価値を高めることにのみに著
しく比重を置いて行われることである。（中略）復元の是非はともかくとして、こう
した学術重視の姿勢は、工事期間の長期化と工事費用の増加につながる。所有者にし
てみると、利用や活用が制約されることになるので、それだけ補助金への依存度と高
額化に対する要望が高まってしまうのである。実際に、文化財である建物の改修工事
は、年々長期化と高額化の傾向を強めている」注-44)と述べている。 
第 7の要因は「歴史的建造物の空き家の解体」である。歴史的建造物の空き家も一
般的な住宅の空き家も同等に扱われ、解体されることにより歴史的風致が失われるこ
とが要因として挙げられる。これについては、歴史的建造物の解体に対する事前届け
出の義務化などが一部地域で始まっている。 
金野幸雄(2013)「空き家活用と地域再生」では、「住宅は 30 年（せいぜい 1 世代）
を耐用する消費財となった。消費財の住宅は一般に所有者が明確である。耐用年数を
使用して、その後に解体撤去することが想定されている。(中略) 空き家問題が発生
するのは、数世代に渡って暮らし継ぐことを前提とした伝統的な住宅である。文化財
的な価値のグレードは様々であるが、その大半は戦前に建てられた住宅である」注-45)
と述べている。 
後藤治(2008)は、「今まさに失われようとしている都市の歴史的建築物や美しい町
を救う手立てとしては不十分である。仕組みが出来上がったとしても、救うべき対象
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がなくなってしまった後ではもう遅いからだ」注-46)と述べている。 
このような中、京都市では、「京町家の保存及び継承に関する条例（仮称）」の制定
(2017 年度中の制定予定)が進められており、建築基準法施行(昭和 25(1950)年)以前
の市内全ての京町家を対象に解体の事前届け出の義務化などを進めている。 
第 8 の要因は、「担い手不足」である。歴史的風致に関わる地域住宅生産システム
の担い手不足が要因として挙げられる。これについては、ヘリテージマネージャーの
育成などの取り組みが始まっている。 
日本建築士会連合会(2012)は「歴史的建造物の保全活用に係る専門家(ヘリテージ
マネージャー)育成・活用のためのガイドライン」において、「循環型社会における建
築のあり方を見据え、地域に眠る歴史的建造物の保全・活用を推進することにより、
地域固有の風景を回復しつつ誇りのもてる地域づくりに貢献することを目的として、
建築士会は、ヘリテージマネージャーの育成・活用に取り組む」ことを目的とし、そ
の意義を「循環型社会に移行しつつある現在、スクラップアンドビルドといった従来
の建築生産システムから脱却しストックの活用が求められている。これまで蓄積され
てきたストックは地域の文化を体現するものが多く、それらは地域文化の文脈の中で
活用し続けることにより、地域固有の文化の継承・発展に寄与することができる。ま
た、ストック活用のための改修・修理に必要な伝統工法の知恵を学びつつ技術革新を
加えることで改修・修理市場を開拓・定着させ、新たな建築生産システムを構築して
いくことが可能となる」注-47)と定めている。 
このように、多様な要因で歴史的風致の維持向上と地域住宅生産システムはこれま
で乖離してきたが、近年、様々な方面からこれらを融合する方向への取り組みが展開
してきているといえる。 
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序-３ 研究の目的と方法 
（１）研究の目的と分析の枠組み 
歴史的風致の維持向上と地域住宅生産システムの関係を以下に示す。 
図序-4 は、歴史的風致に関わる住宅生産システムと地域住宅生産システムの分析
の枠組みを示した図である。上側が歴史的風致の維持向上に寄与しない地域住宅生産
システムの概念図であり、下側が歴史的風致の維持向上に寄与する地域住宅システム
の概念図である。 
歴史的風致に関わる住宅生産システムと地域住宅生産システムの関係を考えると、
歴史的風致に関わらない地域の住宅生産システム（Ａ）、歴史的風致に関わる地域の
住宅生産システム（Ｂ）、歴史的風致に関わる地域外の住宅生産システム（Ｃ）に分
かれる。 
 
 
 
図序-4 歴史的風致に関わる住宅生産システムと地域住宅生産システムについての 
分析の枠組み 
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現状は、図序-4 の上図のように、基本的な傾向として、地域の歴史的風致の形成
に寄与する住宅資源は量的にも質的にも劣ってきており、歴史的風致の維持向上に寄
与する地域住宅生産システムの劣化により、さらに歴史的風致に関わる住宅生産シス
テムは小さくなる傾向にあり、歴史的風致に関わる住宅生産システムと地域住宅生産
システムは徐々に乖離する傾向にある。この傾向が進むと歴史的風致に関わる住宅生
産システムがほぼ地域外に依存することになり、歴史的風致に関わる地域住宅生産シ
ステムが地域で自立できない状態となることが想定される。また、全体の傾向では、
新築需要の減少により、段階的に地域住宅生産システムも縮小していく。 
一方、図序-4 の下図のように、現状の地域住宅生産システムを歴史的風致の維持
向上に寄与する形に再編成し、強化することにより、歴史的風致を維持向上させ、か
つ、歴史的風致に関わる住宅生産システムと地域住宅生産システムを徐々に融合させ
ることで、歴史的風致に関わる地域住宅生産システムを拡大し、地域住宅生産システ
ムも安定化させていくことが考えられる。 
本研究の仮説は、「現状の地域住宅生産システムは、歴史的風致の維持向上に寄与
する形に再編成することが可能であり、その結果、歴史的風致に関わる住宅生産シス
テムと地域住宅生産システムを徐々に融合させることや、歴史的風致に関わる地域住
宅生産システムを拡大していくことができる」ということである。 
この仮説を背景とした、本研究の目的は、「歴史的風致を形成する市街地、中でも
住宅を中心とした地域の歴史的風致と地域住宅生産システムの関係に着目し、研究対
象を 1)新築需要はあるが歴史的風致が失われてきた地域、2)地域住宅産業が弱体化
したことで歴史的風致が失われてきた地域、3)災害により一度に歴史的風致が失われ
た地域の、3つの歴史的風致が失われてきた条件が異なる地域とし、歴史的風致の維
持向上と地域住宅生産システムの関連の分析と、地域住宅生産システムの再編成の実
践と検証を通して、歴史的風致の維持向上に資する地域住宅生産システムのあり方を
明らかにすること」である。 
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（２）研究の方法 
本研究は以下の分析の枠組みから論を展開する。本研究の方法を図序-5に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図序-5 研究の方法 
まとめ 
歴史的風致の維持向上に資する地域住宅生産システムの再編成のあり方を論じる 
対象地域の選定 
3 つの歴史的風致が失われてきた条件が異なる地域を選定 
イ.新築需要はあるが徐々に歴史的風致が失われてきた地域 
ロ.地域住宅産業の弱体化により徐々に歴史的風致が失われてきた地域 
ハ.災害により一度に歴史的風致が失われてきた地域 
歴史的風致の維持向上の観点からみた地域住宅生産システムの実態の解明 
歴史的風致の現状分析、住宅生産状況分析により実態を解明 
(イ)と(ロ)の歴史的風致の維持向上が徐々に失われてきた対象地域について、歴史的
風致の維持向上の観点からみた地域住宅生産システムの実態を明らかにする。 
地域住宅生産システムの再編成の実践と検証 
災害復興時の住宅再建において、地域住宅生産システムの再編成を実践し 
歴史的風致の再生・維持向上の観点から結果を検証 
(ロ)の地域を対象に、自ら地域住宅生産システムの再編成の実践を試み、歴史的風致
の再生・維持向上に寄与する方法について一定の成果を挙げてきたプロセスと実践結
果について報告する。 
地域住宅生産システムの再編成手法の比較検討 
地域住宅生産システムの再編成の実践事例の比較検討 
災害により一度に歴史的風致が失われた地域を対象に、複数の取り組みを比較検討す
ることで、歴史的風致の再生・維持向上により有効な方法を明らかにする。 
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第 1に、対象地区を選定する。研究の対象として、以下のイ、ロ、ハの 3つの歴史
的風致が失われてきた条件が異なる地域を対象に検討を行う。 
 
イ） 新築需要はあるが徐々に歴史的風致が失われてきた地域 
開発需要と歴史的風致が拮抗し、新築工事、維持管理工事など、域内需要がある
ことにより歴史的風致が徐々に失われてきた地域は、全国的に多く、典型的な課
題である。このような地域では、図序-6 のように、地域住宅生産システムが歴史
的風致に関わる住宅生産システムと乖離し、歴史的風致に関わる住宅生産システ
ムが縮小するといった、歴史的風致の維持向上のための地域住宅生産システムの
劣化が課題となる。このような課題を抱えている対象地域として、鹿児島県南さ
つま市加世田麓地区及びその周辺市街地を対象とする。 
 
 
 
図序-6 新築需要はあるが徐々に歴史的風致が失われてきた地域 
にみられるシステムの課題 
 
ロ） 地域住宅産業の弱体化により徐々に歴史的風致が失われてきた地域 
域内の新築需要が激減し、維持管理工事のみが地域の建設需要となり、人口減少、
過疎高齢化等に伴い、歴史的建造物が空き家となり解体されることなどにより、
徐々に歴史的風致が失われてきた地域は、全国の農山漁村地域に多く見られる。
このような地域では、図序-7 のように、地域住宅生産システムと歴史的風致に関
わる住宅生産システムが同時に縮小し、歴史的風致の維持向上のための地域住宅
生産システムの持続そのものが困難であることが課題となる。このような課題を
抱えている対象地域として、福島県南会津町舘岩地域前沢集落とその周辺地域を
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対象とする。 
 
 
 
図序-7 地域住宅産業の弱体化により徐々に歴史的風致が失われてきた地域 
にみられるシステムの課題 
 
ハ） 災害により一度に歴史的風致が失われてきた地域：災害からの復興では、図序-8
のように、早期再建が求められ、平時とは異なる状況により、地域住宅生産シス
テムが機能せず、一度に歴史的風致が失われる。多発する災害を通して歴史的風
致が失われることは我が国にとって大きな課題となってきている。このような課
題を抱えている対象地域として、2004(平成 16)年に発災した中越地震被災地の新
潟県長岡市山古志地域を対象とする。 
 
 
 
図序-8 災害により一度に歴史的風致が失われてきた地域 
にみられるシステムの課題 
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第 2に、歴史的風致の観点から見た地域住宅生産システムの実態を解明する。歴史
的風致が徐々に失われてきた(イ)と(ロ)の２つの地域を対象に、歴史的風致の維持向
上の観点からみた地域住宅生産システムの実態を明らかにする。 
第 3に、地域住宅生産システムの再編成の実践と検証を行う。災害からの復興では、
早期再建が求められ、社会的に地域住宅生産システムの再編成に対するニーズが顕在
化しやすい。しかし、復興を通して歴史的風致が回復することも失うこともあり得る
という特徴がある。そのため本研究では、特に(ハ)の地域を対象に、自ら地域住宅生
産システムの再編成の実践を試み、歴史的風致の再生・維持向上に寄与する方法につ
いて一定の成果を挙げてきたプロセスと実践結果について述べる。 
第 4に、地域住宅生産システムの再編成手法の比較検討を行う。災害により一度に
歴史的風致が失われた地域を対象に、複数の取り組みを比較検証することで、歴史的
風致の再生・維持向上により有効な方法を明らかにする。 
まとめとして、各対象地区における歴史的風致の維持向上に資する地域住宅生産シ
ステムの再編成のあり方を論じる。 
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（３）研究の構成 
本研究は、序章と 4 つの章および終章で構成する。本研究の構成を図序-9に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図序-9 研究の構成 
【序章】研究の位置づけ 
【終章】歴史的風致の維持向上のための地域住宅生産システム 
歴史的風致の再生・維持向上のための地域住宅生産システムの再編成手法の比較検討 
【４章】地域型住宅の供給戸数からみた歴史的風致の再生・維持向上のための地域住
宅生産システムの再編成手法に関する比較研究 
～中越地震以降の自立再建住宅支援に取り組んだ地域を対象として～ 
災害により一度に歴史的風致を失った地域を対象に、複数の取り組みを比較検討する
ことで、歴史的風致の再生・維持向上により有効な地域住宅生産システムの再編成手
法を明らかにする。 
歴史的風致の維持向上の観点からみた地域住宅生産システムの実態の解明 
 
 
【１章】歴史的風致維持向上の観点か
ら見た地域住宅生産システムの実態
に関する研究 
～鹿児島県南さつま市加世田麓地区
を対象として～ 
イ.新築需要はあるが徐々に歴史的風
致が失われてきた地域を対象に分析
する。 
【２章】歴史的風致維持向上の観点から
みた地域住宅生産システムの域内産業
循環の実態に関する研究 
～福島県南会津町舘岩地域前沢集落を
対象として～ 
ロ.地域住宅産業の弱体化により徐々に
歴史的風致が失われてきた地域を対象
に分析する。 
 
歴史的風致の再生・維持向上のための地域住宅生産システムの再編成の実践と検証 
【３章】歴史的風致の再生・維持向上のための地域住宅生産システムの再編成による
自立再建住宅支援の実践と検証に関する研究 
～中越地震被災地長岡市山古志地域を対象として～ 
ハ.災害により一度に歴史的風致を失った地域を対象に、自ら地域住宅生産システム
の再編成の実践を試み、歴史的風致の再生・維持向上に寄与する方法について一定の
成果を挙げてきたプロセスと実践結果について検証し報告する。 
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序章：研究の位置づけ 
序章では、歴史的風致の維持向上と地域住宅生産システムについて、その関係性を
考察し、論文としての課題、仮説、目的を論じる。 
課題は、「地域の歴史的風致の形成に寄与する住宅資源は量的にも質的にも劣って
きており、歴史的風致の維持向上に寄与しない地域住宅生産システムにより、さらに
歴史的風致に関わる住宅生産システムは縮小する傾向にあり、歴史的風致に関わる住
宅生産システムと地域住宅生産システムは徐々に乖離する傾向にあること」である。
この傾向が進むと歴史的風致に関わる住宅生産システムがほぼ地域外に依存するこ
とになり、歴史的風致に関わる地域住宅生産システムが地域で自立できない状態とな
る。また、全体の傾向では、新築需要の減少により、段階的に地域住宅生産システム
も縮小していく。 
仮説は、「現状の地域住宅生産システムは、歴史的風致の維持向上に寄与する形に
再編成することが可能であり、その結果、歴史的風致に関わる住宅生産システムと地
域住宅生産システムを徐々に融合させることや、歴史的風致に関わる地域住宅生産シ
ステムを拡大していくことができる」ということである。 
目的は、「歴史的風致を形成する市街地、中でも住宅を中心とした地域の歴史的風
致と地域住宅生産システムの関係に着目し、3つの歴史的風致が失われてきた条件が
異なる地域を対象に分析することで、歴史的風致の維持向上と地域住宅生産システム
の関係についての実態を明らかにすることと共に、実際に地域住宅生産システムの再
編成の実践と検証を通して、歴史的風致の維持向上のための地域住宅生産システムの
あり方を明らかにすること」である。 
 
１章：歴史的風致維持向上の観点からみた地域住宅生産システムの実態に関する研究 
～鹿児島県南さつま市加世田麓地区を事例として～ 
第 1章では、(イ)の新築需要等があるが徐々に歴史的風致が失われてきた地域を対
象に、歴史的風致を形成する家屋の残存状況と、新築の住宅供給に着目し、歴史的風
致の縮小や地域住宅生産システムと乖離する原因を解明し、その結果から、歴史的風
致の維持向上のための地域住宅生産システムの再編成のあり方について明らかにす
ることを目的とする。 
鹿児島県南さつま市加世田麓地区及びその周辺地域を対象とする。 
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２章：歴史的風致維持向上の観点からみた地域住宅生産システムの域内産業循環の実
態に関する研究 ～福島県南会津町舘岩地域前沢集落を事例として～ 
第 2章では、(ロ)の地域住宅産業の弱体化により徐々に歴史的風致が失われてきた
地域を対象に、歴史的風致の維持向上のための地域住宅生産システムの持続を困難に
させている原因を解明し、その結果から、歴史的風致の維持向上のための地域住宅生
産システムの再編成のあり方について明らかにすることを目的とする。 
重要伝統的建造物群保存地区である福島県南会津町前沢集落及びその周辺地域を
対象とする。 
 
３章：歴史的風致の再生・維持向上のための地域住宅生産システムの再編成による自
立再建住宅支援に関する研究～中越地震被災地長岡市山古志地域を事例として～ 
第 3章では、(ハ)の災害により一度に歴史的風致が失われた地域を対象に、自ら地
域住宅生産システムの再編成の実践を試み、歴史的風致の再生・維持向上に寄与する
方法についてプロセスと成果を検証し、災害復興時における地域住宅生産システムの
再編成の可能性について明らかにすることを目的とする。 
2004年に発災した中越地震被災地長岡市山古志地域を対象とする。 
 
４章：地域型住宅の供給戸数から見た歴史的風致の再生・維持向上のための地域住宅
生産システムの再編成手法に関する比較研究～中越地震以降の自立再建住宅支援に取
り組んだ地域を対象として～ 
第 4章では、中越地震以降の復興において取り組まれた、(ハ)の災害により一度に
歴史的風致が失われた地域を対象に、歴史的風致の再生・維持向上のための地域住宅
生産システムの再編成に取り組んだ複数の取り組みを比較検討することで、災害復興
時における歴史的風致の再生・維持向上により有効な地域住宅生産システムの再編成
の方法を明らかにすることを目的とする。 
 
終章：歴史的風致の維持向上のための地域住宅生産システム 
終章では、各章の結果を要約し、3つの地域特性に応じた歴史的風致の維持向上に
資する地域住宅生産システムの再編成のあり方について、地域住宅生産システムの実
態の解明、地域住宅生産システムの再編成の方針、地域住宅生産システムを支える体
制、から論ずる。また最後に、本研究を基礎とした今後の研究課題をまとめる。 
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序-４ 既往研究における本研究の位置づけ 
（１）住宅生産分野における現状の課題と既往研究 
研究の背景では、1980年代から 1990年代にかけて、住宅の地域性や地域住宅生産
システムに関する研究の展開を論じ、大野勝彦(1976)「現代民家と住環境体」、江口
禎(1982)「建築生産システム」、大野勝彦(1988)「地域住宅工房のネットワーク」、三
井所清典(1991)「地域に根ざした家づくり・町並みづくり－居住環境創造の手法をさ
ぐる」、秋山哲一(1999)「地域の住宅生産システム、その独自性と課題」などを取り
上げた。そして、地域住宅生産システムの課題として、小規模組織を基盤とした地域
住宅生産システムの住宅の品質管理に対する法制度への適応やその担い手の確保と
育成・継承、人口減少社会に伴う地域社会における住宅産業の構造変化への対応、維
持修繕工事やリノベーションなどの産業の育成などを課題として整理した。 
また、1980年代から 1990年代の住宅政策における、地域住宅生産システムに関す
る実践的な取り組みとして、HOPE計画（地域住宅計画）について論じ、岩田司(2013)
「地域住宅計画の 30 年」、奥茂謙仁(2015)「人口減少時代の住宅政策 戦後 70年の
論点から展望する」、渡辺定夫(2014)「HOPE 計画の意義とその残したもの」などを
取り上げた。そして、HOPE 計画の延長線上に解決が求められる今後の地域住宅生産
システムの課題として、社会的共通資本としての市街地の維持管理、多発する災害へ
の対応、人口減少社会への対応、林産資源等地域資源の活用、アジアへの地域型住宅
の取り組みの展開などが今後の課題として整理した。 
その他、歴史的風致の観点から見た地域住宅生産システムに関する既往研究では、
内田晃ら(2005)「HOPE 計画策定を契機として組織されたまちづくり活動組織の継続
性と評価」では、アンケート調査を実施し、HOPE 計画を契機として組織化された活
動組織の評価すべき点として、大工や工務店などのものづくりの専門家集団と住民参
加のまちづくりの連携による、地域固有の住宅や景観の具現化にとって重要であるこ
と、そしてその活動組織の継続性を課題としてあげている 注-48)。 
歴史的風致と地域住宅生産システムに関する既往研究では、井上豊宏ら(2008)「ま
ちづくりと連携した大工技術の継承方策に関する研究」では、ヒアリング調査により、
伝統的建造物群保存地区等の町並み保存型まちづくりと地域住宅生産組織を活かし
たまちづくり（金山・八尾・有田）の比較を行い、町並み保存制度は、地域住宅生産
組織の衰退を考慮しない計画策定プロセスであり、地域住宅生産組織が消滅しても町
並み整備計画が立案され、外部の技術で運用されることを課題として挙げている。ま
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た、地域住宅生産組織を活かしたまちづくりにおける、調査計画段階からの地域住宅
生産組織との参加と技術を活かした整備基準の立案、まちづくりへの地域住宅生産組
織の関与における行政意識と橋渡し役の設計者の重要性、地域住宅生産者同士での相
互評価の重要性をあげている注-49)。 
以上の様に、住宅生産分野では、HOPE 計画の実践の比較から地域住宅生産システムを
論じた研究はあるが、本研究で対象としている、歴史的風致の維持向上のための地域住宅
生産システムについて総合的に把握する調査研究は取り組まれていない。 
 
（２）歴史まちづくり分野における現状の課題と既往研究 
研究の背景では、戦後から高度経済成長期を経て、現在に至るまでの歴史まちづく
りの分野に関連する法制度や取り組みなどの変遷を概観し、文化財はその裾野が広が
り、建物を利用し活用し続けることが「活用」というよりむしろ「保存」そのものに
あたるという考え方に変化してきており、歴史的建造物の総体をマネジメントする方
向への転換が期待されていること、文化財保護法及び都市計画法の双方において、歴
史的環境を支える多様な仕組みが展開してきていることなどを整理した。 
また、歴史的風致の維持向上の課題として、民間団体や個人所有の歴史的な建造物
については、文化財保護法に基づく保護（保存及び活用）がなされているものを除き、
滅失が進んでいる状況にあることなどを課題として整理した。 
その他、歴史まちづくりの分野における歴史的風致の維持向上の観点から見た地域
住宅生産システムに関する研究では、橋本清勇ら(2002)「京都都心部における伝統的
木造建物の維持管理システムの衰退」では、京町家の維持管理システムを「出入りの
大工・工務店」との関わりの面から調査し、出入りの大工工務店との関わりは全体の
1/3に留まり、居住者の世代交代や大工親方の引退により、維持管理システムが弱体
化していることを明らかにしている注-50)。 
水野雅男(2015)「金沢市中心部における歴史的木造住宅の保全・継承システムに関
する研究」では、金沢の町家について調査し、出入りの大工との繋がりをもつ世帯は
全体の 50％程度であるが、出入り大工との繋がりが修繕維持工事の実施率の高さに
も繋がり、居住継続を推進する上で重要であることを明らかにしている注-51)。 
文化庁文化財部参事官(建造物担当)（2012）「全国伝統的建造物群保存地区協議会 
事務担当者研修会事務連絡事項」では、全国の重要伝統的建造物群保存地区の修理修
景許可基準の運用に携わる技術者について取り纏めている 注-52)。 
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図序-10は修理修景許可基準の運用に携わる技術者をまとめたものである。庁内に
専門の技術者がいる地区は約 56％であった。地域に民間の技術者がいる地区は全体
の 49％であり、設計系が 31％と多く、職人系が 8％、まちづくり系が 7％、学校系が
2％、トラスト系が 1％であった。庁内にも民間にも技術者がいない地区は 33％であった。
平成 22年 5月段階での資料であるため、86地区を対象とした調査である。平成 27年 7月では
110地区となっている。伝統的建造物群保存地区では、文化財の修理修景基準の運用の体
制を整理しているが、地区全体のトータルな地域住宅生産システムに着目した調査検
討は行っていない。 
 
 
 
文化庁文化財部参事官(建造物担当)(2010) 
「全国伝統的建造物群保存地区協議会 事務担当者研修会事務連絡事項資料より作成」 
図序-10全国の伝統的建造物群保存地区の修理修景許可基準の運用に携わる技術者 
 
上村信行ら(1999)(2000)「歴史的市街地における伝統的風土の保全と地域振興 修
理・修景事業と建築生産」では、伝統的建造物群保存地区の伝統的家屋に対する修理
修景基準の運用における地域住宅生産体制との関係を調査し、有効な工事発注システ
ムとして地域内に設計士のいない地域での行政内の専門職員による技術指導システ
ムや地域内の設計士の介在を前提とするシステムなどを整理しており、地域の生産組
織の職能実態調査（職種・労働力・技術力等）とその保全対策の必要性を課題として
挙げている注-53) 注-54)。 
以上のように、歴史まちづくりの分野における歴史的風致の維持向上の観点から見
た地域住宅生産システムに関する研究では、京都や金沢などの歴史的市街地において、
- 33 -  
 
出入りの大工や工務店の重要性が論じられているが、実態は、その後継者問題により
維持管理システムが弱体化していることが課題として挙げられている。伝統的建造物
群保存地区の伝統的家屋の修理修景基準の運用体制については一定の整理がなされ
ているが、地区全体の総合的な地域住宅生産システムに着目した調査検討は行われて
いない。伝統的建造物群保存地区の制度については、地域住宅生産組織の衰退を考慮
しなくてもよい計画策定プロセスとなっており、地域住宅生産組織が消滅しても町並
み整備計画が立案され、外部の技術で運用されることが課題として挙げられている。 
以上の様に、歴史まちづくりの分野では、伝統的建造物群保存地区の伝統的家屋の修
理修景許可基準の運用体制などを通して地域住宅生産システムの一部を論じた研究はあ
るが、本研究で対象としている、歴史的風致の維持向上のための地域住宅生産システムに
ついて総合的に把握する調査研究は取り組まれていない。 
  
（３）復興まちづくり分野における現状の課題と既往研究 
近年我が国では、多くの地域で災害が多発している。災害では、多くの住宅が被災
し、地域の歴史的風致が一度に失われる。また、災害からの復興まちづくりでは多く
の住宅を早期に再建することが求められ、その過程において、さらに地域の歴史的風
致が失われることが課題となっている。このような課題認識から、2004 年に発災し
た新潟県中越地震被災地山古志地域では、災害によって一度に失われた歴史的風致を
地域住宅生産システムの再編成を通して再生・維持向上させる取り組みが実施された。
復興まちづくりにおいては初めての試みであった。筆者もその取り組みの実践に携わ
った。このような、取り組みは「自立再建住宅支援」と呼ばれ、中越地震後の復興ま
ちづくりにおいて展開している。具体的には、再建者が自力で再建できる地域型住宅
のモデルを開発し、その供給体制として地域住宅生産システムを再構築し、再建者の
自力での住宅再建を支援する取り組みである。 
ここでは、自立再建住宅支援の展開について概観する。表序-2 は、1995 年阪神淡
路大震災以降の被災者生活再建支援法と併せた一連の流れを整理したものである。 
1995 年 1 月の阪神淡路大震災を受け、1998 年 5 月に被災者生活再建支援法が制定
され、住宅が全半壊した世帯に対する住宅再建支援のあり方について総合的な見地か
ら検討することが明記された。その後、2000 年 10 月に発生した鳥取西部地震では、
鳥取県独自の住宅復興補助金制度が立ち上げられた。当時の片山善博鳥取県知事は
「郊外、過疎地域及び高齢化地域では、被災者の世帯流出を防ぐため、都市基盤の整 
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表序-2 阪神淡路大震災以降の災害と自立再建住宅支援の展開 
年月 災害と被災者生活再建支援法の展開 自立再建住宅支援の取り組み 
1995.01 阪神淡路大震災  
1998.05 被災者生活再建支援法の制定  
2000.10 
鳥取西部地震 
鳥取県独自の住宅復興補助金制度  
2004.03 被災者生活再建支援法の改定１  
2004.10 新潟県中越地震 山古志地域：中山間地型復興住宅 
2007.03 能登半島地震 石川県：能登ふるさと住宅 
2007.07 新潟県中越沖地震  
2007.11 被災者生活再建支援法の改定２  
2011.03 
東日本大震災 
各県で地域型復興住宅推進協議会を設置 
気仙地域：住田型復興モデル住宅 
岩沼：「黒い家」「白の家」 
2011.09 紀伊半島大水害 十津川村：十津川型復興住宅 
 
 
 
 
 
長岡市中山間地型復興住宅検討委員会(2005)「長岡市中山間地型復興住宅検討報告書」より引用 注-55) 
図序-11 中越地震被災地山古志地域における自立再建住宅による住まいの再建イメージ 
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備よりも住宅再建こそが最優先される」と発言し、同じ市町村に住宅再建する場合は
300 万円まで、補修には 150 万円の補助を支給した。その後 2004 年 3 月、鳥取県で
の取り組みを受け、被災者生活支援法が改正され、支援金は住宅解体撤去、ローン利
子払い等の住宅関連費用の支出に対して 300万円まで可能となったが、直接住宅再建
の費用としては活用できないものであった。改正直後の 2004年 10月に発生した中越
地震被災地、新潟県長岡市山古志地域において長岡市による「中山間地型復興住宅」
が取り組まれ、地域型住宅による自立再建住宅支援が災害復興の新たな取り組みとし
て展開した。図序-11は、中山間地型復興住宅による集落の再建イメージとして作成
されたパースである。 
その後、自立再建住宅支援の取り組みは、2007 年 3 月の能登半島地震での石川県
による「能登ふるさと住宅」に継承された。2007 年 7 月には、中越沖地震が発生し
た。2007年 11月、被災者生活再建支援法の改正により 300万円を上限に使途を定め
ない定額渡し切り方式となり、住宅再建の費用として直接活用できるようになった。
この改正は、同年に発生した能登半島地震及び中越沖地震にも遡及対応することとな
った。2011 年 3 月に発災した東日本大震災の復興では、各県に地域型復興住宅推進
協議会注-56)が設置され、自立再建を支援する目的で、数多くの地域型住宅の供給グル
ープが立ち上げられている。また、岩手県住田町の「住田型復興住宅」や宮城県岩沼
市の「黒い家」「白の家」など、複数の地域で地域型住宅による自立再建住宅支援の
取り組みが報告されている。2011 年 9 月に発災した紀伊半島大水害では「十津川型
復興住宅」の取り組みが展開している。 
復興まちづくりにおける自立再建住宅支援を通した地域住宅生産システムに関す
る研究は、中越地震での「中山間地型復興住宅」の一連の自立再建住宅支援の活動に
ついて、筆者を中心に、武田光史，益尾孝祐，大倉靖彦，三井所清典(2008a)「山古
志における震災復興住宅モデル設計その１」注-57)、益尾孝祐，武田光史，大倉靖彦，
三井所清典(2008b)「山古志における震災復興住宅モデル設計その２」注-58)、益尾孝
祐(2011)「山古志から東日本大震災へ」注-59)等が報告されている。能登半島地震での
「能登ふるさと住宅」については、小柳健ら（2011）「能登半島地震被災地の住宅再
建における公的支援事業の活用実態と課題」において、能登半島地震被災地全体の復
興基金を活用した「能登ふるさと住宅」による住宅再建の取り組みが報告されている
注-60)。また、山崎寿一ら（2011）「能登半島地震後の住宅復興施策の展開と災害公営
住宅」では、「能登ふるさと住宅」による住宅再建の取り組みと災害公営住宅の取り
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組みの連携が報告されている注-61)。東日本大震災の復興では、各県に地域型復興住宅
推進協議会が設置され、数多くの地域型住宅の供給グループが立ち上げられており、
角倉英明ら(2013)「地域型復興住宅の生産者グループにおける木造住宅の生産体制に
関する統計的把握」では、これらの地域型復興住宅の供給グループの取り組みについ
て統計的把握がされており、被災 3 県で 305 グループの生産者グループが存在し、そ
の多くは「施工」を業務とする事業者を中心とした任意団体であり、震災後の地域型
復興住宅の活動を契機に設立されたことなどが明らかにされている注-62)。また、東日
本大震災の被災地では、鈴木大隆(2014)「地域力と『ぎりすび』を活かした『住宅再
建体制構築』への取り組み」、安田直民(2014)「『黒い家』『白の家』地域型復興住宅
普及の試み」など、複数の地域で地域型住宅による自立再建住宅支援の取り組み状況
が報告されている注-63) 注-64)。紀伊半島大水害での「十津川型復興住宅」については、
武田光史(2014)「十津川村復興モデル住宅について」及び、武田光史(2016)「十津川
村にふさわしい住まいづくりによる復興」により、その一連の活動が報告されている
注-65) 注-66)。塩崎賢明(2009)「住宅復興とコミュニティ」では、地域型復興住宅による
住宅再建の取り組みや公営住宅との連携について、被災者災者生活再建支援法の制度
展開と合わせて調査分析がなされている注-67)。 
このように、災害からの復興まちづくりでは、中越地震での山古志地域での自立再
建住宅支援の取り組みをベースとして、歴史的風致の再生・維持向上のための地域住
宅生産システムの再編成の取り組みが展開しており、各地で展開した自立再建住宅支
援の取り組みに対する調査研究が進められている。しかし、これら取り組み結果には
その方法や供給結果などに差が生まれており、その原因などを相互に比較検証し解明
した研究はなく、自立再建住宅支援に関する効果的な地域住宅生産システムの確立が
なされていないことが課題として指摘できる。 
 
（４）まとめ 
以上のように、歴史まちづくり分野においては、歴史的環境を支える多様な仕組み
が生まれ、歴史的風致という、市街地の歴史的環境の維持向上が重視されてきている。
しかし、各地で歴史的風致が喪失してきていることがその背景としてあり、都市計画
や地域計画において、他分野にわたる学際的な課題となっている。 
住宅生産分野においては、住宅の地域性や地域住宅生産システムに関する多くの研
究が展開し、HOPE 計画（地域住宅計画）を通して、民間も含めた地域住宅生産シス
テムに関する実践として、各地で独自の取り組みとして展開した。しかし、HOPE 計
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画が住宅マスタープランなどへ移行する中で、実践も少なくなり、研究においては、
各地で独自の展開をした HOPE 計画に関して、その地域住宅生産システムを再編成す
る方法については明らかにされておらず、また、新たに人口減少社会への移行に伴う
住宅産業の変化や多発する災害など、新たな課題への対応が求められている。 
歴史的風致と地域住宅生産システムの関係では、歴史的建造物の空き家の解体、法
適合の困難さ、文化財建造物の特殊化、品質確保への未適応、維持管理システムの弱
体化、景観の混乱、担い手不足、伝統産業の衰退、地域の基礎需要の不足、多発する
災害など、様々な課題が顕在化してきている。しかし、これらの課題に対して、歴史
まちづくり分野や住宅生産分野においては、歴史的風致の縮小や、地域住宅生産シス
テムとの乖離、歴史的風致の維持向上に関する地域住宅生産システムの持続そのもの
が困難になるなど、そのメカニズムを解明し、新たな「歴史的風致の維持向上」のた
めの「地域住宅生産システム」のあり方を明らかにする研究はこれまで行われていな
い。 
一方、災害からの復興まちづくりの分野において、2004年に発災した中越地震での
新潟県長岡市山古志地域での地域型住宅の開発を通した自立再建住宅支援の取り組
みをきっかけに、歴史的風致の再生・維持向上のための地域住宅生産システムの再編
成に関する萌芽的取り組みが展開してきている。しかし、それら自立再建住宅支援の
取り組みについて、相互に比較分析し、歴史的風致の再生・維持向上のための地域住
宅生産システムについて明らかにした研究はない。 
本研究では、住宅生産分野、歴史まちづくり分野、復興まちづくり分野にまたがる、
共通する課題となっている、「歴史的風致の維持向上」のための「地域住宅生産シス
テム」のあり方を明らかにすることを目的とした、新規性の高い研究として位置づけ
られる。 
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第１章 歴史的風致の維持向上の観点から見た地域住宅生産システムの実態に 
関する研究～鹿児島県南さつま市加世田麓地区を対象として～ 
 
１-１ 研究の目的・方法 
（１）研究の背景  
我が国では、人口が増加基調の時期には、市街化の影響を受け、住宅や店舗併用住
宅など、町を構成する家屋の更新が徐々に進んできた、しかし、その結果として、多
くの歴史的建造物が滅失し、景観や街なみも必ずしも向上してこなかった。このよう
に、開発需要と歴史的風致が拮抗し、新築需要があることで、歴史的風致が失われて
きた地域は全国的に非常に多い。 
近年では、人口減少社会に転じ、空き家や空き地の増加が社会問題化し、新規建設
需要の低下に伴い、維持修繕工事産業の役割が大きくなるなど、地域社会における住
宅産業の在り方が変化してきている。また、都市計画やまちづくりの分野においては、
景観法の制定(2004 年)や歴史まちづくり法の制定(2008 年)などが進められ、歴史的
風致の維持向上が重視されてきており、文化行政、建築土木行政、農林水産行政など、
省庁を越えた連携が推進されている。 
新築需要はあるが歴史的風致が失われてきた地域においては、新規建設需要の急速
な低下に対して、改めて、改修・修理市場を開拓・定着させ、歴史的風致の維持向上
に寄与する形に地域住宅生産システムを再構築していくことが求められている。 
 
（２）既往研究  
歴史的風致を維持向上していくためには、新築工事や維持管理工事などを通して、
地域でそれらを維持し向上できる住宅生産システムがなければならない。このような
歴史的風致の維持向上の観点から見た地域住宅生産システムに関する既往研究では、
HOPE 計画などとの関係を分析した、内田晃ら(2005)による、HOPE 計画策定を契機と
して組織されたまちづくり活動組織の継続性と評価に関する研究、井上豊宏ら(2008)
による、まちづくりと連携した大工技術の継承方策に関する研究などがあり、HOPE
計画を通して、地域住宅生産体制とまちづくりの連携の重要性が述べられている。 
歴史まちづくりの分野では、京都や金沢などを対象に、橋本清勇ら(2002)による、
京都都心部における伝統的木造建物の維持管理システムの衰退、水野雅男(2015)によ
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る、金沢市中心部における歴史的木造住宅の保全・継承システムに関する研究などに
おいて、歴史的市街地において、出入りの大工等による地域住宅生産体制の維持管理
体制が弱体化していることが明らかにされている。 
伝統的建造物群保存地区を対象としては、上村信行ら(1999)(2000)による、歴史的
市街地における伝統的風土の保全と地域振興 修理・修景事業と建築生産などの歴史
的建造物の維持管理体制についての研究があり、また、文化庁文化財部参事官(建造
物担当)（2012）の全国伝統的建造物群保存地区協議会・事務担当者研修会事務連絡
事項では、全国の重要伝統的建造物群保存地区の修理修景許可基準の運用に携わる技
術者について取り纏めている 。 
このように、既往研究では、地域住宅生産体制とまちづくりの連携の重要性や歴史
的市街地における伝統的家屋の維持管理体制の弱体化の実態、全国の重要伝統的建造
物群保存地区の修理修景許可基準の運用に携わる技術者の整理などはなされている
が、開発需要と歴史的風致が拮抗してきた歴史的市街地を対象に、新築工事と維持管
理工事の両方の観点から、地域住宅生産システムの実態を明らかにした研究や、人口
減少社会への移行後の新規建設需要の急速な低下に対して、歴史的風致の維持向上の
ための地域住宅生産システムのあり方についての研究はない。 
 
（３）研究の目的  
本章では、新築需要はあるが徐々に歴史的風致が失われてきた地域を対象に、歴史
的風致を形成する家屋の残存状況と新築の住宅供給に着目し、歴史的風致の縮小や地
域住宅生産システムと乖離する原因を解明し、その結果から、歴史的風致の維持向上
のための地域住宅生産システムの再編成のあり方について検討することを目的とす
る。 
対象地域は、2012(平成 24)年伝統的建造物群保存地区保存対策調査を実施し、保
存地区を核にその周辺地域も併せた歴史的風致の維持向上の取り組みを実践してい
る鹿児島県南さつま市加世田麓地区とする。なお、筆者は、鹿児島県南さつま市（2014）
「加世田のまちなみ調査報告書」注-1)及び現在編集中の保存計画の主要箇所の執筆を
担った。 
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（４）研究の方法 
研究の方法を図 1-1 に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1-1 第 1章研究のフロー 
 
まず始めに対象地区内の歴史的風致の維持向上に資する建物を伝統的家屋注-2)、準
伝統的家屋注-3)と地域住宅注-4)に分類し、地区内に存在するそれぞれの建物を抽出する。
なお、本研究において、伝統的家屋は江戸末期、明治期を対象に描かれた屋敷図注-5) 注
-6)で確認できる明治期以前の家屋、準伝統的家屋とは 1950(昭和 25)年以前に建てら
れた歴史的風致を継承する家屋、地域住宅とは 1950 年以降に建てられた歴史的風致
を継承する(伝統的家屋と類似する意匠・構造・形態を持つ)家屋と定義する。1950
住宅生産状況分析 
残存状況分析 
歴史的風致を有する建物の抽出 
・伝統的家屋の抽出 ・準伝統的家屋の抽出 ・地域住宅の抽出 
 
目的：歴史的風致を有する家屋を伝統的家屋、準伝統的家屋、地域住宅に分類し、そ
れぞれの種類や残存状況を把握する。 
 
新築住宅と地域住宅の 
供給量とその変遷の分析 
 
・新築住宅の供給の変遷 
・地域住宅の供給の変遷 
 
目的：地域の住宅供給の変遷と地
域住宅の供給状況を明らかにす
る。 
 
歴史的風致を有する建物の 
維持管理工事と新築工事の体制の分析 
 
・伝統的家屋、準伝統的家屋の維持管理体制 
・地域住宅の供給体制と維持管理体制 
・空き家の地活用工事の体制 
 
目的：維持管理体制、供給体制、空き家の利活
用体制の現状と課題を明らかにする。 
まとめ 
歴史的風致維持向上の観点から見た地域住宅生産システムの実態解明 
 
目的：歴史的風致維持向上の観点からみた、地域住宅生産システムの実態を明らかに
する。 
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年で準伝統的家屋と地域住宅を区別するのは、建築基準法が 1950 年に制定されたた
めである。 
伝統的家屋は、屋敷図と比較して、残存する家屋を抽出する。準伝統的家屋及び地
域型住宅は、修理修景許可基準注-7)及び加世田麓まちづくり協定注-8)をベースとした目
視調査と家屋の年代調査注-9)より抽出する。次に家屋の年代調査により、1950(昭和
25)年から 2011(平成 23)年までの約 60年間の新築住宅の供給変遷を整理する。 
併せて、供給された新築住宅の中で歴史的風致を継承する地域住宅の供給状況を分
析し、対象地区の歴史的風致維持向上における現状の住宅供給の課題を明らかにする。
また、家屋の所有者へヒアリング調査を実施し、伝統的家屋と準伝統的家屋の維持管
理体制、地域住宅の供給体制及び維持管理体制、空き家の利活用工事の体制の現状と
課題を明らかにする。 
以上の残存状況調査、住宅生産状況調査をもとに、歴史的風致の維持向上の観点か
らみた現状の地域住宅生産システムの実態を明らかにする。 
 
１-２ 加世田麓地区の概要とその歴史的風致 
（１）対象地区の概要 
近世薩摩藩の外城制度のもと明治初期には 113の麓集落(郷)が形成され注-10)、鹿児
島県下の多くの都市がこれら麓集落を起源に発展してきている。麓集落の歴史的風致
を特徴づけるのが半農半士の武家住宅群でありその生垣の景観である。麓集落の歴史
的風致が現在でも良く継承されている 3地区、知覧、出水、入来が国の重要伝統的建
造物群保存地区に選定されている。本研究の調査対象地区である加世田麓地区も近世
薩摩藩の麓集落を起源としている。 
加世田麓地区がある南さつま市は、鹿児島県の薩摩半島西岸の南西に位置する。
2005(平成 17)年、旧加世田市、川辺郡に属する旧大浦町、旧笠沙町、旧坊津町、日
置郡に属する旧金峰町が合併し、南さつま市となった。旧加世田市の人口は、1900(明
治 33)年の 14,993人から年々増加し、1955(昭和 30)年の 34,608人をピークに減少を
続け、2015(平成 27)年 9 月末では、人口 21,428 人、世帯数 10,448 世帯、一世帯当
たり人口 2.0 人/世帯である。旧加世田市は南さつま市及び旧川辺郡の知覧町、川辺
町(現南九州市)も含め、南薩地域の中核都市として栄えてきた。 
近年、加世田麓地区では武家住宅の空き家化や取り壊しが進み始め、歴史的風致の
維持に対する課題が大きくなる中、地元住民により複数の国登録有形文化財の指定が
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進められてきた。このようなまちづくりの機運の高まりを受け、南さつま市では、
2012(平成 24)年度から南さつま市加世田地区伝統的建造物群保存対策調査を実施し、
保存地区への選定に向けて取り組みを実施しており、保存地区選定と併せて、2012
年度から街なみ環境整備事業を導入している。2008(平成 20)年に景観行政団体にな
っているが、景観計画は策定されていない。 
 
（２）加世田麓地区の麓集落としての空間構成 
加世田麓地区の麓集落としての構成は、軍事的拠点の別府城を中心に、統治・行政
の中心である「麓」、麓集落の商業地である「野町」と呼ばれる藩法上公認された町
場、「菩提寺」の日新寺(竹田神社)などの麓集落特有のゾーニングで構成され、現在
でも麓集落の全体構成を捉えることができる(図 1-2)。 
 
 
 
鹿児島県南さつま市(2014)「加世田の街なみ調査報告書」より引用  
図 1-2 加世田麓地区の麓集落としての空間構成 
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加世田麓地区は複数の地区と集落で構成されている(表 1-1)。麓地区は加世田麓の
武家住宅群を構成する中心的な地区で、下鴻巣、中鴻巣、上鴻巣、犬追馬場、屋地の
集落で構成され、主な建築タイプは武家住宅である。1891(明治 24)年鹿児島まで続
く県道が開通して以降、下鴻巣付近のえびす通り沿道が発展し部分的に沿道型建物が
混在する。向江地区も麓地区同様に武家住宅群が残る地区であるが、かつての麓集落
における商業地として野町が形成され、武家住宅と沿道型建物が混在する。日新地区
は菩提寺である竹田神社（旧日新寺）がある社付、愛宕下の集落で構成され、明治維
新以降、社付付近の門前町が栄えたこともあり武家住宅と沿道型建物が混在している。
旧街道沿いに広がる白亀地区は主な建築タイプは武家住宅である。本町地区は
1914(大正 3)年の南薩鉄道開通とともに商店街が日を追って拡張し、中心市街地を形
成していった。しかし、1983(昭和 58)年南薩鉄道の廃線以降、本町商店街の賑わい
の低下が進んでいる。 
 
表 1-1 加世田麓地区を構成する地区や集落 
地区 集落 主な建築タイプ 備考 
武家型 沿道型 
麓 下鴻巣(しもぐるす) ○ ○ 武家住宅群にえびす通りが混在 
中鴻巣(なかぐるす) ○ ― 武家住宅群を形成 
上鴻巣(かみぐるす) ○ ― 武家住宅群を形成 
犬追馬場(いぬおいばば) ○ ― 武家住宅群を形成 
屋地(やち) ○ ― 武家住宅群を形成 
向江 平野馬場(ひらのばば) ○ ― 武家住宅群を形成 
町(まち) ○ ○ 藩政時代に野町を形成 
高城(たかじょう) ○ ○ 藩政時代に野町を形成 
日新 社付(しゃつき) ○ ○ 明治期に門前町を形成 
愛宕下(あたごしも) ○ ― 武家住宅群を形成 
白亀 白亀(しらかめ) ○ ― 武家住宅群を形成 
本町 本町（ほんまち） ○ ○ 明治以降水田を開発し市街化 
鹿児島県南さつま市(2014)「加世田の街なみ調査報告書」より引用  
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１-３ 伝統的家屋の残存状況と歴史的風致を踏まえた地区設定 
（１）伝統的家屋の残存状況調査及び地区設定 
伝統的建造物群保存地区保存対策調査では、藩政末期の麓地区周辺の集落を対象と
した屋敷図及び 1887(明治 20)年前後の向江地区周辺の集落を対象とした屋敷図の 2
つの屋敷図と現地での悉皆調査の比較により伝統的家屋の残存状況を調査し、伝統的
家屋の主屋として武家住宅を 47 棟、野町等を形成した沿道型建物注-11)（武家住宅を
原型とし沿道に接道して建てられた形式の建物）3棟、近代の加世田麓地区の発展の
歴史を継承してきた近代建築として洋風建築を 3 棟、全体で 53 棟の伝統的家屋主屋
の残存を確認した(表 1-2)(図 1-3)。 
また、屋敷図、集落の字界、伝統的家屋の残存数を踏まえ、加世田麓の歴史的風致
を有する圏域を保存地区と誘導地区の 2段階で設定した。伝統的家屋の残存率が高く
麓集落の中心である上鴻巣、下鴻巣、犬追馬場、中鴻巣及び、菩提寺の竹田神社があ
る社付を保存地区に設定し、残存率が低くなっている屋地、本町、向江、白亀、愛宕
下を、街なみを誘導する誘導地区注-12)として設定した(図 1-4)。 
 
表 1-2 加世田麓地区の伝統的家屋の抽出 
集落 屋敷図 武家 沿道型 洋館 残存数（残存率） 
保 
存 
地 
区 
下鴻巣 12 4 1 0 5(42%) 
40 
(40%) 
中鴻巣 17 4 0 1 5(29%) 
上鴻巣 33 15 0 2 17(52%) 
犬追馬場 25 10 0 0 10(40%) 
社付 12 3 0 0 3(25%) 
誘 
導 
地 
区 
屋地 38 5 0 0 5(13%) 
13 
(9%) 
白亀 7 0 0 0 0(0%) 
本町 10 1 0 0 1(10%) 
向江 89 5 2 0 7(8%) 
愛宕下 0 0 0 0 － 
計 243 47 3 3 53(22%) 
鹿児島県南さつま市(2014)「加世田の街なみ調査報告書」より引用  
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鹿児島県南さつま市(2014)「加世田の街なみ調査報告書」より引用  
図 1-3 伝統的家屋の位置図 
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鹿児島県南さつま市(2014)「加世田の街なみ調査報告書」より引用  
図 1-4 保存地区と誘導地区の設定  
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保存地区の伝統的家屋の残存率は平均で 40％、誘導地区の残存率は平均で 9%であ
った。調査範囲全体の残存率は 22%であった。集落毎にその残存率を比較すると、別
府城を中心に麓集落の中心を担った上鴻巣、下鴻巣、犬追馬場、中鴻巣の残存率が高
く、最も高い上鴻巣では 52%、低い中鴻巣でも 29%の残存率であった。残存率は周辺
部に行くほど低くなり、麓地区周辺の集落である社付は 25%、川を隔てた屋地は 13%、
本町は 10%(10 棟から僅か 1 棟)まで減少しており、白亀では残存率が 0%となってい
る。藩政時代加世田麓の商業の中心として野町が開かれた向江では、屋敷図では 89
棟も描かれていた伝統的家屋は 7棟まで減少し、そのうち沿道型建物の残存数は 2棟
であった。 
 
（２）歴史的変遷を踏まえたゾーニングの設定 
加世田麓地区街並み環境整備事業において策定した、加世田麓まちづくり協定では、
建物の歴史的な供給変遷を踏まえ、武家住宅群を起源とする武家型住宅を中心とした
エリア、街道沿いの住商併用住宅群を起源とする沿道型建物を中心としたエリア、国
道沿いのエリア、区画整理によって整備された中心市街地エリア、法面修景エリアの
5つのゾーニングで整理した(図 1-5)。 
本研究も保存地区と誘導地区の 2 段階の地区設定及び歴史的変遷を踏まえたゾー
ニングに準じて分析を行う。 
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南さつま市(2015)「南さつま市加世田麓地区まちづくり協定(案)」より引用 注-13) 
図 1-5 加世田麓地区の歴史的変遷を踏まえたゾーニング図 
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１-４ 歴史的風致を継承する加世田らしい建物の抽出と継承状況 
（１）加世田らしい住まいを構成する要素 
加世田麓地区の伝統的建造物群保存地区保存対策調査では、抽出した伝統的家屋を
対象に歴史的風致を継承する家屋の構成要素を分析し、武家型住宅タイプ及び沿道型
建物タイプのそれぞれの特性に準じた修理修景許可基準を取りまとめている。また、
誘導地区に関しては、加世田麓地区街並み環境整備事業により、修理修景許可基準に
準じて、具体的な写真や様々な解説を添えた「加世田麓地区まちづくり協定(案)」注
-13)を定めている。 
修理修景許可基準では、建築物、工作物、環境物件の項目に分けて基準を設けてお
り、建築物の基準では、建物位置、階数・棟高、屋根形状、屋根材料・樋、下屋・庇
等、外壁、建具、看板・配管など、原則配置や外観に関する基準となっている(表 1-3)。
また、修理修景許可基準や協定では、加世田らしい住まいとして地域住宅を新築する
際の参考になるようなモデル立面図(図 1-6)とモデル平面図(図 1-7)を提示した。本
研究では、これら基準に準じた目視調査と家屋の年代調査により歴史的風致を継承す
る家屋として、準伝統的家屋及び地域住宅を抽出し、その継承状況と供給状況を分析
する。 
 
表 1-3 修理修景許可基準における項目 
建築物 工作物 環境物件 
建築位置 階数・軒高 門・門扉 生垣・木竹の除却 
屋根形状 屋根材料・樋 石垣・擁壁 溝・石段 
下屋・庇等 外壁 塀・生垣 庭園（池・庭） 
看板・配管等  水路・水場・石橋・手摺等 土石の採取 
南さつま市(2015)「南さつま市加世田麓地区まちづくり協定(案)」より引用   
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南さつま市(2015)「南さつま市加世田麓地区まちづくり協定(案)」より引用  
図 1-6 保存計画及び協定での加世田らしい家屋の参考モデル(平面) 
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南さつま市(2015)「南さつま市加世田麓地区まちづくり協定(案)」より引用 
図 1-7 保存計画及び協定での加世田らしい家屋の参考モデル(立面)  
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（２）準伝統的家屋の抽出と継承状況の調査 
保存地区、誘導地区内において建築基準法が制定された 1950 年以前に伝統的家屋
の意匠を継承して建設された家屋を準伝統的家屋と位置付け、家屋の年代調査と現地
での目視による悉皆調査注-14)により準伝統的家屋を抽出した(表 1-4)(図 1-8)。 
抽出した準伝統的家屋については、武家型住宅タイプ、沿道型建物タイプに分類す
ると共に、屋敷図と敷地が照合するかどうかについて分析し、屋敷図との敷地が対応
する家屋を「敷地継承」、敷地は対応しないが意匠は継承している家屋を「意匠継承」
と分類し、その継承家屋数（敷地継承と意匠継承の合計）を整理した。 
 
表 1-4 加世田麓地区の準伝統的家屋の抽出（2015年調査時） 
集落 
武家 
敷地 
武家 
意匠 
沿道 
敷地 
沿道 
意匠 
敷地 
継承 
意匠 
継承 
計 合計 
保 
存 
地 
区 
下鴻巣 0 1 0 0 0 1 1 
28 
(27%) 
中鴻巣 2 1 3 2 5 3 8 
上鴻巣 0 0 0 1 0 1 1 
犬追馬場 8 1 0 0 8 1 9 
社付 0 4 0 5 0 9 9 
誘 
導 
地 
区 
屋地 5 1 0 0 5 1 6 
74 
(73%) 
白亀 2 8 0 0 2 8 10 
本町 2 8 0 20 2 28 30 
向江 14 6 2 0 16 6 22 
愛宕下 0 6 0 0 0 6 6 
計 33 36 5 28 
38 
(37%) 
64 
(63%) 
102 
 
調査の結果 102棟の準伝統的家屋を抽出した。抽出した準伝統的家屋の主屋は武家
住宅に準じたものが 69棟(68%)と多かったが、沿道型建物も 33棟(32%)と増えている。
沿道型建物は、明治維新後に自由な商売が可能となり、門前町が形成された社付、中
鴻巣のえびす通り沿い、本町に多く発生している。藩政時代に野町で建設されていた
沿道型建物と比較してより沿道に店舗を連続する形式が新たに開発され、２階建ての
建物も増えている。屋敷図の敷地とほぼ対応する場所に建設された準伝統的家屋は
38棟(37%)、屋敷図の敷地以外に建設された準伝統的家屋は 64棟(63%)であった。 
屋敷図の敷地以外の準伝統的家屋は、本町、白亀、社付、向江、愛宕下等に多く発
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生しており、南薩鉄道の駅ができた本町ではその多くは沿道型建物であった。この時
期、敷地継承と意匠継承の合計では、保存地区 28 棟(27%)、誘導地区 74棟(73%)と誘
導地区に多く加世田麓の歴史的風致を継承した家屋が増えていったことがわかる。 
 
 
 
 
 
 
図 1-8 準伝統的家屋の位置図(2015年調査時) 
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（３）地域住宅の抽出と継承状況の調査 
保存地区、誘導地区内において、建築基準法が制定された 1950 年以降に武家住宅
の伝統的家屋の意匠を継承して建設された家屋を地域住宅と位置付け、家屋の年代調
査と現地での悉皆調査により地域住宅を抽出した(表 1-5)(図 1-9)。 
抽出した地域住宅も準伝統的家屋と同様に、武家型住宅タイプ、沿道型建物タイプ
に分類すると共に、屋敷図と敷地が照合するかどうかについて分析し、屋敷図との敷
地が対応する家屋を「敷地継承」、敷地は対応しないが意匠は継承している家屋を「意
匠継承」と分類し、その継承家屋数（敷地継承と意匠継承の合計）を整理した。 
 
表 1-5 加世田麓地区の地域住宅の抽出（2015年調査時） 
集落 武家 
敷地 
武家 
意匠 
沿道 
敷地 
沿道 
意匠 
敷地 
継承 
意匠 
継承 
計 合計 
保 
存 
地 
区 
下鴻巣 2 1 0 0 2 1 3 
18 
(21%) 
中鴻巣 2 2 0 1 2 3 5 
上鴻巣 1 0 0 0 1 0 1 
犬追馬場 2 6 0 0 2 6 8 
社付 0 1 0 0 0 1 1 
誘 
導 
地 
区 
屋地 6 7 0 0 6 7 13 
66 
(79%) 
白亀 0 7 0 0 0 7 7 
本町 1 6 0 0 1 6 7 
向江 9 27 0 0 9 27 36 
愛宕下 0 3 0 0 0 3 3 
計 23 60 0 1 
23 
(27%) 
61 
(73%) 
84 
 
 
調査の結果 84 棟の地域型住宅を抽出した。抽出した地域住宅の主屋は武家住宅に
準じたものが 83棟、沿道型建物の新設は 1棟でありそれも曳家によるものであった。
1950 年以降に開発された地域住宅は武家住宅タイプのみで沿道型建物タイプは開発
されてこなかったといえる。屋敷図の敷地とほぼ対応する場所に建設された地域住宅
は 23棟(27%)、屋敷図の敷地以外に建設された地域住宅は 61棟(73%)であった。屋敷
図の敷地以外の地域住宅は、向江に多く発生しているが、加世田川の河川改修整備に
伴う宅地整備と連携して供給された住宅地に地域住宅が多く発生している。1950 年
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以降、敷地継承と意匠継承の合計では、保存地区で 18棟(21%)、誘導地区で 66 棟(79%)
と準伝統的家屋と同様、地域住宅も誘導地区に多く増えていったことがわかる。 
 
 
 
 
 
 
図 1-9 地域住宅の位置図(2015年調査時) 
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（４）歴史的風致を形成する建物の変遷 
屋敷図で描かれていた家屋数と比較し、伝統的家屋が残存する割合は、保存地区で
は 40%、誘導地区では 9%、地区全体では 22%まで減少してきた。 
一方、保存地区と誘導地区において屋敷図の敷地に伝統的家屋や準伝統的家屋、地
域住宅などの歴史的風致を形成する家屋が建てられている割合は、保存地区では 61%、
誘導地区では 38%、地区全体では 47%であった。 
さらに、保存地区と誘導地区において屋敷図の敷地以外も含めて伝統的家屋や準伝
統的家屋、地域住宅などの歴史的風致を形成する家屋が建てられている割合は、保存
地区では 87%、誘導地区では 106%、地区全体では 98%であった(表 1-6)(図 1-10)。 
 
表 1-6 伝統的家屋の残存数と準伝統的家屋や地域住宅の継承率 (2015年調査時) 
地区 屋敷図 
伝統 準伝統 地域住宅 敷地の 
継承数 
合 計 
継承数 
合 計 残存数 
敷地 
継承数 
継承 
棟数 
敷地 
継承数 
継承 
棟数 
保存地区 99 40 
(40%) 
13 
(13%) 
28 
(33%) 
7 
(7%) 
18 
(21%) 
60 
(61%) 
86 
(87%) 
誘導地区 144 13 
(9%) 
25 
(17%) 
74 
(48%) 
16 
(11%) 
66 
(43%) 
54 
(38%) 
153 
(106%) 
合計 243 53 
(22%) 
38 
(16%) 
102 
(43%) 
23 
(9%) 
84 
(35%) 
114 
(47%) 
239 
(98%) 
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図 1-10 歴史的風致を形成する建物の変化(2015年調査時) 
 
（５）小結 
地区全体で 22%まで減少してきた伝統的家屋に対して、準伝統的家屋や地域住宅な
どの様々な時代の歴史的風致の維持向上に資する家屋が現在の加世田麓地区の歴史
的風致を補完的に形成してきており、敷地に対する継承率では約 50%、合計棟数での
継承率では約 100%に近い割合で歴史的風致を継承してきている。 
その際、準伝統的家屋は約 63%、地域住宅は約 73%が屋敷図の敷地以外に発生して
おり、地区全体では歴史的風致の密度が疎になってきたが、伝統的家屋の所有者以外
にも歴史的風致を形成することに対する影響が及んできた。 
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１-５ 住宅供給の変遷と歴史的風致の関係性の分析 
（１）新築住宅の供給量 
家屋の年代調査と現地での悉皆調査により、1950(昭和 25)年から 2011(平成 23)年
までの 61年間分の加世田麓地区の住宅供給の変遷を調査した(表 1-7) (図 1-11)。な
お、誘導地区の一部にあたる本町の中心市街地エリアは、区画整理によって新たな市
街地として開発され、商業地区であり大規模な施設等も多く開発パターンが異なるた
め、新築需要調査では除外した。 
1950年から 2011年までに加世田麓地区では 653棟の新築工事が発生しており、そ
の内 28％が保存地区、72％が誘導地区であった。 
 
表 1-7 加世田麓地区における新築需要の集落毎の累計(1950年～2011年) 
地区 保存地区 誘導地区 
合計 
集落 
下 
鴻巣 
中 
鴻巣 
上 
鴻巣 
犬追 
馬場 
社付 屋地 白亀 本町 向江 
愛宕 
下 
新築数 
31 23 42 48 40 76 62 124 169 38 
653 
184(28%) 469(72%) 
 
 
 
 
 
図 1-11 加世田麓地区における新築需要の集落毎の割合(1950年～2011年) 
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（２）新築住宅の供給変遷と地域住宅の割合 
次に、新築工事の変遷と 1950 年以降に建設された地域住宅で建設年が特定できた
家屋を整理した (図 1-12) (表 1-8)。 
新築工事の年間平均新築数の 61 年間の平均は 10.7 棟/年であり、1950 年代の 4.7
棟/年から増加し、1980 年代の 17.2 棟/年をピークに減少し、2000 年代は 1960 年代
と同等の 7.4棟/年程度となっている。61年間で 653棟の新築需要の中 76棟(年代が
特定できない住宅 8棟)が地域住宅であった。61年間の地域住宅の供給割合の平均は、
年代が特定できたもので 12%、年代が特定できなかったものも含めてもわずか 13%程
度であった。年代ごとでは最も多く地域住宅が供給された時期は 1980 年代で 23%で
あった。一方 2000(平成 12)年以降は地域住宅の供給が 0%となっている。 
 
表 1-8 加世田麓地区の新築住宅と地域住宅の建設年代(1950年～2011年) 
年代 1950 1960 1970 1980 1990 2000 合計・平均 
保存地区新築数 13 18 38 56 41 18 184 
誘導地区新築数 34 55 101 116 107 56 469 
保存・誘導地区合計新築数 47 73 139 172 148 74 653 
年間平均新築数 4.7 7.3 13.9 17.2 14.8 7.4 10.7 
地域住宅による新築 2 7 12 39 16 0 76 
地域住宅の新築数 4% 10% 9% 23% 11% 0% 12% 
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図 1-12 加世田麓地区の新築住宅と地域住宅の建設年代(1950年～2011年) 
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新築住宅の供給変遷では、加世田麓地区の新築工事は 1990 年代には 14.8 棟/年で
あったが、2000 年代には 7.4 棟/年で棟数ベースではあるが約 50%程度まで減少して
いる。ただし、全国的な動向と比較すると、建設工事施工統計では、全国の新築工事
は工事額ベースで 1996(平成 8)年の 70.3兆円以降減少し、2013(平成 25)年では約 53%
の 37.4 兆円まで減少しており、加世田麓地区も全国とほぼ同様の動向にあるといえ
る。 
歴史的風致と住宅供給の関係では、歴史的風致を形成する家屋（伝統的家屋、準伝
統的家屋、地域住宅の合計）の住宅棟数に対する割合は、保存地区では約 34%、誘導
地区では約 28%、全体では約 30%であった(表 1-9)。 
 
表 1-9加世田麓地区の歴史的風致を形成する家屋の住宅棟数に対する割合 
地区 
歴史的風致を形成する家屋 
歴史的風致を形成しない家屋 合 計 
伝統 準伝統 地域住宅 
保存地区 
40(16%) 28(11%) 18(7%) 
166(66%) 252 
86(34%) 
誘導地区 
13(2%) 74(13%) 66(12%) 
403(72%) 556 
153(28%) 
合計 
53(7%) 102(13%) 84(10%) 
569(70%) 808 
239(30%) 
※1950 年以前に建てられた伝統的家屋に分類されない家屋のほとんどを準伝統的家屋として
位置付けており、準伝統的家屋に分類されない家屋は若干存在するが、住宅棟数の母数からは
割愛している。 
※歴史的風致を形成する家屋は 2015 年に調査した数値、歴史的風致を形成しない家屋は 2011
年までに調査した数値である。 
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（３）小結 
歴史的風致を形成する家屋全体の棟数の継承率は、地区全体で 98%と屋敷図の頃と
ほぼ同数近くであるが、歴史的風致を形成しないその他の 70%近くの家屋（アパート
型式の住宅、在来木造軸組工法ではない住宅、在来木造軸組構法の建物であっても配
置や外観に関する基準に適合しない住宅等）が混在した状態にあるといえる(図 1-13)。 
また、地域住宅の供給における課題は、新築の中で地域住宅の供給割合が 12～13％
と低く、地域住宅（HOPE）計画などが盛んに行われた 1980 年代に供給割合が増えた
が、その後再度減少し、建築基準法改正に伴う性能規定化が行われた 2000(平成 12)
年以降、供給が全くなくなっていることである。 
 
 
 
※歴史的風致を形成する家屋は 2015 年に調査した数値、歴史的風致を形成しない家屋は 2011
年までに調査した数値である。 
図 1-13加世田麓地区の歴史的風致を形成する建物の変化 
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１-６ 歴史的風致を有する建物の維持管理実態とその体制 
（１）伝統的家屋の維持管理状況とその体制の調査 
伝統的家屋の維持管理状況を調査するため、抽出した伝統的家屋のうち 18 棟の所
有者へヒアリング調査を実施した。 
伝統的家屋の維持管理状況は、①左官や木工等の職人に応急修理のみ依頼、②既存
部分は維持管理せず増築部分は工務店に依頼、③自己で応急修理、④維持管理できて
いない、⑤地元設計者に相談、⑥地元工務店に相談に分かれた。現在も出入りの大工
がいると答えた所有者は居なかった(表 1-10)。伝統的家屋については①②③④の維
持管理工事の特定の相談相手がいないが 18 名中 14 名(76%)と非常に高く、居住者と
維持管理体制との特定関係が薄れている。(図 1-14)(図 1-15)。 
 
表 1-10加世田麓地区の伝統的家屋の維持管理状況（2015年調査時） 
特定関係 
がない 
①左官や木工の職人に応急修理のみ依頼 4 (23%) 
14 
(76%) 
②既存部は維持管理せず増築部分は工務店に依頼 2 (12%) 
③自己で応急修理 1 (6%) 
④維持管理できていない 6 (35%) 
特定関係 
がある 
⑤地元設計者に相談 3 (18%) 4 
(24%) ⑥地元工務店に相談 1 (6%) 
 
 
 
 
図 1-14加世田麓地区の 
伝統的家屋の維持管理状況 
 
 
 
図 1-15加世田麓地区の 
伝統的家屋の維持管理体制 
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（２）地域住宅の建設主体と維持管理状況の調査 
地域住宅の建設主体と維持管理状況を調査するため、抽出した地域住宅のうち 11
棟の所有者へヒアリング調査を実施した。 
地域住宅の建設依頼は加世田地域の工務店に依頼が 7(64%)、南さつま市内の工務
店に依頼が 3(27%）、鹿児島県内の工務店に依頼が 1(9%)であった(表 1-11)。南さつ
ま市内の工務店への依頼は加世田地域に隣接する金峰地域の工務店であり、地域住宅
の建設依頼は 11 名中 10 名(91%)がほぼ加世田地域近隣の工務店への依頼であった。
また、維持管理相談も基本的に同じ工務店が対応しており、居住者と維持管理体制と
の特定関係がほぼ継続されている(図 1-16)(図 1-17)。 
 
表 1-11加世田麓地区の地域住宅の建設主体（2015年調査時） 
加世田地域の工務店に依頼 7 (64%) 
南さつま市内の工務店に依頼 3 (27%) 
鹿児島県内の工務店に依頼 1 ( 9%) 
合計 11 
 
 
 
図 1-16加世田麓地区の 
地域住宅の建設主体 
 
 
 
図 1-17加世田麓地区の 
地域住宅の供給体制 
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（３）歴史的風致を有する家屋の利活用状況の調査 
加世田麓地区の歴史的風致を有する家屋の中で空き家状態を経て別用途に利活用
されている建物を調査した(表 1-12)(図 1-18、1-19)。 
別用途に利活用されている建物は、現在 5棟発生している。5棟は全て伝統的家屋
の主屋及びその付属屋であり、武家住宅が 1棟、洋風建物が 2棟、石蔵が 2 棟であっ
た。1994(平成 6)年に民間企業の独自活用タイプが１棟発生し、その後は、2009(平
成 21)年以降 4棟発生している。2009年以降現在までの発生頻度は 2年に 1 棟程度で
ある。2009 年以降の 4 棟は中間支援者が空き家状態の家屋に対して、居住者の移行
に伴う調整を行うマッチングタイプであり、うまく利活用主体が繋がらない期間は、
中間支援者が暫定利用を行いながら、時間的なミスマッチを埋めて実現している。中
間支援者は、特定の NPO(建築士を含む地元住民により構成)がすべてに関わっている。 
 
表 1-12加世田麓地区の歴史的風致を有する家屋の利活用物件(2015年調査時) 
 物件  Ⅰ  Ⅱ  Ⅲ  Ⅳ  Ⅴ 
 年  2012  2009  2009   2011  1994 
 建築タイプ  伝統・武家  伝統・洋館  伝統・洋館  伝統・石蔵  伝統・石蔵 
 中間支援  NPO・市  NPO  NPO  NPO  なし 
 活用用途  公共施設  飲食  小売  飲食  民間施設・記念館 
 活用主体 市役所 個人  個人 福祉団体 民間企業 
 活用タイプ マッチング マッチング マッチング マッチング  独自活用 
 
   
 
図 1-18加世田麓地区の伝統的物件の利活
用タイプ(独自活用型) 
図 1-19 加世田麓地区の伝統的物件の利活
用タイプ(マッチング・暫定利用型) 
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（４）小結 
伝統的家屋の維持管理状況は、維持管理工事の特定の相談相手がいない場合が 18
名中 14名(76%)と高く、維持管理体制の継承が地域で弱体化しており、相談体制、維
持管理工事体制の構築が課題となっている。 
地域住宅の建設依頼は 11 名中 10 名(91%)が加世田地域近隣の工務店へ依頼してお
り、維持管理もほぼ同じ工務店に依頼されている。 
歴史的風致を有する家屋の利活用については、伝統的家屋を対象に 5件あり、近年
では 2年に 1棟程度の発生頻度である。 
活用タイプはマッチング・暫定利用型と独自活用型に分かれるが、所有権の移転が
伴うマッチング・暫定利用型では中間支援組織が全て関わっており、所有権の移転に
伴う繋がりを生み出す上で重要であるといえる。 
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１-７歴史的風致の維持向上のための地域住宅生産システムの検討 
（１）歴史的風致の維持向上の観点からの家屋の特定と制度の組み立て 
加世田麓地区を構成する歴史的風致を継承する家屋を特定し、様々な制度や助成を活
用し複合的に対応を考えていく必要がある(表 1-13)。 
 
表 1-13歴史的風致の維持向上の観点からの家屋の特定と制度的支援 
 
家屋の類型 既存不適格 
文化財 
保護法 
景観法 
空き家対策 
特別阻止法 
修理・修景事業 
Ａ 
保存地区の 
伝統的家屋 
準伝統的家屋 
法 3条 1項 3号 
（適応除外） 
伝統的建造
物の特定 
景観重要 
建造物 
利活用促進 修理事業による支援 
Ｂ 
誘導地区の 
伝統的家屋 
準伝統的家屋 
法 3条 1項 3号 
（適応除外） 
登録文化財 
景観重要 
建造物 
利活用促進 
修景助成を核に地域
の歴史的風致を継承
し構法的にも配慮さ
れた修景事業を地域
毎に組み立てる必要
がある。 
Ｃ 地域住宅   
景観重要 
建造物 
利活用促進 
Ｄ その他    
利活用促進 
特定空き家除却 
Ｅ 新築需要    利活用促進 地域型住宅の普及促進 
 
伝統的家屋や準伝統的家屋の建築基準法の既存不適格の課題に対して、建築基準法
3条 1項 3号の適用（適応除外）注-15)を推進することが必要であろう。 
文化財保護法では、保存地区内の伝統的家屋や準伝統的家屋で同意の得られる建物
について特定物件への特定を推進し、誘導地区内の伝統的家屋、準伝統的家屋は、登録
文化財に登録することが保全方策として有効である。 
現存する地域住宅は、単独で景観法の景観重要建造物に位置づけることも考えられる。
景観法の景観の創造の観点では、現在全国一律で様々なインセンティブとなる住宅助成制
度が推進されているが、実際には歴史的風致を維持向上する上では有効ではない助成制
度も多い。修景助成制度を核にしながら、地域の歴史的風致を継承し、構法的にも配慮さ
 
伝 統 準伝統 地 域 その他 新築需要 
保存地区 
40棟 28棟 
17棟 
Ｃ 580棟 Ｄ 
年間 
5棟 
Ｅ 
Ａ 
誘導地区 
13棟 74棟 
67棟 
Ｂ 
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れた防火や耐震、省エネなどの助成制度を地域ごとに組み立てていく必要がある注-16) 。 
また、新築需要に対しても修景助成等を活用し、従来は自然な形で存在していた住宅生
産の地域性を、現代の社会的・技術的条件のもとで自覚的に捉え直した「地域型住宅」を開
発し、普及促進することが考えられる。このような地域型住宅の普及促進の取り組みは震災
復興における自立再建支援においても取り組まれており、歴史市街地においても効果が期
待される。 
本研究では地区レベルで調査できていないが、鹿児島県では再建築率が 3.9%注-17)であ
り、新築する際ほとんどが新規宅地に除却せずに新築している。さらに、南さつま市の空き
家率 25.83%注-18)は全国的に見て高く、歴史的風致を継承しない建物の空き家の除却も推
進していくことが重要である。 
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（２）地域住宅生産システムの再編成による歴史的風致を形成する建物の変化 
図 1-20 は、歴史的風致の維持向上のための地域住宅生産システムを構築すること
による、20年後の歴史的風致を形成する建物の変化イメージである。約 20 年程度で
大きく地区における歴史的風致の状態が異なることが分かる。 
今後、加世田麓地区では、新築工事が地域住宅で供給できる仕組みに再編成するこ
と、伝統的家屋や準伝統的家屋の維持管理や利活用ができる仕組みに再編成すること
が必要である。これらを実現するためには、修景支援による地域型住宅の推進、修理
支援による維持管理体制の再構築など、歴史まちづくり計画や伝統的建造物群保存地
区の制度の運用を図ることが重要である。 
 
 
 
図 1-20 加世田麓地区における地域住宅生産システムの再編成による 
約 20年後の歴史的風致を形成する建物の変化イメージ(2011年調査時) 
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１-８ まとめ 
本章の分析では、新築需要はあるが徐々に歴史的風致が失われてきた鹿児島県南さ
つま市加世田麓地区を対象に、歴史的風致を形成する家屋の残存状況と、新築の住宅
供給に着目し、歴史的風致の維持向上と地域住宅生産システムとが乖離する原因を解
明し、その結果から、歴史的風致の維持向上のための地域住宅生産システムの再編成
のあり方について検討した。 
まず、対象地区において伝統的家屋の残存率は 22％まで減少したが、歴史的風致
の維持向上に寄与する様々な時代の地域住宅等の家屋が歴史的風致を補完している
実態を明らかにした。 
つぎに、歴史的風致の維持向上と地域住宅生産システムが乖離する要因として、1)
歴史的風致の維持向上に寄与する地域住宅の供給割合は 13%程度と低く、2000 年以降
は全く供給されておらず、新築需要が歴史的風致の維持向上に寄与しない状況にある
こと、2)伝統的家屋及び準伝統的家屋の維持管理体制が弱体化し、7割以上が放置さ
れており、利活用の取り組みは伝統的家屋を中心に近年増加傾向にあるが年間 0.5棟
程度と少ないこと、を明らかにした。 
これらの結果から、新築需要がある中で歴史的風致の維持向上を推進している地域
のあり方として、1)地域型住宅による新築の促進、2)伝統的家屋等の維持管理及び利
活用、の両面から地域住宅生産システムを再編成することが重要であり、それらを実
現する地域住宅生産システムの体制として、設計及び施工体制のグループ化、相談体
制の構築、修理修景許可基準や協定等の締結、歴史的風致を継承する家屋の特定と制
度的支援の重要性を指摘した。 
 
補 注 
注-1)鹿児島県南さつま市： 加世田のまちなみ調査報告書, 南さつま市, 2014.3 
注-2)屋敷図の敷地に照合し、目視調査及びヒアリング調査により抽出した家屋を伝統的家屋と定義してお
り、これらの伝統的家屋の中で保存地区内に存在し、同意の取れた物件を特定物件としている。 
注-3)修理修景許可基準やまちづくり協定に準じる建物で、建築基準法が制定された 1950 年以前に建設さ
れている建物を準伝統的家屋と定義している。 
注-4)修理修景許可基準やまちづくり協定に準じる建物で、建築基準法が制定された 1950 年以降に建設さ
れた建物を地域住宅と定義している。 
注-5)加世田市史編さん委員会： 加世田市史上巻, 加世田市, p. 218, 1986.12 
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注-6)加世田市史編さん委員会： 加世田市史上巻, 加世田市, p. 220, 1986.12 
注-7)伝統的建造物群保存地区の修理修景許可の基準、特定物件や環境物件などの助成基準でもある。 
注-8)保存地区の修理修景許可基準に準じて策定している協定、街なみ環境整備事業による修景助成の基準
でもある。 
注-9)家屋の年代調査は、伝統的建造物群保存地区保存対策調査の一環として家屋課税台帳の建築年代部の
閲覧により実施。 
注-10)土田充義,小山田善次郎,揚村固： 街道からみた薩摩藩麓の屋敷構えと武家住宅に関する研究, 鹿児
島大学工学部研究報告, 第 33号, pp. 189～207, 1991.5 
注-11)麓集落は城下町都市等と異なり町家型の建築タイプは無く、野町を構成した武家住宅に準ずる住商
併用住宅を沿道型建物と定義する。 
注-12)加世田麓地区では、伝統的建造物群保存地区とその周辺の歴史的風致を有する範囲（屋敷図に基づ
く麓集落を形成する範囲）を誘導地区として定義している。保存地区、誘導地区併せて街なみ環境整
備事業の事業区域に設定している。 
注-13)南さつま市(2015)「南さつま市加世田麓地区まちづくり協定(案)」,南さつま市 
注-14)目視による調査では、石場建て基礎を準伝統的家屋、布基礎を地域住宅と分類したが、昭和 25年以
降に建てられた石場建ての地域住宅も準伝統的家屋側でカウントしている可能性がある。 
注-15)適応除外建築基準法３条１項３号に定められた「その他条例」を地方公共団体が定めた場合、現状
変更の既成及び保存のための措置、並びに、建築審査会の同意を得て特定行政庁が指定した建築物に
ついて、建築基準法の適用を除外することができる。 
注-16)後藤治： 伝統構法木造からみた建築関連法規の課題, 日本建築学会大会（関東）総合研究協議会, 市
民と専門家が協働する成熟社会に相応しい建築関連法制度を目指して,  pp. 65～66, 2011.8 
注-17)2013年総務省土地統計調査「着工新設住宅都道府県別・利用関係別再建築率表」において、鹿児島
県の新設住宅着工戸数 11281 戸に対しては再建築戸数 441 であり、再建築率は 3.9%である。住宅の
再建築率とは、既存の住宅の全部又は一部を除却し、引き続き当該敷地内において住宅を着工するこ
とである。 
注-18)2013年総務省土地統計調査において、南さつま市の空き家率は 25.83%であった。鹿児島県の空き家
率は 17.03%であり全国平均の 13.5%よりも高く、その中でも南さつま市の空き家率は非常に高い。 
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歴史的風致維持向上の観点から見た地域住宅生産システムの 
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第２章 歴史的風致維持向上の観点から見た地域住宅生産システムの域内産業
循環の実態に関する研究 ～福島県南会津町舘岩地域前沢集落を対象として～ 
 
２-１ 研究の目的・方法 
（１）研究の背景 
我が国では、人口減少社会に転じ、空き家や空き地の増加が社会問題化してきてい
る。しかし、過疎地域などでは既に人口減少が進み、限界集落など、集落等の維持そ
のものが課題となってきている。このような地域では新築需要はほとんど無く、人口
減少に伴い、歴史的建造物も含め多くの家屋が空き家化を経て滅失している。 
このように、地域住宅産業が弱体化し、歴史的風致が日々失われている地域は全国
の農村や漁村において数多くみられる。 
同様の課題を抱える、福島県南会津町舘岩地区前沢集落は、2011(平成 23)年に重
要伝統的建造物群保存地区に選定された茅葺の景観が特徴的な集落である。そこでは、
伝統的家屋の維持管理における地域住宅生産体制の生業保全や伝統的な地場産業で
ある茅葺工事の定着を計画し、条例において伝統技術の保持や地場産業の振興を位置
付け、地域の歴史的風致の維持向上を目指している。 
地域住宅産業が弱体化した地域においては、無秩序に地域の歴史的風致が失われて
おり、人口減少の中においても、歴史的風致維持し向上できる地域住宅生産システム
の再構築が求められている。 
 
（２）既往研究 
伝統的な地場産業である茅葺工事の定着に関する研究では、前田直之ら(2001)によ
る、交流観光により茅葺民家保全の展望を示したもの注-1)、前田直之ら(2003)による、
労力支出から見る茅葺屋根の継続的な修復モデルを構築したもの注-2)、和田尚子ら
(2007)による茅葺屋根の維持の側面から見た茅葺集落全体の保全の問題点を明らか
にした研究注-3)がある。 
このように、既往研究では、地域住宅産業が弱体化した地域において、特定の集落
等を対象とした、伝統的な地場産業である茅葺工事の定着に関する研究はなされてい
るが、伝統的な地場産業や維持管理産業、新築産業など、地域全体の地域住宅生産シ
ステムの実態を明らかにした研究や、歴史的風致の維持と向上に寄与する地域住宅生
産システムの再編成の在り方についての研究はない。 
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（３）研究の目的 
本章では、地域住宅産業の弱体化により徐々に歴史的風致が失われてきた地域を対
象に、伝統的家屋の残存状況と、新築の住宅供給の動向、歴史的風致に関わる住宅産
業の循環状況やその規模に着目して、歴史的風致の維持向上のための地域住宅生産シ
ステムの持続を困難にさせている原因を解明し、その結果から、歴史的風致の維持向
上のための地域住宅生産システムの再編成のあり方について明らかにすることを目
的とする。 
対象地域は、福島県南会津町の重要伝統的建造物群保存地区の前沢集落及びその周
辺地域とする。なお、筆者は、福島県南会津町(2010)「前沢曲家集落保存対策調査報
告書」注-4)。及び保存計画の主要箇所の執筆を担った。 
 
（４）研究の方法 
図 2-1に、研究の方法を示す。 
研究の方法として、まず始めに、対象地域である舘岩地域と前沢集落の歴史的風致
の特徴を整理し、歴史的風致を継承する伝統的家屋の抽出を行う。そして、同様の歴
史的風致を有する圏域を分析するため、福島県、新潟県の旧街道筋の悉皆調査を行い、
伝統的家屋の文化圏を調査する。また、地域の住宅産業の基礎的動向を分析するため、
地域の伝統的家屋の減少動向及び新築住宅の需要を調査する。次に、伝統的家屋の維
持管理の実態を把握するため、長年、環境美化条例に基づく補助や伝統的建造物群保
存地区制度での補助などを活用し、適切な維持管理がなされ、その維持管理費用が記
録されている前沢集落を対象に、各種工事の修繕頻度や依頼状況、修繕の費用等を調
査する。合わせて、伝統的な地場産業である茅葺工事の実態把握と域内産業循環状況
を明らかにするため、材料費及び資材循環状況を調査する。歴史的風致の維持向上を
展開することによる産業効果を検討するため、前沢集落と同様の歴史的風致を有する
周辺集落の抽出を行い、それら周辺集落との連携による伝統的家屋の保全がもたらす
域内での産業規模を分析する。まとめとして、歴史的風致の維持向上に資する地域住
宅生産システムの再編成に向けた検討として、地域の住宅産業の動向からみた今後の
地域住宅産業の在り方、歴史的風致の維持向上に資する地域の住宅産業の規模と再編
成の検討、そして、それを支える体制を検討する。 
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図 2-1 第 2章研究のフロー 
 
 
歴史的風致の特徴分析 
歴史的風致を継承する伝統的家屋とその圏域の調査 
・保存地区内の伝統的家屋の抽出と整理 ・伝統的家屋が継承する歴史的風致の圏域 
目的：地域の歴史的風致を継承する伝統的家屋を整理し、周辺の共通する歴史的風致
を有する圏域を明らかにする。 
 
地域住宅産業の基礎的動向分析 
伝統的家屋の残存状況と新築需要調査 
・伝統的家屋の減少動向調査     ・新築住宅の需要調査 
目的：伝統的家屋の残存状況と新築需要調査から地域住宅産業の実態を明らかにする。 
 
前沢集落における伝統的家屋の維持管理実態の分析 
伝統的家屋の維持管理の実態調査 
・伝統的家屋の維持管理に関する費用、 
頻度、体制の調査 
目的：費用、頻度、体制から伝統的家屋
の維持管理の実態を明らかにする。 
 
伝統的地場産業(茅葺)の実態調査 
・茅葺工事の材料使用量と材料費の調査 
・茅葺工事の材料供給の域内循環調査 
目的：伝統的地場産業である茅葺工事の
域内循環状況を明らかにする。 
周辺地域も含めた伝統的家屋の維持管理に関する産業規模の分析 
歴史的風致を有する周辺集落との連携による伝統的家屋の維持管理に関する 
産業規模の検討 
・歴史的風致を有する集落の抽出 ・周辺集落との連携による茅葺工事の産業規模 
・周辺集落との連携による伝統的家屋の維持管理工事の産業規模 
目的：伝統的家屋の維持管理に関する産業がどの程度域内に存在するかを明らかに
し、産業としての伸びしろを把握する。 
 
歴史的風致の維持向上に寄与する地域住宅生産システムの再編成の分析 
歴史的風致の維持向上に寄与する地域住宅生産システムの再編成の検討 
・新築工事と維持管理工事の需要からみた再編成の検討 
・伝統的家屋の維持管理に関する産業の規模と再編成の検討 
・歴史的風致の維持向上に寄与する地域住宅生産体制の検討 
目的：歴史的風致の維持向上に寄与する地域住宅生産システムの再編成のあり方を明
らかにする。 
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２-２ 対象地域及び対象地区の概要 
（１）福島県南会津町舘岩地域の概要 
南会津町は、福島県の南西部を占める南会津郡に属し、その最南端に位置する（図
2-2）。2006(平成 18)年に、田島町、舘岩村、伊南村、南郷村の 4 町村が合併してで
きた町である。2011(平成 23)年に重要伝統的建造物群保存地区に選定された前沢集
落は、旧舘岩村、現在の舘岩地域に属する。 
舘岩地域は、大部分が山地地形である。地域境界の大部分を分水嶺とし、地域内の
山々に源を持つ幾つもの支流が舘岩川にまとめられ、地域から流れだし、阿賀野川と
なって越後平野を流れ日本海に注ぐ。この舘岩川とその支流に沿って形成された狭小
な平地や段丘面に 29 の集落が点在している（図 2-3）。日本海側の気候区に属し、標
高の高い舘岩地域は、ほぼ全域が豪雪地域である。 
舘岩地域の人口は 1955(昭和 30)年の 4085人をピークに減少を続け、2010(平成 22)
年保存対策調査時には 2109人であった。世帯数は時代に伴う変化は少なく 1955 年は
715世帯であったが 2010年では微増の 784世帯であった。1世帯当たりの人口は 1955
年の 5.7人/世帯以降減少を続け 2010年には 2.7 人/世帯であった（図 2-4）。 
 
 
 
福島県県南会津町(2010)「前沢曲家集落保存対策調査報告書」より引用 
図 2-2 舘岩地域及び前沢集落の位置図 
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福島県県南会津町(2010)「前沢曲家集落保存対策調査報告書」より引用 
図 2-3 舘岩地域における前沢集落の位置図 
 
 
 
福島県県南会津町(2010)「前沢曲家集落保存対策調査報告書」より引用 
図 2-4 舘岩地域の人口推移（人口・世帯数・世帯構成人数）（1940年～2009年） 
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（２）前沢集落の概要 
2007(平成 20)年の保存対策調査時の前沢集落の人口は 56 名であり、男性 26 名、
女性 30 名である。平均年齢は 54.5 歳であり、60 歳以上の人口割合は 52％である。
世帯数は 19世帯であり、65歳以上の高齢者のみの世帯は 64％である。高齢化が際立
っている集落である（表 2-1）（表 2-2）。 
 
表 2-1 前沢集落の人口構成（2007年調査時） 
0～9 10 代 20 代 30 代 40 代 50 代 60 代 70 代 80 代 計 
4 6 0 4 3 10 9 14 6 56 
7％ 11％ 0％ 7％ 5％ 18％ 16％ 25% 11％ 100％ 
福島県県南会津町(2010)「前沢曲家集落保存対策調査報告書」より引用  
 
表 2-2 前沢集落の世帯構成（2007年調査時） 
高齢単身 高齢夫婦 高齢親子 夫婦 単身 ３世代以上 計 
2 11％ 3 16％ 7 37％ 1 5％ 1 5％ 5 26％ 19 
福島県県南会津町(2010)「前沢曲家集落保存対策調査報告書」より引用  
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２-３ 歴史的風致を継承する伝統的家屋の抽出とその圏域 
（１）前沢集落内の歴史的風致を継承する伝統的家屋 
図 2-5は前沢集落の配置図である。 
前沢集落内には、伝統的建造物に特定された民家主屋が 20棟（中門造り 14棟、直
屋 6棟）あり、そのうち 14棟が茅葺屋根である。 
これら 20棟の民家主屋のうち 15棟（中門造り 11棟、直屋 4棟）は 1907(明治 40)
年の大火後、新潟や近隣の伊南村の大工が再建に関わり、概ね 3年以内に再建された
ものである。その後、1933(昭和 8)年、1938(昭和 13)年、1951(昭和 26)年に 3棟（中
門造り 2 棟、直屋 1 棟）が茅葺で建てられた。また、1988(昭和 63)年の環境美化条
例の制定以降、2棟の中門造りが移築再生されている。 
 
 
 
 
福島県県南会津町(2010)「前沢曲家集落保存対策調査報告書」より引用 
図 2-5 前沢集落配置図  
 
- 88 -  
 
これらの伝統的家屋に特定された物件の中には、茅葺に鉄板を被せたもの、小屋組
みを改造したもの、中門を改造したものなども見られるが、いずれも間取りや構造な
どは伝統的な形式を留めている。 
集落内には、これらの伝統的家屋以外の形式の現代的建物主屋が 3 世帯 3 棟あり、
前沢集落における伝統的家屋主屋棟数は中門造りが 15 棟、直屋が 5 棟、現代的住宅
が 3棟、計 23棟である。 
前沢集落の歴史的風致を特徴づける住宅形式は中門造り民家及び直屋民家であり、
これら民家によって集落全体の歴史的風致は概ね継承されてきた。また、明治 40 年
の大火後に再建された前沢集落の伝統的家屋は、周辺地域の伝統的家屋と比べ棟高が
高く、妻面には、明り取り窓、梁と貫の木組み、前包の彫刻、狐格子等、意匠性の高
い造りとなっていることが特徴である（図 2-6）（図 2-7）（図 2-8）。 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
図 2-6 前沢集落の中門造り民家 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-7 冬期の前沢集落          図 2-8 中門造り民家の伝統的間取り 
  
中門造りの間取り：冬期の入口を確保するためＬ型の平
面形状を持ち、突出した中門部分には厩を併設している。
（出典：会津舘岩村の民家/藤木忠善）注-5)。 
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（２）伝統的家屋が継承する歴史的風致の圏域 
前沢集落の歴史的風致を継承する伝統的家屋の形式である中門造り民家及び直屋
民家について、福島県から新潟県に至る旧街道（沼田街道、銀山街道、越後街道、下
野街道）沿いの集落を目視により調査し、分布調査を行った。その結果以下のことが
分かった。 
中門造り民家は、新潟県から広まり会津山間部に多く分布しているが、前沢集落よ
り東側は、会津若松からの直屋の民家の影響が強く、南側は山岳地帯であり、中門造
りの民家はほとんど分布していない。そのため、中門造りの民家が多く現存している
前沢集落を含む舘岩地域は、新潟県から中門造りが広まった最東南端に位置する地域
であり、また、会津若松から広まってきた直屋の民家も混在し、中門造りの民家と直
屋の民家が混在している地域である（図 2-9）。 
 
 
 
福島県県南会津町(2010)「前沢曲家集落保存対策調査報告書」より引用  
図 2-9 中門造りの分布と前沢集落 
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２-４ 舘岩地域における伝統的家屋の残存状況と新築需要調査 
（１）舘岩地域における伝統的家屋の残存状況調査 
伝統的家屋の減少動向を把握するため、1984(昭和 59)年に実施された東京芸術大
学藤木研究室の悉皆調査と 23年後の 2007(平成 19)年の悉皆調査による南会津町舘岩
地域における中門造り民家の残存状況を調査した。 
1984 年時には、舘岩地域で計 72 棟の中門造り民家が残存していたが、23 年後の
2007年の調査時には、33棟まで減少していた。1984 年時と比較して 46％まで減少し
ていることが分かった。集落ごとに比較すると 1988(昭和 63)年以降、環境美化運動
を推進してきた前沢集落では全棟が保全されているだけでなく 2 棟の中門造り民家
の移築があり 118％となっている。2007年時点で 5棟以上のまとまった中門造り民家
が残る集落は、前沢、湯ノ花、水引の 3集落のみとなっている。前沢を除く集落では
23 年前と比較して 61 棟から 20 棟へと 67％も減少している。茅葺屋根の中門造り民
家の棟数を調査すると 1984年時には 64棟であったが、2007年時には 22棟まで減少
している。その内前沢集落以外では中門造りの茅葺屋根は 12棟である。このように、
舘岩地域の歴史的風致を継承する上で重要な中門造り民家は、前沢集落以外では 23
年の歳月で 3割程度となるほど減少率（年間約 1.8 棟ペース）が高いことが分かった
（表 2-3）。 
 
表 2-3 舘岩地域における中門造り民家の残存状況（2007年調査時） 
集落名 前沢 湯ノ花 水引 貝原 小高林 戸中 その他 合計 
1984年 11(9) 11(8) 11(10) 7(7) 5(5) 5(5) 22(20) 72(64) 
2007年 13(10) 7(1) 6(6) 1(1) 2(2) 0(0) 4(2) 33(22) 
残存比 118%(111%) 64%(13%) 55%(60%) 14%(14%) 40%(40%) 0%(0%) 18%(5%) 46%(34%) 
（ )内の数字は茅葺屋根の建物 
福島県県南会津町(2010)「前沢曲家集落保存対策調査報告書」より引用  
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（２）舘岩地域における新築需要調査 
舘岩地域における新築住宅の着工件数を税務台帳及び工事届をもとに調査した。 
過去 24年の舘岩地域の新築住宅の着工件数は、平均 8.6棟／年であった。1993(平
成 5)年から数年間は年間 21 棟の需要があったが、1997(平成 9)年以降年々と減少し
ている。 
比較的新築需要が多かった 1991(平成 3)年から 2004(平成 16)年の 14年間の平均は
13.6棟/年で累計は 200戸近くに及びこの地域の世帯数約 800世帯から比較すると非
常に多くの住宅が建て替わったことがわかる。しかし、2005(平成 17)年以降の 10年
間は平均1.5棟/年となっている。新築需要は限りなく0に近く激減している（図2-10）。 
 
 
 
舘岩地域の税務台帳及び工事届をもとに調査 
図 2-10 舘岩地域の新築需要（1991年～2014年） 
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2010(平成22)年から2014(平成26)年の5年間の舘岩地域における住宅建設資金は、
平均 2630万円であった。2014（平成 26)年の住宅市場動向調査における、注文住宅建設
資金は全国平均で 3007万円であることから比較して若干安い程度であった（表 2-4）。 
 
表 2-4 2010年以降に舘岩地域で建設された新築工事の建設費（2010年～2014年）  
建設年度 構造 延べ床面積(㎡) 建築費（万円） 
2010(平成 22)年 木造 139.12 2625 
2011(平成 23)年 木造 190.50 3200 
2012(平成 24)年 木造 289.89 4000 
2013(平成 25)年 木造 76.63 2000 
2013(平成 25)年 木造 122.50 2330 
2014(平成 26)年 木造 75.35 1630 
平均  148.00㎡・45坪 2630万円・58万円/坪 
 
（３）小結 
舘岩地域の歴史的風致を継承する上で重要な中門造り民家は、既に 33棟まで減少して
おり、前沢集落以外の保存に対する対策をしていない集落では、1984(昭和 59)年～
2007(平成 19)年の 23年間で、年間約 1.8棟ずつ減少してきたことが分かった。 
一方、新築住宅は、1991(平成 3)年～2014(平成 26)年の 24 年間で、平均すると年間
8.6 棟ペースで増加してきたが、2005(平成 17)年以降新築需要が激減し、2005 年以降の
平均は年間 1.5棟まで減少していることが分かった。 
新築工事額では、1991(平成 3)年から 2004(平成 16)年比較的新築需要が多かった
時期には、年間 13.6棟で、仮に 1棟約 2600万円の工事額で計算すると約 3 億 5千万
円の新築工事発注額があったが、2005(平成 17)年以降は、年間 1.5棟×約 2600 万円
の 3900万円の新築工事発注額まで激減していることが分かった。 
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２-５ 前沢集落における伝統的家屋の維持管理実態の把握 
（１）前沢集落における伝統的家屋の維持管理費用 
前沢集落の伝統的家屋の維持管理に関する実態把握のため、まず、各種工事の工事
費比率及び維持管理費用を調査する（表 2-5）。 
 
表 2-5 前沢集落の補助実績からの 20年間の工事額の分析表（1988年～2007年） 
工事 
 
種類 
20 年間の 
累積工事額 
 (千円) 
対象 
建物 
 (棟) 
１棟の平均 
年間工事 
価格 (千円) 
対象公共 
建物も含む 
 (棟) 
集落の平均 
年間工事価格 
(千円) 
工事 
 
種別 
茅葺き 87,396  11  397  14  5,558(42%) 茅葺 
屋根塗装 20,196  6  168  6  1,008(8%) 塗装 
改造(リフォーム) 94,779  17  279  20  5,580(42%) 大工 
(左官) 
(建具) 
(板金) 
外部造作 13,358  17  39  20  780(6%) 
小屋新築 3,738  17  11  20  220(2%) 
石積み 945  17  3  20  60(0%) 
合計 200,412     13,206   
福島県県南会津町(2010)「前沢曲家集落保存対策調査報告書」より引用  
 
 
前沢集落内の 17 棟の伝統的家屋建物所有者を対象に環境美化条例の制定後の
1988(昭和 63)年度から 2007(平成 19)年度までの過去 20 年間の補助金交付実績から
各種工事毎の補助率を割戻し（茅葺き 3/2倍、改造・外部造作・小屋新築 2/1 倍、屋
根塗装・石積み 3/1倍）、前沢集落で 20年間に行われた各種工事の工事費を割り出し
た。その後、前沢集落内の 3棟の伝統的家屋の公共物件も含め、集落の平均年間工事
価格を分析した。 
その結果、前沢集落の平均年間維持管理費用は 13,206 千円であった。工種別で比
較すると工事額の割合は大きい方から、大工（左官・建具・板金含む）が 50％、茅
葺が 42％、塗装が 8％の割合であった（図 2-11）。 
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図 2-11 前沢集落の平均年間工事価格 
 
各種工事の１棟の平均年間工事価格（年間維持費）は、大きい方から、茅葺工事が
397 千円/棟年、屋根塗装工事が 168 千円/棟年、改造工事が 279 千円/棟年、外部造
作が 39 千円/棟年、小屋新築が 11 千円/棟年、石積みが 3 千円/棟年であった。改造
工事は下水道整備に伴う水廻りの改修で比較的高い数値となっている（図 2-12）。 
 
 
 
福島県県南会津町(2010)「前沢曲家集落保存対策調査報告書」より引用  
図 2-12 伝統的家屋１棟の平均年間工事価格（年間維持費） 
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主屋１棟の平均年間工事価格は、茅葺屋根の主屋の場合、合計すると年間 72 万円
程度、月々約 6万円の維持管理費となる。茅葺以外の屋根の建物の維持管理費は合計
すると年間 49万円程度、月々約 4万円の維持管理費となる。 
2010(平成 22)年から 2014(平成 26)年の 5年間の舘岩地域における住宅建設資金は
平均約 2600万円であったが、2600万円の新築住宅の月額ローン支払額は約 8.3万円
程度となる。（2600 万円の新築住宅のローンを住宅金融公庫のフラット 35 で借りた
場合（金利 1.74 で設定））。このように、伝統的家屋の維持管理をしっかりした場合
は、新築住宅と比較して茅葺屋根の家屋の維持管理費は 7割程度、茅葺屋根以外の建
物で 5割程度であった。 
 
（２）前沢集落における伝統的家屋の維持管理頻度 
次に前沢集落内の 17 棟の伝統的家屋建物所有者を対象に、1988(昭和 63)年度から
2007(平成 19)年度の過去 20年間の補助金交付実績及びヒアリング調査により維持管
理頻度を各種工事毎に整理した（表 2-6）。 
 
表 2-6 過去 20年間の修繕頻度 
   
                  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                      図 2-13 茅葺の葺き替えサイクル図 
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工事 
種類 
平均工事 
回数(回) 
修繕 
頻度(年) 
葺き替え 7.0 2.9 
さし茅 10.3 1.9 
屋根塗装 2.8 7.1 
改造 2.4 8.3 
外部造作 0.9 22.2 
小屋新築 0.4 50.0 
石積み 0.2 100.0 
- 96 -  
 
修繕工事の内容は、茅葺の葺き替えやさし茅、屋根塗装、建物の改造、外部造作、
倉庫や車庫の新築、石積みなどの工事があった。また、各工事の過去 20 年間におけ
る工事回数の戸当たり平均回数を整理すると、茅葺屋根の修繕頻度が多く、さし茅は
約 2 年、葺き替えは約 3 年の間隔で修繕を行っている。屋根の塗装は 10 年に満たな
い間隔で修繕を行っている。外部造作については約 20 年間隔、倉庫や車庫などの新
築は約 50年間隔、石積み工事などは約 100年間隔であった。 
建物の改造は 1933(平成 5)年に行われた農業集落排水事業に伴い集落内の建物の
多くが風呂場やトイレの改修を行っており、比較的頻度が高くなっている。茅葺の葺
き替えとさし茅については、図 10 のように部分的に屋根を葺き替えていく仕組みで
あり、葺き替え後、さし茅を２回行い、その後また葺き替えを行うといった葺き替え
のサイクルとなっている。つまり、葺き替え 4 カ所×2.9 年さし茅 8 回×1.9 年の計
26.8年で葺き替えが１サイクルするようになっている（図 2-13）。 
修繕の頻度が最も多い茅葺工事は、2 年から 3 年でまとまった費用が必要となり、
計 26.8 年で葺き替えが１サイクルすることから、1 サイクルするためには約 1 千万
円（年間 397千円×26.8 年＝10,640千円）程度の費用が掛かっている。 
 
（３）前沢集落における各種工事の依頼状況 
2014(平成 26)年、舘岩地域の住宅生産に関わる職人の数を聞き取り調査によって
整理した（表 2-7）。舘岩地域には、大工職人は 15 名と多く、塗装、左官、建具、
畳の職人 3～5 名、茅葺と板金職人は 1 名であった。集落数との比較をすると、舘岩
地域には 29 集落あるが、大工職人は 2 集落程度、塗装、左官、建具、畳の職人は 6
から 10 集落程度の範囲で地域の住宅産業を支えている状況である。近年はこれら職
人の高齢化と後継者不足が大きな課題となっており、農業やその他商売への転業や兼
業が増えてきている。 
 
表 2-7 舘岩地域の住宅生産に携わる職人数（2014年調査時） 
職種 大工 左官 茅葺 建具 塗装 板金 畳 
職人数（人） 15 4 1 3 5 1 3 
 
次に前沢集落における、各種工事の依頼先を伝統的家屋の所有者へのヒアリングか
ら調査した（表 2-8）。大工、左官、板金工事に部分的に福島県内での請負関係があ
るが、ほとんどの業種において、合併後の南会津町内で工事発注がなされている。前
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沢集落内で請負関係があるのは大工工事のみであった。大工工事はその約７割近くが
前沢集落内で工事発注がなされている。左官、建具、畳、板金などの工事は舘岩地域
での請負が中心である。修繕頻度の高い茅葺屋根の依頼先は舘岩地域の範囲では修繕
ができず、隣接する南会津町内の南郷地域の茅葺職人に依頼されている。大工工事は
6社、左官工事は 5社、建具工事は 4社と複数の業者に依頼している。これらの工事
は加工手間が多くかかる業種である。板金、畳工事はそれぞれ 2社、茅葺、塗装工事
はそれぞれ 1 社の業者に依頼している。茅葺工事も加工手間がかかる工種であるが、
合併した南会津町内のほぼ特定業者が請け負う状況となっている（図 2-14）。 
 
表 2-8 前沢集落の各種工事の依頼先（2007年調査時） 
工事種類 
大工 
工事 
左官 
工事 
建具 
工事 
茅葺 
工事 
塗装 
工事 
板金 
工事 
畳 
工事 
前沢集落内 72(2) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 
舘岩地域内 14(2) 93(4) 75(3) 0(0) 0(0) 93(1) 100(2) 
南会津町内 7(1) 0(0) 25(1) 100(1) 100(1) 0(0) 0(0) 
福島県内 7(1) 7(1) 0(0) 0(0) 0(0) 7(1) 0(0) 
依頼業者数 6  5  4  1  1  2  2  
福島県県南会津町(2010)「前沢曲家集落保存対策調査報告書」より引用  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
大工工事                   茅葺工事 
 
 
福島県県南会津町(2010)「前沢曲家集落保存対策調査報告書」より引用  
図 2-14 前沢集落の大工工事及び茅葺工事の依頼先 
- 98 -  
 
（４）小結 
主屋１棟の平均年間工事価格は、茅葺屋根の主屋の場合、合計すると年間 72 万円
程度、月々約 6万円の維持管理費であり、茅葺以外の屋根の建物の維持管理費は合計
すると年間 49 万円程度、月々約 4 万円の維持管理費であった。伝統的家屋の適切な
維持管理をした場合は、新築住宅と比較して茅葺屋根の家屋の維持管理費は 7割程度、
茅葺屋根以外の建物で 5割程度の費用が掛かる。 
各種工事の依頼先は、ほとんどの工種が、合併後の南会津町内で工事発注がなされ
ており、大工工事は約７割が前沢集落内で工事発注がなされている。しかし、修繕頻
度の高い茅葺工事は舘岩地域の範囲では修繕ができず、隣接する南会津町内の南郷地
域の茅葺職人に依頼されている。 
 
２-６ 前沢集落における伝統的地場産業(茅葺工事)の域内循環状況の実態把握 
（１）茅葺工事の材料使用量と域内材料費率 
保存地区選定後の平成 23(2011)年度から平成 26(2014)年度の 4 年間について前沢
集落における茅葺の材料使用量と工事費の関係を調査した（表 2-9）。茅葺工事は 4
年間で合計 43,452千円の工事費で、年間平均 10,863 千円であった。4年間の茅材の
使用量は 4,875〆で、年間平均 1,219〆であった。保存地区選定直後で補助金制度移
行に伴う茅葺工事の需要変動が大きくなっているため、表 2-4 で調査した昭和
63(1988)年度から平成 19(2007)年度までの過去 20 年間の茅葺工事規模である 5,558
千円／年で割り戻すと年間平均 624〆の材料が必要であるといえる（図 2-15）。 
 
表 2-9 茅材の年間消費量（2011～2014） 
年度 工事費 
（千円） 
数量 
（〆） 
Ｈ23 1,442  205  
Ｈ24 16,942  1,916  
Ｈ25 18,361  2,135  
Ｈ26 6,705  619  
計 43,452  4,875  
                          図 2-15 茅ボッチ（6ボッチで 1〆） 
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（２）茅葺工事の域内循環状況の調査 
工事請負業者へのヒアリングでは、9割近くの茅材が岩手県産材であり、南会津町
内の茅材は 1 割にも満たない状況であった。平成 26(2014)年時の見積では、岩手県
産の茅材は運搬費の高騰もあり１〆＝6400円であり、南会津町産の茅材費１〆＝4800
円と比較して非常に高くなっている。１〆＝4800円で算出しても 624〆の材料費は年
間 2,995千円の費用であり、これは工事費の 54％に及ぶ。 
現在、南会津町では、舘岩地域内の茅場の確保、茅材の保管場所の確保等、材料費
削減の取り組みが始められている。希少価値の高い茅葺の材料費は年々高くなってお
り、まずは、保存地区選定によって安定的な需要のある前沢集落において必要とされ
る年間 624〆を目標に、町内の農家からの買取り制度や機械化の推進、休耕地の茅場
活用等も含め、町内まで広げて茅材確保が必要である。また、人件費削減のため、地
走りなどの茅葺職人の育成も推進する必要がある。 
 
（３）小結 
前沢集落における茅葺の材料使用量は年間平均 624〆必要であるが、その材料の約
9 割が県外産（岩手県）の茅材となっている。茅葺工事の材料費率は、工事費の 54%
と高く、町内まで広げて、南会津産の茅材確保や、茅葺職人の育成を推進することが
課題となっている。 
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２-７ 歴史的風致を有する周辺集落との連携による伝統的家屋の維持管理に関 
する住宅産業規模の検討 
（１）歴史的風致を有する周辺集落の抽出 
南会津町では保存対策調査及び保存計画を基にして景観計画が策定された。景観計
画では、前沢集落と周辺の田畑や山林を含めて景観重点地区とすると共に、前沢集落
に隣接する旧街道沿いの集落を景観推進地区として位置付け、街道筋の歴史的風致の
拡がりを支援している。また、景観住民協定を締結し、景観形成に取り組む地区を景
観推進地区として支援する仕組みとし、周辺の歴史的風致を有する集落を景観推進地
区として位置付けることが推進されている。 
ここでは、歴史的風致の維持向上に繋がる、伝統的家屋の維持管理工事に関する産
業規模を検討するため、舘岩地域内での伝統的家屋の残存状況調査を拡げて、南会津
町内の中門造りが数多く残存している集落の抽出を行った（表 2-10）（表 2-11）（図
2-16）。 
 
表 2-10 南会津町の集落における中門造りの残存状況（2007年調査時） 
中門数 15 13 12 9 7 6 5 4 3 2 1 0 計 
集落数 1 1 2 1 3 3 1 2 2 7 8 20 51 
計 
（茅葺） 
15 
（0） 
13 
（10） 
24 
（1） 
9 
（0） 
21 
（5） 
18 
（9） 
5 
（2） 
8 
（1） 
6 
(0) 
14 
(7) 
1 
(4) 
0 
（0） 
134 
（39） 
福島県県南会津町(2010)「前沢曲家集落保存対策調査報告書」より引用  
 
表 2-11 南会津町の歴史的風致を有する集落 （灰色は舘岩地域）（2007年調査時） 
NO. 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 
集落 
名 
界 前沢 和泉 
田 
下山 片貝 大新 
田 
湯ノ 
花 
鴇巣 水引 木伏 山口 小塩 
中門 15 13(20) 12 12 9 7 7 7 6 6 6 5 
茅葺 0 10(14) 1 0 0 3 1 1 6 2 1 2 
福島県県南会津町(2010)「前沢曲家集落保存対策調査報告書」より引用  
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片貝 
 
鴇巣 
 
水引 
 
 
福島県県南会津町(2010)「前沢曲家集落保存対策調査報告書」より引用  
図 2-16 南会津町の歴史的風致を有する集落位置図（2007年調査時） 
 
その結果、南会津町内の 51集落の内 31集落において中門造りが残存し、5棟以上
の中門造りが現存している集落は 12 集落であった。中には前沢集落以上の中門造り
民家を有する集落も存在している。 
中門造りの総数は 134 棟、その内茅葺屋根の中門造りは 39 棟であった。未だ南会
津町内の街道沿いには、良好な歴史的風致を残す集落が多数残っている。これら周辺
集落の歴史的風致を維持し、街道を通じた文化交流を保全活用することは、前沢集落
としての特徴を顕在化する上で有効なだけでなく、前沢集落の伝統的建造物群保存地
区選定による集客効果を他集落にもたらすことになり、観光方策としても有効である。 
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（２）周辺集落との連携による伝統的地場産業(茅葺工事)の産業規模 
工事を担う大工や工務店が生業を継続するためにはある程度まとまった工事量が
必要である。産業を循環させる観点から、抽出した 12 カ所の歴史的風致を有する集
落との連携による伝統的地場産業である茅葺工事の産業規模を検討する。 
抽出した集落の中で保全対象の茅葺の伝統的家屋は前沢集落で 14 棟、舘岩地域ま
で拡げると 21棟、南会津町内まで拡げると 31棟であった（前沢集落のみ茅葺屋根の
直屋 4棟及び公共施設 3棟を加味して計算）。 
同じ福島県内の保存地区である大内宿では保存地区内に 33 棟の茅葺の伝統的家屋
を有し、保存地区にある茅葺家屋の修理工事を基礎需要として茅葺工事を循環させて
おり、地区外の茅葺工事の外注も受けている。仮に大内宿の茅葺家屋数 33 棟を目標
とすると、南会津町内の 31 棟の現存する茅葺家屋を保全対象とすることで茅葺工事
を循環産業まで育てることが期待される。また、抽出した中門造り以外の直屋、御堂、
茅葺文化財（主屋 10 棟）などの現存する茅葺の建造物に拡大していくことや他の地
域の茅葺工事を外注することなどの展開も想定される（図 2-17）。 
 
 
 
 
図 2-17 周辺集落との連携による茅葺工事の基礎需要の確保（2007年調査時） 
 
（３）周辺集落との連携による伝統的家屋の維持管理工事の産業規模 
歴史的風致の維持向上に資する伝統的家屋の維持管理工事がどの程度の産業規模
があるのかを検討する。 
茅葺工事では、抽出した集落の中で茅葺の伝統的家屋は、前沢のみで 14 棟、舘岩
地域で 21 棟、南会津町内で 31 棟であった。それぞれの棟数に茅葺工事費の約 40 万
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円/棟年を掛けると、それぞれ 560 万円、840 万円、1240 万円となる。茅葺工事の規
模は、前沢のみを 1.0倍とすると、舘岩地域まで拡げると 1.5倍、南会津町内まで拡
げると 2.2倍となる。 
維持管理工事については、中門造りの伝統的家屋は、前沢のみで 20 棟、舘岩地域
で 33棟、南会津町内で 112棟残存している。それぞれの棟数に大工工事費の約 32万
円/棟年を掛けるとそれぞれ 640万円、1056万円、3584万円となる。これら伝統的家
屋の維持管理の規模は、前沢のみを 1.0倍とすると、舘岩地域まで拡げると 1.65 倍、
南会津町内まで拡げると 5.6倍となる（図 2-18）。 
 
 
 
 
図 2-18 伝統的家屋の維持管理に関わる産業規模のポテンシャル（2007年調査時） 
 
（４）小結 
維持管理産業のポテンシャルを伸ばす際に、地域の歴史的風致の維持向上と連携し
て進めることが望ましいが、南会津町内の街道沿いには、未だ良好な歴史的風致を残
す集落が多数残っており、前沢集落のみならず、これらの集落の歴史的風致の維持向
上も推進することが望まれる。 
大内宿は保存地区内の 33 棟の茅葺工事を基礎需要として、域内の材料と人材で工
事を循環させている。前沢集落内には 14 棟の茅葺の家屋があるが、南会津町内まで
拡げると 31 棟の茅葺家屋がある。前沢集落とこれらの歴史的風致を有する集落内に
ある合計 31 棟の茅葺屋根の家屋を保全対象とすることで、大内宿と同等の茅葺工事
の循環規模を確保し、新たな産業として育成していくことが期待される。 
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歴史的風致の維持向上に資する伝統的家屋の維持管理に関する産業規模は、茅葺工
事では、前沢のみを 1.0倍とすると、舘岩地域まで拡げると 1.5倍、南会津町内まで
拡げると 2.2倍まで拡大できる。大工工事の規模は、前沢のみを 1.0倍とすると、舘
岩地域まで拡げると 1.65 倍、南会津町内まで拡げると 5.6 倍まで拡大できることが
分かった。 
 
２-８ 歴史的風致の維持向上のための地域住宅生産システムの検討 
（１）新築工事と維持管理工事の需要からみた再編成の検討 
これまでの調査から、前沢集落のある舘岩地域における新築工事と維持管理工事の
状況を分析する。図 2-19は、新築需要が比較的多かった時期（1991年～2004 年）と
新築需要が激減した後（2005 年以降）の舘岩地域の新築工事と維持管理工事につい
て分析した図である。 
 
 
 
図 2-19 舘岩地域の新築工事と維持管理工事の需要の変化 
1991 年～2004 年 2005 年以降 
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舘岩地域の世帯数は約 780 世帯(2009 年)であるが、仮に 1 世帯 1 住宅だと仮定す
ると、780棟の維持管理工事の市場があると考えられる。これら 780棟に対して、前
沢集落にある茅葺屋根以外の伝統的家屋と同等に、将来に継承する資産として適切に
維持管理費をかけたと考えた場合、舘岩地域の潜在的な維持管理産業の規模は 780棟
×49万円＝3億 8220 万円程度と想定される。 
1991(平成 3)年から 2004(平成 16)年の比較的新築需要が多かった時期には、年間
約 3 億 5360 万円の新築工事額であり、潜在的な維持管理産業の規模も合わせると、
舘岩地域全体の住宅関連工事のポテンシャルは年間約 7 億 3580 万円程度あったと考
えられるが、実際には維持管理工事はあまり顕在化していなかったと考えられる。 
2005(平成 17)年以降、新築工事は年間平均 3900万円まで激減しており、人口減少、
過疎高齢化の中で、今後新築住宅需要が飛躍的に回復することは難しいといえる。こ
のような状況において重要になってくるのは、潜在的な維持管理需要を顕在化させる
ことであるが、その際、歴史的風致を維持向上させることと両立することが重要であ
り、歴史的風致を形成する伝統的家屋を保全し、空き家化による滅失を避けることが
重要である。 
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（２）伝統的家屋の維持管理に関する産業規模と住宅生産体制の検討 
本研究では、地域の歴史的風致の維持向上につながる伝統的家屋の維持管理に関わ
る産業をベースにその産業規模を検討してきた。 
2007 年調査時の伝統的家屋の維持管理に関わる産業規模と維持管理体制について
図 2-20にまとめる。 
 
 
 
図 2-20現状の伝統的家屋の維持管理に関わる産業規模と地域住宅生産体制 
（2007年調査時） 
 
南会津町内の歴史的風致の維持向上につながる伝統的家屋の維持管理に関わる産
業は、現状は前沢集落内の伝統的家屋の保全のみで、その産業規模は 1200万円/年で
ある。しかし、その内域外に流出している部分である 347 万円/年（29%）を除いた
853万円/年（71%）が域内産業規模であった。 
人口減少、過疎高齢化の中で、今後新築住宅需要が飛躍的に回復することは難しい。
このような状況において重要になってくるのは、潜在的な維持管理産業を顕在化させ
ていくことである。その際、地域の歴史的風致の維持向上に繋がる形で顕在化するこ
とが重要となる。 
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2007 年調査時の伝統的家屋の維持管理に関わる潜在的な産業規模と想定される維
持管理体制について図 2-21にまとめる。 
 
 
 
図 2-21伝統的家屋の維持管理に関わる潜在的な産業規模と想定される地域住宅生産体制 
（2007年調査時） 
 
まずは、歴史的風致を有する地区を特定し、数少ない歴史的風致を形成する伝統的
家屋を保全し、空き家化による滅失を避けることが重要である。南会津町内の街道沿
いには、未だ良好な歴史的風致を残す集落が多数残っており、前沢集落のみならず、
これらの集落の歴史的風致の維持向上も推進することが重要である。 
調査の結果、歴史的風致を有する周辺集落との連携により、南会津町内に広く伝統
的家屋の維持管理に関する工事を拡大するとその産業規模は 5824万円/年となり、現
状の約 6.8倍まで拡大していくことができることがわかった。 
また、茅葺工事に関しては、域内で工事を循環させるための基礎需要の確保には、
前沢集落のみでは需要が不足しており、南会津町内の街道沿いに点在する歴史的風致
を残す集落まで広げて保全対象とする必要がある。他地域では衰退した伝統産業であ
る茅葺工事を域内循環産業として育成し、域内での材料確保と施工者の担い手を確保
することは、将来的には域外工事も受注することが期待される。 
一方では、新築産業の衰退と後継者問題により舘岩地域の地域住宅生産体制の維持
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が課題となっている。縮小する市場の中で、舘岩地域の地域住宅生産体制は、同じ南
会津町内で共通する歴史的風致を有する周辺地域の伊南地域や南郷地域と緩やかに
補完連携していく必要があると考えられる。その際、南会津町内の伝統的家屋の維持
管理産業を担う景観推進機構や歴史まちづくり法人を立ち上げ、周辺地域の住宅生産
体制と補完連携していく新たな地域住宅生産体制の布陣を形成していくことが考え
られる。 
今回の調査では、歴史的風致の維持向上に繋がる伝統的家屋を中門造りに注目して
調査しているが、直家の伝統的家屋や地域型住宅など、その他の歴史的風致を継承す
る家屋についても歴史的風致を維持向上する建物として位置づけ、維持管理を促進し
てくことが望ましい。 
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２-９ まとめ 
本章の分析では、地域住宅産業が弱体化したことで、歴史的風致が失われている重
要伝統的建造物群保存地区である福島県南会津町前沢集落及びその周辺地域を対象
に、歴史的風致の維持向上のための地域住宅生産システムの持続を困難にさせている
原因を解明し、その結果から、歴史的風致の維持向上のための地域住宅生産システム
の再編成のあり方について検討した。 
まず、伝統的家屋は 1984 年～2007 年の期間に年間約 1.8 棟ずつ減少し、780 世帯
に対して既に 33棟まで減少しており、新築需要は 1991年～2014年では年間平均 8.6
棟あったが、2005年以降年間 1.5棟まで激減している実態を明らかにした。 
つぎに、伝統的家屋の維持管理において、大工工事は 8割以上が旧村内で賄われて
いるが、茅葺工事は旧村内の範囲では賄われておらず、隣接地域が補完し、その材料
は 9割が県外から供給されている実態を明らかにした。 
さらに、茅葺工事量は保存地区のみでは需要が不足しており、隣接地域に点在する
歴史的風致を残す集落まで含めて保全対象とすることで基礎需要が確保できること、
を明らかにした。 
これらの結果から、地域住宅産業が弱体化する中で歴史的風致の維持向上を推進し
ている地域のあり方として、周辺地域まで伝統的家屋保全の範囲を拡大することによ
り 1)歴史的風致に関わる工事の基礎需要を確保すること、2)大工工事や茅葺工事他
の施工を連環させること、により地域住宅生産システムを再編成することの重要性を
指摘した。 
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補 注 
注-1)前田直之・後藤春彦・佐久間康富：交流観光による茅葺き民家集落保全の住民意識から見る課題と展
望-新潟県刈羽郡高柳町荻ノ島集落を事例にして,日本都市計画学会学術研究論文集,第 36
号,pp.361-366,2001.9 
注-2)前田直之・後藤春彦・山崎義人：労力支出からみる茅葺き屋根の継続的な補修作業モデルの構築,日
本建築学会計画系論文集,第 571号,pp.77-84,2003.9 
注-3)和田尚子・鈴木雅和・横張真：五箇山相倉集落における茅葺き屋根維持システムに関する研究,ラン
ドスケープ研究, 第 70号, pp.689～694,2007.5 
注-4)福島県南会津町：前沢曲家集落保存対策調査報告書,福島県南会津町 
注-5)藤木忠善：会津舘岩村の民家・中門造の美,歴史春秋社,1984.3 
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第３章 歴史的風致の再生・維持向上のための地域住宅生産システムの再編成
による自立再建住宅支援の実践と検証に関する研究 
～中越地震被災地長岡市山古志地域を対象として～ 
 
３-１ 研究の目的・方法 
（１）研究の背景 
近年我が国では、多くの地域で災害が多発している。災害では、多くの住宅が被災
し、地域の歴史的風致が一度に失われる。また、災害からの復興まちづくりでは多く
の住宅を早期に再建することが求められ、その過程において、さらに地域の歴史的風
致が失われることが課題となっている。特に民家などが多い中山間地域や歴史的市街
地などにおいては、その歴史的風致が失われることは非常に大きな課題となる。 
以上の課題認識から、2004 年に発災した新潟県中越地震被災地山古志地域では、
災害によって一度に失われた歴史的風致を地域型住宅の開発及び地域住宅生産シス
テムの再編成を通して再生させる取り組みが実施された。復興まちづくりにおいては
初めての試みであった。筆者もその取り組みの実践に携わった。このような取り組み
は「自立再建住宅支援」と呼ばれ、中越地震後の復興まちづくりで展開している。 
 
（２）研究の目的 
本章では、災害により一度に歴史的風致が失われた地域として、2004 年に発災し
た中越地震によって被災した長岡市山古志地域を対象に、筆者自らが関わった地域住
宅生産システムの再編成の取り組みを通して得た知見から、災害復興における歴史的
風致の再生・維持向上に寄与する地域住宅生産システムの再編成の可能性についてを
明らかにすることを目的とする。 
 
（３）研究の方法 
研究の方法として、2004年に発災した中越地震被災地長岡市山古志地域を対象に、
筆者らが関わった、長岡市の「中山間地型復興住宅」プロジェクトの実践（地域型住
宅のモデルを検討し、その供給体制として地域の工務店、材木店、製材所、原木生産
者、設計事務所などが緩やかに結びついた地域住宅生産体制を構築し、再建者の自力
での住宅再建を支援する一連の取り組み）を通して開発した、「自立再建住宅支援」
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の方法について報告し、その供給結果を地域型住宅の供給戸数とバリエーションの展
開の観点から分析する。 
 
３-２ 山古志地域の被害と自立再建住宅支援の概要 
（１）中越地震における山古志地域の被害 
2004 年 10 月 23 日に発生した新潟県中越地震により、新潟県長岡市山古志地域は
甚大な被害に見舞われた。山古志地域は、長岡市の南東部に位置する、中山間地域の
地域である。震災が起こった際には、山古志村であったが、2005 年 3 月末で長岡市
と市町村合併をしている。中越地震では、山古志地域の 747 棟の住宅の内、約 44％
の 328棟が全壊となった。その他の建物も大きな被害を受け無被害の住宅は 0棟であ
った(図 3-1)。道路は分断され、山古志地域では多くの孤立集落が発生した(図 3-2、
図 3-3)。山古志地域全域は避難指示区域となり、そのため、地域住民は全員山古志
地域から隣接する長岡市の中心部へ避難した。 
 
図 3-1 山古志地域全体の家屋の被災状況 
 
 
図3-2 寸断された道路の様子 
 
図3-3 河道閉塞により水没した集落 
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5 地区 14 集落で構成される山古志地域であるが、ほぼ全ての家屋が全壊した南平
地区や東竹沢地区、地区の約半分が全壊した竹沢地区、地区の一部の家屋が全壊した
虫亀地区や種苧原地区など、地区によって被災の違いが大きい。 
 
 
 
 
 
長岡市中山間地型復興住宅検討委員会(2006)「長岡市中山間地型復興住宅検討報告書」より引用 注-1) 
図3-4 山古志地域の被害状況 
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（２）地域型復興住宅の検討体制 
震災直後に策定された復興計画では、長岡市は、山古志地域に極力多くの住民を戻
すことを基本方針とした。その際、住民は慣れ親しんだ集落に戻りたいが、高齢のた 
め住宅再建が困難である世帯が多く、一方、行政には過疎が進行している中山間地域
に大量の公営住宅を建設しても将来的に大量の空き家を抱えてしまうことになるこ
とが課題であった。そのため、長岡市では、関係行政機関（長岡市、国、県）、学識
経験者、地元建築関係者による委員会を立ち上げた。この委員会では、できるだけ多
くの被災者が山に戻り、自力で住宅の再建ができることを目的に、雪に強く、中山間
地の暮らしに配慮し、かつ約一千万円で建てられる住宅のモデル「中山間地型復興住
宅」（以下、地域型復興住宅）を開発することを目的とした。筆者は、長岡市からの
委託を受け、この地域型復興住宅の開発及び普及促進のためのチームの一員として主
要な役割を担った（図 3-5）。 
 
（３）地域型復興住宅の検討プロセス 
委員会は、震災の半年後から開始した。地域型復興住宅を開発するため、我々はま
ず山古志地域の集落景観と住まいづくりの所作を理解するために、地域の気候風土や
民家の調査、山古志地域の全 14 集落の被害状況調査と集落調査、被災を免れた民家
の現地調査を行った。次に、山古志地域の大工や木材供給者を対象としたワークショ
ップを開催し、調査写真や資料をもとに計 6回の協議を行った。6回の協議では、①
山古志地域の印象、②間取りの変遷、③雪対策、④住まい方、⑤住宅供給、⑥コスト
をテーマとした。このような現地調査及び地域住宅生産者との協議結果を委員会にフ
ィードバックしながら検討を進めた（図 3-6）。これらの調査プロセス、開発結果を
半年でとりまとめ、震災から１年目のシンポジウムにて公開発表した。 
 
 
図3-5 委員会での協議の様子 
 
図3-6 地域住宅生産者との協議の様子 
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３-３ 山古志地域における地域型復興住宅の提案 
地域型復興住宅では、①山古志らしい住まい、②雪と上手に付き合う住まい、③地
域循環型の住まい、④コスト負担を軽減する住まい、⑤安全で快適に長く住み続けら
れる住まいの 5つの基本方針を設定した。 
中でも大切にしたのは、山古志の大工とのワークショップを通じて、将来も地域の
大工がメンテナンスしていける住まいとすることや、将来増改築ができる未完成の住
宅とし、早急な住まいの再建に応えると共に、震災後も地域の大工の生業が継続でき
ることである。 
 
（１）山古志らしい住まい 
山古志地域の民家は「中門造り」と呼ばれる主屋と直交して妻入の玄関が付く民家
が伝統的な形式である。かつては、この玄関付近に馬を飼っていた。これは、雪が多
く積もる冬期にも雪が落ちない妻側の玄関から入れる平面形式である。外観は、雪か
ら住宅を守るため軒近くまで下見板が張られていること、雪の積もった屋根を支える
「せがいづくり」と呼ばれる頑丈な軒の構造形式であること、真壁の木組みと漆喰に
よる妻面の意匠などが特徴である。 
このような中門造りに代表される、山古志らしい外観を継承し、風景に馴染むよう
なモデルとした（図 3-7、図 3-8）。 
 
 
図3-7 伝統的形式の中門造り民家の様子 
 
図3-8 現代的形式の中門造り民家の様子 
 
（２）雪と上手に付き合う住まい 
地域型復興住宅では、過去 20 年の最深積雪の平均値から 3ｍの積雪量に対応でき
ることを目標とした（図 3-9）。 
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長岡市中山間地型復興住宅検討委員会(2006)「長岡市中山間地型復興住宅検討報告書」より引用  
図 3-9 過去 20年間の最深積雪量 
 
屋根雪処理方式は、雪下ろしが要らず、建設費・維持費が比較的安価で、山古志の
風景になじむ自然落雪屋根を採用した。自然落雪屋根の滑落した屋根雪の形状につい
ては、中村秀臣による「滑落した屋根雪の形状」日本氷雪学会論文注-2)を参考にシミ
ュレーション検討をした（図 3-10）。その結果、3ｍの積雪で、間口が 4間の自然落
雪屋根の場合、軒先の雪は 5.13ｍとなる。提案では、落ちた雪が軒とつながり軒先
を引っ張って壊さないよう、十分な軒高（約 6ｍ）を確保した。 
 
 
 
長岡市中山間地型復興住宅検討委員会(2006)「長岡市中山間地型復興住宅検討報告書」より引用  
図 3-10 滑落した屋根雪の形状と軒高さの関係 
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その他、棟の方位は南北軸を原則とし、アプローチには雪を落とさないようにして、
高窓から光を取り入れ、吹抜けを介して１階の奥まで採光が確保できるようにした。
また、軒をしっかり出すことで外壁から雪が遠くに落ちるようにした。屋根雪の堆雪
幅は軒先から 3ｍ程度必要であるが、隣地境界は、いざというときに重機で除雪でき
るように軒先から 4ｍ確保するなど、配置上のルールも検討した。このような様々な
雪に対応する工夫を整理すると共に地域型復興住宅の提案に盛り込んだ（図 3-11）。 
地域型復興住宅では 2通りの床高さのモデルを提案した。一つは「高床モデル」で
ある。中越地域では、豪雪に対して鉄筋コンクリートで床を上げ、１階を車庫として
使う高床方式が普及している。しかし、これまでの高床住宅はバリアフリーや近所付
き合い、外部階段による危険性、通りに対する景観という点で問題があった。そのた
め提案では、一階の居住性、日常の近所付き合いを重視し「夏の茶の間」を設けた。
また、内部階段により安全に上り下りできるようにした。もう一つは「低床モデル」
である。農作業や近所付き合いのスペースとして土間をもち、1階の床高を地面から
1ｍとして接地性を高めながら、1 階が雪に埋もれても 2 階の窓から採光できる工夫
を行った（図 3-12）。 
 
 
長岡市中山間地型復興住宅検討委員会(2006)「長岡市中山間地型復興住宅検討報告書」より引用  
図 3-11 ２タイプの床高さのモデル 
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長岡市中山間地型復興住宅検討委員会(2006)「長岡市中山間地型復興住宅検討報告書」より引用  
図 3-12-1 雪と上手に付き合うための考え方（1） 
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長岡市中山間地型復興住宅検討委員会(2006)「長岡市中山間地型復興住宅検討報告書」より引用  
図 3-12-2 雪と上手に付き合うための考え方（2） 
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長岡市中山間地型復興住宅検討委員会(2006)「長岡市中山間地型復興住宅検討報告書」より引用  
図 3-12-3 雪と上手に付き合うための考え方（3） 
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長岡市中山間地型復興住宅検討委員会(2006)「長岡市中山間地型復興住宅検討報告書」より引用  
図 3-12-4 雪と上手に付き合うための考え方（4） 
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（３）地域循環型の住まい 
地域型復興住宅では、環境負荷の軽減、地元産業の活性化という観点から、土台を
除く構造材、造作材の全てに地元の越後杉（一等材）を活用した。また、外壁の素材
は工業製品の新建材ではなく、越後杉の下見板張りとした。下見板は景観的に美しい
だけでなく、将来にわたり持続的に材料が入手でき、傷んだ部分だけ部分補修ができ
るメリットがある。また、住まいの維持管理や大工技術の継承という観点から、地域
の大工の手で、地域に根ざした在来軸組工法による再建ができるように、山古志の大
工とのワークショップを重ねて提案をまとめた（図 3-13）。 
 
（４）コスト負担を軽減する住まい 
コスト負担の軽減という観点では、材料・工法・設備を共通化し、まとめてつくる
ことでコストを抑える工夫、地域の住宅生産者の協力、建材メーカーによる復興協賛
価格での材料供給、様々な行政支援の活用によりコスト負担の軽減を図った。 
また、早急な住まいの再建に応えると共に、震災後も地域の大工の生業が継続でき
るように建設当初は最小限の規模・仕上げで早く安価に住宅を入手し、住みながら住
まいを増改築ができる未完成の住宅として提案した。 
また、山古志地域では、屋根、外壁、必要最低限の内装ができた段階で住みはじめ、
あとは住みながら徐々に手を入れていく住まい方を「空木建て（からきだて）」と呼
んでいる。これにヒントを得て、早急な住まいの再建に応えると共に、震災後も地域
の大工の生業が継続できるように、建設当初は最小限の規模・仕上げで早く安価に住
宅を入手し、住みながら住まいを増改築ができる未完成の住宅として提案した（図
3-14）。 
 
 
図3-13 地域の木材を活用した住まい 
 
図3-14 未完成の住まいの様子 
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（５）安全で快適に長く住み続けられる住まい 
住宅性能の観点では、冬暖かく夏涼しい、省エネルギーで快適な暮らしが実現でき
るよう、十分な断熱・気密性能を確保した。また、バランスの良い耐力壁の配置、木
材の接合部の緊結、床や屋根面の剛性確保等により、開放的な間取りでありながら高
い耐震性能を確保した。さらに、乾燥木材の使用、外壁・屋根面の通気、ベタ基礎に
よる床下の防湿、基礎高さの確保により木材の腐朽・蟻害を防ぎ、建物の長寿命化を
図っている。また、お年寄りが多いため基本的なバリアフリーの性能を確保した。 
気候風土の対応から、山古志は半年近く雪に閉ざされるため、長い冬を明るく過ご
せる住まいとする必要がある。そのため、2階妻側の窓から光を入れ、吹き抜けを介
して１階の採光を確保している。山古志にはこれまで吹抜けのある住宅は少ないが、
十分な断熱・気密性能を確保することで、吹抜けがあってもＦＦストーブ一台で家中
が暖かくなる提案としている。一方、蒸し暑い夏は、風通りが良くなるよう、窓の配
置の工夫、引き戸の採用、軒の出や庇による日射遮蔽などで対応した。 
 
３-４ 地域型復興住宅のバリエーション 
（１）地域型復興住宅のバリエーション 
震災から約１年目の段階で、地域型復興住宅のバリエーション模型（図 3-15）、
これらの地域型復興住宅によって実現する山古志地域のイメージパース（図 3-16）、
地域型復興住宅の考え方を整理した資料をもとに被災住民に報告した。 
そして、地域型復興住宅のバリエーションとして、５種類のモデルを提示した。低
床基本モデル(Ａ)、高床基本モデル(Ｂ)、低床サンルーム付モデル(Ｃ)、低床雁木付
モデル(Ｄ)、低床中門造りモデル(Ｅ)である。これらのバリエーションのうち、低床
基本モデル(Ａ)と高床基本モデル(Ｂ)は最もローコストの１千万円を目標に検討し
たモデルである。高齢者二人世帯を想定し、間口 9240ｍ奥行 9240ｍで生活階の間取
りはシンプルな正方形のプランとした。また、最小限のモデルだけではなく、様々な
再建者のニーズに対応できるよう、サンルームを設置した低床サンルーム付モデル
(Ｃ)、縁側に面した外部土間空間のある高齢者の住みやすさを高めた低床雁木付モデ
ル(Ｄ)、かつての中門造り民家をベースとした低床中門造りモデル(Ｅ)など、規模や
生活様式の異なる様々なバリエーションを用意した（図 3-17）。 
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長岡市中山間地型復興住宅検討委員会(2006)「長岡市中山間地型復興住宅検討報告書」より引用  
図 3-15 地域型復興住宅の多様なバリエーション模型 
 
 
 
 
長岡市中山間地型復興住宅検討委員会(2006)「長岡市中山間地型復興住宅検討報告書」より引用  
図 3-16 地域型復興住宅によって実現する山古志地域の住まいの再建イメージ 
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長岡市中山間地型復興住宅検討委員会(2006)「長岡市中山間地型復興住宅検討報告書」より引用  
図 3-17-1 低床基本モデル（Ａ） 
 
 
長岡市中山間地型復興住宅検討委員会(2006)「長岡市中山間地型復興住宅検討報告書」より引用  
図 3-17-2 高床基本モデル（Ｂ） 
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長岡市中山間地型復興住宅検討委員会(2006)「長岡市中山間地型復興住宅検討報告書」より引用  
図 3-17-3 低床サンルームモデル（Ｃ） 
 
 
長岡市中山間地型復興住宅検討委員会(2006)「長岡市中山間地型復興住宅検討報告書」より引用  
図 3-17-4 低床雁木付きモデル（Ｄ） 
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長岡市中山間地型復興住宅検討委員会(2006)「長岡市中山間地型復興住宅検討報告書」より引用  
図 3-17-5 低床中門造りモデル（Ｅ） 
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（２）地域型復興住宅のモデル住宅の建設 
地域型復興住宅を自立再建者に見ていただくために、(Ａ)低床基本モデル、(Ｂ)
高床基本モデルの２つのモデル住宅を現地に建設した（図 3-18）。モデル住宅は、
高齢者二人暮らしを想定し、間口４間×奥行４間の２から３階建てで、1100～1200
万円台という最もローコストのモデルとした。これらモデル住宅は、被災者にとって
の展示住宅としての役割と共に、個々で活動している大工や工務店の方々にとっての
共通の見本としての役割ももつこととなった。 
普及促進の観点から２種類の床高さの異なるモデルを建設した。中越地域では、豪
雪に対して鉄筋コンクリートで床を上げ、１階を車庫として使う高床方式が普及して
いる。しかし、これまでの高床住宅はバリアフリーや近所付き合い、外部階段による
危険性、通りに対する景観という点で問題があった。そのため提案では、一階の居住
性、日常の近所付き合いを重視し、「夏の茶の間」を設けた。また、内部階段により
安全に上り下りできるようにした。一方「低床モデル」では、農作業や近所付き合い
のスペースとして土間をもち、１階の床高さを地面から１ｍとして接地性を高めなが
ら、１階が雪に埋もれても２階の窓から採光できる工夫を行っている。 
 
 
 
図 3-18 低床と高床の２種類のモデル住宅の建設 
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３-５ 地域型復興住宅の供給支援 
震災復興では限られた期間内に、多くの住宅を合理的な価格で効率的に供給するこ
とが必要となる。震災から約１年目での住民発表後、これらの地域型復興住宅を普及
促進するために、供給支援を推進した。その内容は大きく、①モデル住宅の公開、②
被災者への相談対応、③設計システムの構築、④インセンティブとしての補助制度、
⑤供給体制の構築である。 
 
（１）モデル住宅の公開 
２棟のモデル住宅は、震災から約２年目に公開した。上棟式や竣工式など、数回に
分かる見学会を開催すると共に、常駐者を配置し常に再建者や施工者が見学できる仕
組みとしている。 
 
（２）被災者への相談対応 
再建者の取りまとめにおいては、山古志地域の被災者全体への説明会や集落毎の説
明会、モデル住宅の見学会や設計相談会（長岡市担当者、コンサルタント、長岡市設
計者が対応）の開催などを実施し、再建者を取りまとめ、カルテを作成している。そ
の後、担当の設計者を確定し、個別の設計相談を行っている。 
 
（３）設計システムの構築 
多くの建築士が連携して設計相談に乗れるように、住まいづくりの手引書、標準設
計図書、構造計画のルール、工事費概算システム等を整備した。これらのシステムに
より、支援建築士は確認申請に必要な最小限の図面（平面、立面、断面、配置、設備計
画など）を作成することで、モデル住宅と同様の建築が実現できる仕組みとした。 
 
（４）インセンティブとしての補助制度 
地域型復興住宅による再建支援に対してインセンティブとなる補助制度として、豪
雪地域における雪処理に対する補助制度（高床や落雪屋根など）、越後杉の活用に対
する補助制度（県産材の活用）、景観形成に関する長岡市の補助制度（下見板張り）、
バリアフリーに関する補助制度など、既存の補助制度を整理統合し、復興基金におけ
る補助制度として立ち上げた。 
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（５）供給体制の構築 
地域型復興住宅の建設を支援する有志の施工者組織や設計支援組織の組織化を行
った（図 3-19）。有志の施工者組織「山古志の家づくりを支援する施工者の会」は、
山古志地域の大工と長岡市の建築協同組合が連携し、チームを組んで対応した。設計
支援組織「山古志コンストラクションマネージャー」は、長岡市在住の意識ある建築
士と筆者らの外部の支援設計者が連携して対応した。また、建材メーカーへの復興協
賛では、ＡＬＩＡ（一般社団法人リビングアメニティ協会）に相談し、復興協賛の協力依頼を実
施している。依頼を踏まえ、長岡市の建築協同組合のメンバーが設計図にもとづき、地元の
代理店と交渉し、具体的な復興協賛可能な住宅設備などを整理している。これらの供給体
制と再建者のとりまとめを長岡市が調整支援している。 
 
 
長岡市中山間地型復興住宅検討委員会(2006)「長岡市中山間地型復興住宅検討報告書」より転載  
図 3-19長岡市中山間地型復興住宅の供給体制図 
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３-６ 地域型復興住宅の資金計画 
モデル住宅として建設した２棟の地域型復興住宅は、最もローコストの１千万円を
目標に検討したモデルである。これらの建設費は、①低床基本モデルが延べ面積約
90㎡で 1250万円、②高床基本モデルが延べ面積約 140㎡で 1350万円である。 
被災者の住宅再建を支える行政の助成金は、新潟県の被災者生活再建支援金 100万
円、復興基金 180万円の合計 280万円である。復興基金による助成は、地域型復興住
宅の考え方に応じて、雪処理対策、県産材の活用、景観配慮、バリアフリー対策など
を講じた建物に対して支援される仕組みである。地域型復興住宅の最小限のモデルは、
これらの行政の助成金を除き、被災者の自己資金が約 1000 万円になるように開発し
た。行政からの助成金の他に、山古志地域の住民に対して全国各地から集まった義援
金が各世帯に 459万円が配分された。この義援金を加味すると、被災者の自己負担金
は、①低床基本モデルで 511万円、②高床基本モデルで 611万円であった（図 3-20）。 
また、山古志地域では、１口 500万円の農業協同組合の建物更生共済地震保険に入
っている方が多く、保険金が自己負担分を支えた。 
 
 
 
武田光史、益尾孝祐(2011)「山古志から東日本大震災へ」,季刊まちづくり,32号より引用  
図 3-20長岡市中山間地型復興住宅の資金計画 
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３-７ 地域型復興住宅と災害公営住宅政策の連携 
自立再建が特に困難な世帯には災害公営住宅の整備がなされる。委員会での検討を
踏まえ、山古志地域の災害公営住宅は、入居する世帯が慣れ親しんだ集落に戻り、住
み続けられ、集落機能の再生が円滑に進められるよう、集落ごとに整備することとな
った。また、将来のストックとなり、景観形成のモデルとなるよう、地域型復興住宅
の考え方、仕様、工法を踏襲して整備することとなった。 
災害公営住宅のタイプは、戸建タイプ(Ｆ)、二戸一タイプ(Ｇ)、低床長屋タイプ(Ｈ)、
高床長屋タイプ(Ｉ)の４タイプを供給している。高齢者が多いため床高さは低床タイ
プを基本としているが、地形への対応から一部高床タイプを選択している。自立再建
者とのバランスを考慮し、住宅形式は、地域型復興住宅の仕様や考え方をベースに、
新たに長屋等の集合住宅のモデルを開発して供給している。また、今後の入居者が想
定されないような集落では、将来売却しやすく、山古志地域出身者が帰郷した際の受
け皿住宅となるよう、戸建ての公営住宅も供給している。また、二戸一のタイプでは、
将来、戸建て住宅や農家民宿、グループホームなどへの用途転用に対応できるように、
戸境壁は耐震壁としないことなど、建築計画上の工夫を行っている。 
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３-８ 実現した地域型復興住宅のバリエーションと供給量の検証 
（１）地域型復興住宅の供給結果とバリエーション 
震災から約 3 年目の 2008 年の正月を山古志で迎えることを目標に進めてきた地域
型復興住宅による自立再建住宅支援により、モデル住宅 2 戸、自立再建住宅 18 戸、
災害公営住宅 35戸が完成し、計 55戸の山古志らしい住まいが実現する共に、長岡市
に集団で避難していた人々の帰村が完了した（図 3-21）。 
 
 
 
武田光史、益尾孝祐、三井所清典、大倉靖彦（2008a・ｂ） 「山古志における震災復興住宅モデル設計」,『日本
建築学会デザイン発表会』,pp.306～309 より引用 
図3-21 長岡市中山間地型復興住宅の供給結果 
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自立再建では 3タイプの地域型復興住宅を元にした再建が展開し、低床基本モデル
(Ａ)が 5戸、高床基本モデル(Ｂ)が 13戸、低床中門造りモデル(Ｅ)が 1戸であった。
災害公営住宅では、戸建タイプ(Ｆ)が 4 戸、二戸一タイプ(Ｇ)が 24 戸、低床長屋タ
イプ(Ｈ)が 4戸、高床長屋タイプ(Ｉ)が 3戸供給された（図 3-22）。 
 
 
 
Ａ.低床モデル 
 
Ｂ.高床モデル 
 
Ｅ.低床中門造りモデル 
 
Ｆ.戸建タイプ 
 
Ｇ.二戸一タイプ 
 
 
 
Ｈ.低床長屋タイプ 
 
図3-22 実現した地域型復興住宅のバリエーション 
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（２）供給結果の検証 
仮設住宅の入居者が全員退去した、震災から約 3年半の 2008年 3月の時点において、
山古志地域の住宅再建者の再建方法を調査した（図 3-23）。 
 
 
 
図 3-23山古志地域の再建者の住宅再建方法（2008年 3月） 
 
震災前は 690世帯だった山古志の世帯数のうち 470世帯が帰村した。帰村率は 68%
であった。帰村した 470 世帯のうち自力での新築再建は 99 世帯（21%）、公営住宅で
の再建は 35 世帯（7％）、改修での再建は 336 世帯（72％）であった。新築された建
物の 134 戸の内、自立再建が 19 戸、災害公営住宅が 35 戸、計 54 戸が地域型復興住
宅を元に展開し地域住宅生産体制によって再建された。全体では 41%であった。 
新築された民間住宅における自立再建住宅のうち、地域型復興住宅での再建比率は
19%に留まっていることが課題といえる。地域型復興住宅での再建での普及率が伸び
なかった要因としては、モデル住宅の建設時期が震災から 2年目であり、早めの再建
を考える再権者にとってはタイミングが遅かったこと、行政がモデルを開発している
こともあり、普及促進においては積極的な営業を行うことができないこと、助成制度
において、山古志大工があまり使い慣れていない越後杉ブランド材という地域材活用
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などを申請者である施工者が敬遠したことなどが関係者へのヒアリング意見として
挙げられた。 
また、広く長岡市の中山間地域の被災地に対するモデルとしても取り組んでいたが、
普及促進活動が山古志地域に限定的なものとなってしまったことも課題であった。民
家の系譜としては同じく中門造り民家であり、地域型復興住宅としての地域性は同等
のものがあるが、地元住民への説明会や設計相談会、供給体制の構築などは山古志地
域に限定して取り組んだこともあり、他の地域への拡がりが少なかったといえる。 
以上のように、地域住宅生産体制との連携による復興まちづくりにおいて、地域の
気候風土や景観を継承した地域型住宅が、新築住宅での再建の約４割の割合で供給さ
れ、地域型住宅のルールの中で、多様なバリエーションも展開しており、地域型復興
住宅の供給戸数や多様なバリエーションの展開という観点での評価において、本計画
技術の地域住宅生産システムとの連携による復興まちづくりの方法としての有効性
を示すことができた。今後は、地域型復興住宅での新築の供給比率の向上や改修など
への展開、広く周辺の被災地への展開などを改善していくことが望まれる。 
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３-９ まとめ 
本章の分析では、災害により一度に歴史的風致が失われた地域として、2004年に発
災した中越地震被災地の長岡市山古志地域を対象に、筆者自らが関わった地域住宅生
産システムの再編成の取り組みを通して得た知見から、災害復興における歴史的風致
の再生・維持向上に寄与する地域住宅生産システムの再編成の可能性について論じた。 
具体的には、当該地域の民家を規範とする気候風土や景観を継承した地域型住宅の
開発から、モデル住宅の建設、地域住宅生産体制の構築と供給に至る一連の自立再建
住宅支援と災害公営住宅政策との連携を実践した。 
その結果、新築再建の約 4割が地域型住宅で供給されることになり、地域型住宅の
ルールに従った多様な住宅タイプが展開し、地元の地域住宅生産システムが再編成さ
れるなど、歴史的風致の再生・維持向上に資する成果を示すことができた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
補 注 
注-1) 長岡市中山間地型復興住宅検討委員会：長岡市中山間地型復興住宅検討報告書,長岡市,2006.3 
注-2)中村秀臣：滑落した屋根雪の堆積形状,日本氷雪学会,氷雪 40巻,1号, pp.37～41,1978 
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地域型住宅の供給戸数から見た歴史的風致の再生・維持向上の 
ための地域住宅生産システムの再編成手法に関する比較研究  
 
～中越地震後の自立再建住宅支援に取り組んだ地域を対象として～ 
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４-２ 自立再建住宅支援の取り組み対象地区の概要とその供給結果 
 
４-３ モデル住宅の開発段階での体制と仕組みの比較 
 
４-４ モデル住宅の開発内容の比較 
 
４-５ 自立再建住宅支援の供給段階での体制と仕組みの比較 
 
４-６ 自立再建住宅支援と災害公営住宅政策の連携の比較 
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第４章 地域型住宅の供給戸数からみた歴史的風致の再生・維持向上のための 
地域住宅生産システムの再編成手法に関する比較研究 
～中越地震以降の自立再建住宅支援に取り組んだ地域を対象として～ 
 
４-１ 研究の背景・目的・方法 
（１）研究の背景 
近年我が国では、多くの地域で災害が多発している。災害では、多くの住宅が被災
し、地域の歴史的風致が一度に失われる。また、災害からの復興まちづくりでは多く
の住宅を早期に再建することが求められ、その過程において、さらに地域の歴史的風
致が失われることが課題となっている。特に民家などが多い中山間地域や歴史的市街
地などにおいては、その歴史的風致が失われることは非常に大きな課題となる。 
このような課題認識から、2004 年に発災した新潟県中越地震被災地山古志地域で
は、災害によって一度に失われた歴史的風致を地域住宅生産システムの再編成を通し
て再生・維持向上させる取り組みが実施された。このような、取り組みは「自立再建
住宅支援」と呼ばれ、中越地震後の復興まちづくりにおいて展開している。 
 
（２）既往研究 
復興における歴史的風致の維持向上のための地域住宅生産システムの再編成の取
り組みは、中越地震での「中山間地型復興住宅」について、武田光史・益尾孝祐ら
(2008ab)による、山古志における震災復興住宅モデル設計や山古志から東日本大震災
へがある。能登半島地震での「能登ふるさと住宅」については、小柳健ら（2011）に
よる、能登半島地震被災地の住宅再建における公的支援事業の活用実態と課題、山崎
寿一ら（2011）による、能登半島地震後の住宅復興施策の展開と災害公営住宅がある。
東日本大震災の復興では、各県に地域型復興住宅推進協議会が設置され、数多くの地
域型住宅の供給グループが立ち上げられており注-1)、角倉英明ら(2013)による、地域
型復興住宅の生産者グループにおける木造住宅の生産体制に関する統計的把握があ
る。また、東日本大震災の被災地では、鈴木大隆(2014)、地域力と『ぎりすび』を活
かした『住宅再建体制構築』への取り組み、安田直民(2014)による、『黒い家』『白の
家』地域型復興住宅普及の試みなどがある。紀伊半島大水害での「十津川型復興住宅」
については、武田光史(2014)による、十津川村復興モデル住宅についてや、同じく武
田光史(2016)による、十津川村にふさわしい住まいづくりによる復興がある。塩崎賢
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明(2009)による、住宅復興とコミュニティでは、地域型復興住宅による住宅再建の取
り組みや公営住宅との連携について、被災者災者生活再建支援法の制度展開と合わせ
て調査分析がなされている。 
このように、災害からの復興まちづくりでは、中越地震での山古志地域での自立再
建住宅支援の取り組みをベースとして、歴史的風致の再生・維持向上に資する地域住
宅生産システムの再編成の取り組みが展開しており、各地で展開した自立再建住宅支
援の取り組みに対する調査研究が進められている。しかし、供給結果などを元にこれ
ら取り組みを相互に比較分析し、復興まちづくりにおける自立再建住宅支援の効果的
な地域住宅生産システムを明らかにした研究はない。 
 
（３）研究の目的 
第 4章では、中越地震以降の復興において取り組まれた、災害により一度に歴史的
風致が失われた地域を対象に、歴史的風致の再生・維持向上のための地域住宅生産シ
ステムの再編成に取り組んだ複数の取り組みを比較検討することで、災害復興時にお
ける歴史的風致の再生・維持向上により有効な地域住宅生産システムの再編成の方法
を明らかにすることを目的とする。 
 
（４）研究の方法 
図 4-1は、研究の方法を示したフロー図である。 
研究の方法として、始めに、調査対象地区の自立再建住宅支援の取り組みを通して
供給された地域型住宅の戸数を調査し整理する。次に、各地区の自立再建住宅支援の
生産システムに関する比較分析を以下の４つの観点から比較する。１つ目はモデル住
宅の開発段階での体制と仕組みの比較、２つ目はモデル住宅の企画の比較、３つ目は
自立再建住宅支援の供給段階での体制と仕組みの比較、４つ目は自立再建住宅支援と
災害公営住宅政策の連携の比較である。以上の調査をもとに、復興まちづくりにおけ
る地域型住宅の供給戸数に差を生み出す地域住宅生産システムの要因を明らかにす
る。 
調査対象は、各地区で展開した自立再建住宅支援の取組み全体とし、それを自立再
建住宅支援の型として分析する。比較対象とした取り組みは、中越地震での山古志地
域の「中山間地型復興住宅」（以下、山古志型）、能登半島地震での「能登ふるさと
住宅」（以下、能登型）、東日本大震災での住田町の「住田型復興住宅」（以下、住
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田型）、岩沼市の「黒い家・白の家」（以下、岩沼型）、紀伊半島大水害での「十津
川型復興住宅」（以下、十津川型）の５つとする。これら調査対象地区は、自立再建
住宅支援を通して地域型住宅のモデルを開発し、かつ実際にモデル住宅を建設した取
り組みで、著書や論文において発表されている事例から選定した。 
調査の方法は、５つの調査対象地区の自立再建住宅の開発に携わった、自治体担当
者や施工者、設計者へのヒアリング調査及び、自立再建住宅支援に対する各地区の自
立再建者への公開情報をもとに分析を行った。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4-1 第 4章の研究フロー 
 
  
  
対象地区の自立再建住宅支援の取り組みによる地域型住宅の供給戸数を整理
する。 
自立再建住宅支援の取り組み対象地区の概要とその供給結果 
 
各地区の自立再建住宅支援の生産システムを以下の４つの観点から比較分析
し、復興まちづくりにおける地域型住宅の供給戸数に差を生み出す地域住宅生
産システムの要因を明らかにする。 
①モデル住宅の開発段階での体制と仕組みの比較 
 
②モデル住宅の企画の比較 
 
③自立再建住宅支援の供給段階での体制と仕組みの比較 
 
④自立再建住宅支援と災害公営住宅政策の連携の比較 
 
まとめ 
 
対象地区の自立再建住宅支援の生産システムに関する比較 
 
- 146 -  
 
４-２ 自立再建住宅支援の取り組み対象地区の概要とその供給結果 
（１）対象地区の自立再建住宅支援の取り組み範囲 
対象地区の自立再建住宅支援の取り組み範囲を比較する(表 4-1)。 
 
表 4-1 自立再建住宅支援の取り組み対象範囲 
名称 取り組み範囲 
十津川型 十津川村 
単一自治体 山古志型 山古志地域（長岡市と合併した旧山古志村） 
岩沼型 岩沼市内の防災集団移転地 
能登型 石川県の被災自治体（輪島市、穴水町、七尾市、志賀町、 
中能登町、珠洲市） 複数自治体 
住田型 気仙地域（住田町、大船渡市、陸前高田市） 
 
取り組み範囲は、単一の自治体の範囲を対象とする場合と複数の自治体を対象とす
る場合に分かれる。単一の自治体の範囲を対象とする取り組みは、十津川型、山古志
型、岩沼型で、十津川型は十津川村の範囲、山古志型は合併前の旧山古志村の範囲、
岩沼型は岩沼市の範囲（防災集団移転地）を対象としている。複数の自治体の範囲を
対象とした取り組みは、能登型と住田型で、能登型は石川県内で被災した６自治体（輪
島市、穴水町、七尾市、志賀町、中能登町、珠洲市）の範囲、住田型は気仙地域の 3
市町村（住田町、陸前高田市、大船渡市）の範囲を対象としている。 
 
（２）対象地区の地域特性と被災特性 
対象地区の地域特性や被害特性、供給結果を表 4-2にまとめる。 
災害発災時の各地区の取り組み範囲における人口や世帯数は、山古志型、十津川型
が数千人規模と比較的少なく、住田型、能登型、岩沼型は数万人規模と比較的多い。
被災時の 65 歳以上高齢化率は、大都市近郊に立地し全国平均に比較的近い岩沼市以
外は 35％から 40％と全国平均の 23.0％(H22 年国税調査)と比較して高く、持ち家率
も 85％から 99％と全国平均の 61.9％(H22 年国税調査)と比較して高い地域である。
立地特性はそれぞれ、山古志型と十津川型は山間地や中山間地の集落、能登型、住田
型は沿岸部の集落や市街地、岩沼型は大都市近郊の沿岸部市街地を対象とした取り組
みである。気候風土の特殊性では、山古志型は豪雪地、十津川型は急峻な山間地であ
り、十津川村と住田町は林業に力を入れている自治体である。 
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被害特性を全壊住宅戸数で比較すると、十津川型は全壊 18棟が対象と最も少なく、
山古志型は 328棟、能登型は 686棟、岩沼型は 723 棟と数百戸を対象としており、住
田型は 6788 棟と数千戸を対象としている。このように各地区が支援対象とする全壊
戸数には幅がある。 
各地区の自立再建住宅支援を通した地域型住宅の供給結果を公開情報及びヒアリ
ングによって調査した。 
地域型住宅による自立再建の新築戸数が多かったのは山古志型 19 戸と能登型 288
戸であるが、大きく供給戸数に差がある。自立再建の改修を支援対象としたのは能登
型のみで 196戸である。災害公営住宅の供給と自立再建住宅支援の連携があったのは
山古志型 33戸、能登型 49戸、住田型 8戸、十津川型 14戸である。 
自立再建住宅支援(新築・改修)及びその展開での災害公営住宅政策との連携による
地域型住宅の供給戸数の合計は、能登型が 536戸と最も多く、次いで山古志型 54戸、
十津川型 18 戸である。東日本大震災被災地の住田型、岩沼型は、震災から 5 年目の
2016 年 6 月の段階では、まだ被災地全域で住宅再建が継続中であるが、自立再建住
宅支援に取り組んでいる施工者、行政、設計者などへのヒアリングでは、支援を通し
た地域型住宅での供給は、その時点では発生していない状況であった。 
 
表 4-2 対象地区の概要（地域特性・被害特性・供給結果） 
 山古志型 能登型 住田型 岩沼型 十津川型 
人口 2200人 34000人 23000人 44000人 3900人 
高齢化率 37％ 35％ 35％ 20％ 40％ 
持ち家率 99％ 85％ 88％ 63％ 85％ 
立地特性 中山間地 沿岸部 沿岸部※1 沿岸部 山間地 
その他 豪雪地  林産地 大都市近郊 山間地・林産地 
災害特性 地震 地震 地震津波 地震津波 水害 
全 壊 328 686 6788※1 723 18 
自力での新築 19 288 0 0 2 
自力での改修 支援対象外 196 支援対象外 支援対象外 支援対象外 
公営住宅 33 49 8 連携対象外 14 
モデル住宅 2 3 3 2 2 
合計 54 536 11 2 18 
※1全壊の数値は、陸前高田 3159、大船渡市 3629、住田町 0の合計 
 
- 148 -  
 
（３）小結 
自立再建住宅支援に取り組んだ地域では、支援を通した地域型住宅での自立再建
（新築・改修）の供給戸数が数十棟から数百棟と数多く見られた取り組み（能登型・
山古志型）と、地域型住宅での自立再建の供給戸数が０～２棟程度と、ほとんど見ら
れなかった取り組み（住田型・岩沼型・十津川型）に分かれた。 
地域型住宅の開発、モデルの建設、供給体制の構築、助成制度の設立だけでは、地
域型住宅の供給に繋がるわけではないことを明らかにした。 
 
以下、モデル住宅の開発段階での体制と仕組み、モデル住宅の企画、自立再建住宅
支援の供給段階での体制と仕組み、災害公営住宅との連携方策など、調査対象地区の
の地域住宅生産システムについて比較分析することで、地域型住宅の供給戸数に差が
生まれた要因について明らかにする。 
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４-３ モデル住宅の開発段階での体制と仕組みの比較 
（１）モデル住宅の開発体制と仕組み 
モデル住宅の開発段階の体制と仕組みを分析する（図 4-2）。 
山古志型、十津川型は、学識経験者や専門家、地元関連業者、関連行政団体、自治
体内の他の関連部局などを交えた委員会方式で開発の場を運営している。設計体制は、
自治体が地域型住宅の開発設計力のある設計者へ委託している。大工ワークショップ
や森林組合協議、住民ワークショップ（グループヒアリング）などを通して、地元生
産者等との協議連携や地域ニーズの把握を行っている。 
能登型は、石川県・石川県住宅供給公社がコンサルタント及び地元設計者に設計や
各種調整業務を委託し、モデル開発の設計協議に発注者である県、公社と各被災自治
体が関わっている。モデル開発時には地元生産者などとの協議の場は無いが、震災以
前に地元生産者や設計者により地域型住宅のモデル注-2)が開発されており、その考え
方が踏襲されている。 
住田型は民間の工務店が将来払い下げ予定の住宅を対象にモデル開発の場を提供
しており、そのモデル開発の設計協議に地域型復興住宅生産者グループと気仙広域環
境未来都市推進共同事業体注-3)が関わっている。 
岩沼型は、住田型同様、民間の工務店がモデル開発の場の提供し、中間支援組織と
してＪＩＡ（日本建築家協会東北支部）が設計支援や大工塾注-4)での講習会等を通し
て、地元生産者等との協議連携を行っている。 
このように、各地区で復興を契機にモデルの開発が為され、モデルの開発主体は、
公共、民間、中間支援組織等様々であるが、開発段階から地元生産者である、設計者、
施工者、大工・工務店、木材供給者、建材供給者等との連携を図り、委員会、大工ワ
ークショップ、講習会の開催、専門家による指導等により、住宅性能や地域性に対す
る考え方を共有しながら丁寧にモデルが開発されている。震災以前よりの取り組みの
あった能登型では開発プロセスが単純な設計発注となっている。 
地域型住宅での自立再建の供給戸数が多かった山古志型と能登型では、長岡市や石
川県が開発を主導している。モデル開発することを通して、行政側も住宅の地域性や
景観、性能に対する理解を高め、その後の制度設計や仕組みづくりに繋がりやすいこ
とや、自治体がモデルを開発したことが再建者の安心感などに影響し供給戸数が増え
た要因となったと考えられる。 
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山古志型 
開
発 
の
場 
市が委員会方式でモデルを検
討 
 
委員会には、学識経験者(地
元・外部)、地元関連業者(木
材)、関連行政団体(国・県・整
備局)が参加 
委員会内に設計体制を内包 
設
計 
体
制 
発注者：長岡市建築住宅課 
設計者：地域型住宅の開発設計
力のある外部設計者に委託 
協
議
の
場 
モデル開発協議・大工ＷＳ開催 
協議の場の設置は公共 
地元生産者が協議の場に参加 
地域住民へ報告 
図 4-2-1 山古志型の開発段階の体制と仕組み 
 
能登型 
開
発 
の
場 
石川県がモデル開発を発注、  
石川県内のコンサルタントが
受注、地元設計者と共同でモデ
ル住宅を開発 
既に開発されていた能登型の
地域型住宅をベースに開発 
設
計 
体
制 
発注者：石川県・石川県住宅供
給公社 
設計者：地元設計者及び石川県
内のコンサルタント 
協
議 
の
場 
石川県と被災自治体の担当者、
住宅供給公社等と設計者やコ
ンサルタントによる協議によ
って取り纏め 
図 4-2-2 能登型の開発段階の体制と仕組み 
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図 4-2-3 住田型の開発段階の体制と仕組み 
 
図 4-2-4岩沼型の開発段階の体制と仕組み 
住田型 
開
発 
の
場 
地域型復興住宅生産者グループ
内の工務店がモデルを検討  
気仙環境未来都市推進共同事業
体がモデル開発を支援 
共同事業体は専門家、コンサル
タント、住田町が参加（大船渡
市、陸前高田市は不参加） 
設
計 
体
制 
発注者：工務店 
設計者：工務店が自社設計、共
同事業体で設計支援 
協
議 
の
場 
モデル開発協議 
協議の場の設置は民間 
共同事業体及び地域型復興住宅
生産者グループが開発に参加 
岩沼型 
開
発 
の
場 
地域型復興住宅生産者グループ
内 2社の工務店がモデルを検討 
 
ＪＩＡ宮城地域会の設計者がモ
デル開発を支援 
講習会を開催しモデルを開発 
国の専門家や地元関連業者（棟
梁）が参加 
設
計 
体
制 
発注者：２社の工務店 
設計者：２社の工務店が自社設
計、ＪＩＡ内の地元建築家が設
計支援 
協
議 
の
場 
大工塾で地域型住宅開発の講習
会を開催 
支援建築家による工務店へのモ
デル開発支援 
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十津川型 
開
発 
の
場 
十津川村が設計発注を行い委員
会へ報告しながらモデルを検討 
 
委員会には、専門家、地元関連
業者(木材)、関連行政団体(県)、
十津川村関係部局(土木・福祉・
林野・観光等)が参加 
設
計 
体
制 
発注者：十津川村建設課 
設計者：地域型住宅の開発設計
力のある設計者をプロポーザル
で選定 
協
議 
の 
場 
モデル開発協議・大工ＷＳ開催 
森林組合協議・住民ＷＳ開催 
協議の場の設置は公共 
地域生産者及び地域住民が協議
の場に参加 
図 4-2-5 十津川型の開発段階の体制と仕組み 
 
（２）モデル住宅の建設主体と建設目的 
モデル住宅の建設主体と建設目的を分析する(表 4-3)。 
 
表 4-3 各地区のモデル住宅の整備の実態 
 山古志型 能登型 住田型 岩沼型 十津川型 
建設主体 長岡市 
石川県 
住宅供給公社 
住田町 
工務店 
2社 
十津川村 
復興後の 
将来利用 
復興ﾒﾓﾘｱﾙ※ 公募払い下げ 公募払い下げ 公募払い下げ 復興ﾒﾓﾘｱﾙ※ 
公開期間 設定なし 12 ヶ月 3 ヶ月 3 ヶ月 設定なし 
公開時期 24 ヶ月目 12 ヶ月目 30 ヶ月目 27 ヶ月目 22 ヶ月目 
建設場所 
･公有地 
･学校跡地 
･払下げ用地 
･3地区公有地 
･払下げ用地 
･農転造成地 
･払下げ用地 
･防集移転用地 
･公有地 
･森林組合用地 
※復興ﾒﾓﾘｱﾙとしての利用とは、復興の記憶を残す場所として公開すること 
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モデル住宅の建設主体は、山古志型、十津川型、住田型は自治体、能登型は石川県
住宅供給公社、岩沼型は民間の地域型復興住宅推進協議会に登録された生産者グルー
プ内の工務店２社であった。基本的には開発主体と建設主体は同一であるが、能登型
は実施設計から公社が関わり建設主体となっている。住田型のみ開発主体と建設主体
が異なっている。モデル住宅の建設主体は、自治体や公社など公的機関が多いが、調
査対象地区で唯一民間の工務店がモデル住宅を建設した岩沼型は、一定期間の公開の
後払い下げを行う前提で、モデル住宅の建設を実現している。 
モデルの公開時期は平均すると 23ヶ月目で、発災から 2年から 3年掛かっている。
最も早く公開しているのは能登型で震災後 12 ヶ月目、遅いものは東日本大震災の津
波被災地で、住田型の 30 ヶ月目である。設計に掛かるまでの調査や協議など、モデ
ル開発に掛かる時間と共に、津波被災地では、モデルの建設用地の確保に時間が掛か
ったことなどが公開時期の違いを生んでいる。 
被災特性や導入事業によって異なるが、震災復興では、通常 2年～3年で仮設住宅
から退去し、本設での住宅再建が進められる。そのため、震災後 1年目は被災者にと
って住宅再建の方法を判断する重要な時期となる。地域型住宅での供給戸数が最も多
かった能登型では、事前の取り組みとして地元生産者や設計者による地域型住宅のモ
デルを開発しており、そのモデルをベースに、震災後 1年目で多くの被災者に自力で
の住宅再建のための情報提供やモデルを公開している。被災者が住宅再建の方法を選
択する適切な時期に自立再建の情報提供やモデルを公開することは、自立再建の供給
戸数を増やす上で重要な要因といえる。 
モデル住宅の将来活用は復興メモリアルとしての展示住宅と公募払下げに大きく
分けられる。将来活用として復興メモリアルとしての展示住宅を想定している山古志
型や十津川型では、公開場所は公有地であり、公開期間は設定していない。将来活用
として払下げを想定している能登型、住田型、岩沼型では、分譲予定の敷地に建設し
ており、公開期間は長いもので能登型が 12 ヶ月、短いものでは住田型や岩沼型が 3
ヶ月である。モデル住宅の公開では、複数のモデル住宅をまとめて建設する場合が多
いが、能登型では、輪島市、旧門前町、穴水町と自治体毎に分散してモデル住宅を整
備している。 
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各地区のモデル住宅の開発目的を調査する(表 4-4)。 
各地区のモデル住宅の開発目的は、自立再建のための開発と災害公営住宅兼用の開
発に分かれる。山古志型、能登型、住田型、岩沼型は自立再建用のモデルとして開発
された。十津川型は自立再建用のモデルとして開発されているが、当初から災害公営
住宅への展開を想定している。 
東日本大震災以降、木造戸建て公営住宅が多く供給されている。十津川型のように、
モデル住宅の開発目的において、自立再建用と災害公営住宅用を兼ねるケースが発生
してきている。今後の復興まちづくりでは、地域型住宅による木造戸建て災害公営住
宅と自立再建住宅のモデルを兼用することも考慮する必要がある。 
 
表 4-4 モデル住宅の開発目的 
 山古志型 能登型 住田型 岩沼型 十津川型 
自立再建目的 ○ ○ ○ ○ ○ 
公営住宅目的     ○ 
 
（３）小結 
モデル住宅の開発段階での体制と仕組みに関して、地域型住宅での再建戸数を増や
す要因として、開発段階からの地元生産者との連携、被災者の自立再建の判断に間に
合う適切な時期でのモデル実現、事前に災害に対応できる地域型住宅のモデル開発、
自治体によるモデル開発の適切な位置づけ、などが重要であることを明らかにした。 
特に、震災後 1年目など、被災者が住宅再建の方法を選択する適切な時期に自立再
建の情報提供やモデルを公開すること、事前の取り組みとして地域型住宅のモデルを
開発することなどが自立再建の供給戸数を増やす上で重要な要因であり、有効である。
また、モデル開発に自治体が関わることで自治体内での住宅の地域性への理解が深ま
り、その後の制度化などへスムーズに移行することや再建者の安心感などに影響し、
供給戸数を増やす上で重要であることを明らかにした。 
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４-４ モデル住宅の開発内容の比較 
（１）モデル住宅の特徴 
モデル住宅の役割は、自立再建者にとっては地域工務店共通の住宅展示場としての
役割、施工者にとっては仕様や納まりなどの共通の見本としての役割がある。ここで
は各地で建設されたモデル住宅の特徴について比較検討する(表 4-5)。  
 
表 4-5-1 山古志型のモデル住宅のバリエーション 
山古志型 
地形風土や敷地 
条件との対応 
・豪雪地域の民家「中門造り」の景観や作法を継承している。 
・既存環境への差し込みを想定している。 
・雪処理をベースに配置や隣棟感覚のルールを想定している。 
バリエーション 
の設定 
・雪への対応で低床モデルと高床モデルという異なる床の高さの 
バリエーションを設定している。 
 
 
 
 
 
 
 
山古志型 1：低床モデル 
 
 
 
 
 
 
 
山古志型 2：高床モデル 
 
表 4-5-2能登型のモデル住宅のバリエーション 
能登型 
地形風土敷地 
条件との対応 
・能登の民家「浜屋造り」の景観や作法を継承している。 
・短冊基盤の既存環境への差し込みを想定している。 
実物モデルの 
バリエーション 
・輪島モデル、門前モデル、穴水モデルという整備地区でバリエー 
ションを設定している。 
 
 
 
 
 
 
 
能登型 1：輪島モデル 
 
 
 
 
 
 
 
能登型 2：門前モデル 
 
 
 
 
 
 
 
能登型 3：穴水モデル 
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表 4-5-3十津川型のモデル住宅のバリエーション 
十津川型 
地形風土や敷地 
条件との対応 
・「十津川民家」の景観や作法を継承している。 
・斜面に立地する既存環境への差し込みを想定している。 
実物モデルの 
バリエーション 
・平屋建てモデル、2階建てモデルの階数と規模の違いでバリエー 
ションを設定している。 
 
 
 
 
 
 
 
十津川型 1：平屋建てモデル 
 
 
 
 
 
 
 
十津川型 2：2階建てモデル 
 
表 4-5-4住田型のモデル住宅のバリエーション 
住田型 
地形風土や敷地 
条件との対応 
・防災集団移転による基盤整備された宅地への対応を想定している。 
実物モデルの 
バリエーション 
・平屋建てモデル 1棟、2階建てモデル 2棟の階数と規模の違いで 
バリエーションを設定している。 
 
 
 
 
 
 
 
住田型 1：Ａモデル 
 
 
 
 
 
 
 
住田型 2：Ｂモデル 
 
 
 
 
 
 
 
住田型 3：Ｃモデル 
 
表 4-5-5岩沼型のモデル住宅のバリエーション 
岩沼型 
地形風土や敷地 
条件との対応 
・防災集団移転による基盤整備された宅地への対応を想定している。 
実物モデルの 
バリエーション 
・黒い家モデル、白の家モデルの意匠性や階数、規模の違いでバリ 
エーションを設定している。 
 
 
 
 
 
 
 
岩沼型 1：黒い家モデル 
 
 
 
 
 
 
 
岩沼型 2：白の家モデル 
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各地区のモデル住宅の棟数は平均すると約 2.2棟であり、多い地区で 3棟、少ない
地区で 1棟である。バリエーションの考え方には違いがあり、山古志型は豪雪への対
応による床高さのバリエーション、能登型は整備する地区のバリエーション、その他
地区は、平屋建てと２階建ての階数や意匠性などでバリエーションを分けている。 
地形風土や敷地条件との対応は、山古志型、能登型、十津川型は、既存環境への差
し込みを想定しており、それぞれ地域の民家をベースにモデルを開発している。住田
型、岩沼型は、基盤整備後の宅地への対応を想定しており、多様な住宅がある中での
地域工務店の共通モデルとして開発している。 
 
（２）モデル住宅の規模・構造 
モデル住宅の企画や規模、構造について比較検討する(表 4-6)。  
 
表 4-6 各地区のモデル住宅の諸元         （グレーの箇所は各地区の最小限モデル） 
対象 名称 用途 構造 規模 
高齢者 
世帯向け 
山古志型 1 住宅 木造 2階建 93㎡(4間×4間) 
山古志型 2 住宅 1階 RC造 2,3階木造 146㎡(4間×4間) 
能登型 1 住宅 木造・平屋建 50㎡(3間×5間) 
能登型 2 住宅 木造・2階建 75㎡(4間×4間) 
能登型 3 店舗住宅 木造・平屋建 80㎡（4.5間×6間） 
十津川型 1 住宅 木造・平屋建 60㎡（5.5間×3間）注 5) 
十津川型 2 住宅 木造・2階建 85㎡（5.5間×3間）注 5) 
一般 
世帯向け 
住田型 1 住宅 木造・平屋建 78㎡（6.5間×3.5間） 
住田型 2 住宅 木造・2階建 133㎡（7間×4間） 
住田型 3 住宅 木造・2階建 121㎡（4間×4.5間） 
岩沼型 1 住宅 木造・平屋建 98㎡（5間×5間） 
岩沼型 2 住宅 木造・2階建 139㎡（4間×6間） 
 
想定する世帯像は、山古志型、能登型、十津川型は高齢者向けの最小限モデルを目
指しており、住田型、岩沼型は 3世代居住や家族向けなどの比較的規模の大きなモデ
ルを目指している。構造は基本的に木造中心であるが、山古志型の高床モデルは雪対
策から１階がＲＣ造となっており、階数も唯一 3階建てとなっている。その他のモデ
ルの階数は平屋建て 5棟、2階建て 6棟とほぼ同等数となっている。モデルすべての
面積は平均すると約 94.8 ㎡である。最も大きいモデルは山古志型 2 の高床モデルで
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約 146 ㎡、最も小さいモデルは能登型 1 の輪島モデルで約 50 ㎡である。各地区の最
小限モデルの面積は 50 ㎡から 98 ㎡、平均約 76 ㎡である。公営住宅面積との連携が
図られていると考えられるのは、能登型と十津川型で、単身者一般型誘導居住面積基
準 55㎡から公営住宅の最大面積である 85㎡程度以下の幅でバリエーションを設定し
ている。山古志型は、高齢者向けの最小限モデルを目指しているが、豪雪により平屋
では対応できないことから 2階建て以上の規模が必要となり、面積が大きくなってい
る。そのため、2階部分を内部増築できるフリースペースにする計画としている。用
途は、基本的に専用住宅であるが、能登型 3 のみ店舗併用住宅モデルとなっている。 
 
（３）モデル住宅の建設費とその資金計画 
モデル住宅の公開されている資金計画について比較検討する(表 4-7)。 
 
表 4-7 各地区の自立再建のための資金計画    （グレーの箇所は各地区の最小限モデル） 
 
名称 
面積 
 
 
(㎡) 
自己 
資金 
 
(万円) 
被災者生活 
再建支援金(万円) 
義援 
金 
 
(万円) 
復興 
基金等 
 
(万円) 
支援金 
合計 
 
(万円) 
再建費 
合計 
 
(万円) 
単価 
(万円/㎡) 
(万円/坪) 
( )内坪単価 
地区 No 国 県 
山古 
志型 
1 93  511  0 100 459  180  739 1250 13.4(44.4)  
2 146  611  0 100 459  180  739 1350 9.2(30.5)  
能登 
型 
1 50  330  300 100 170  200  770 1100 22.0(72.9)  
2 75  480  300 100 170  200  770 1250 16.7(55.3)  
3 80  580  300 100 170  200  770 1350 16.9(56.0)  
住田 
型 
1 78  742  300 100 178  180  758 1500 19.2(64.0)  
2 133  1502  300 100 178  220  798 2300 17.3(57.3)  
3 121  1202  300 100 178  220  798 2000 16.5(54.6)  
岩沼 
型 
1 98  1040  300 0 10  150  460 1500 15.3(50.7)  
2 139   1340  300 0 10  150  460 1800 12.9(42.7)  
十津 
川型 
1 60  200  300 0 400  200  900 1100 18.3(60.6)  
2 85  600  300 0 400  200  900 1500 17.6(58.3)  
平均 
(最小限) 
96.5  
(75.8) 
762  
(565) 
- - 243  172  
739 
(725) 
1500 
(1290) 
16.5(54.7)  
17.6(58.3)  
 
各地区の資金計画では、国の被災者生活再建支援金、県や自治体の被災者生活支援
への独自支援メニュー、復興基金や既存の補助金、義援金等を積み上げている。被災
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者生活支援金は、全壊で世帯の構成員が複数の場合、基礎支援金 100万円、住宅再建
時に加算支援金が 200万円、計 300万円が基本である。山古志型では国の生活再建支
援金が 0 となっているが、2004 年の中越地震時には国の生活再建支援金が住宅再建
に直接活用できなかったためである。県や自治体の被災者生活支援への独自支援メニ
ューは、新潟県、石川県、岩手県が全壊した家屋への再建支援を行っている。全壊し
た家屋への義援金は 5地区で平均すると約 243万円であるが、各地区でその金額には
差があり、義援金が最も多い山古志型では 459 万円、最も低い岩沼型では 10 万円と
449万円の差がある。復興基金や既存の補助金による支援は、各地区で平均すると約
172万円であり、150 万円から 200万円の幅で住宅再建の支援金を追加している。 
最小限モデルについて比較をする。最小限モデルのコストは平均すると約 1290 万
円で、1100 万円～1500 万円の幅がある。最小限モデルの自己資金は、義援金の額や
被災者生活再建支援金制度の改正段階によって変動があるが、平均すると約 565万円
で、200万円～1040万円の幅がある。最小限モデルの支援金の合計は、平均約 725万
円で、460万円～900 万円の幅がある。最小限モデルの面積は、平均約 75.8 ㎡で、50
㎡～93㎡の幅がある。最小限モデルの㎡単価は、平均すると 17.6万円/㎡（58．3万
円/坪）で、13.4 万円/㎡（44.4 万円/坪）～22.0 万円/㎡（72.9 万円/坪）の幅があ
る。最も建設単価が低い山古志型は、フリースペースとなっている 2階部分が影響し
ているといえる。 
支援金合計で比較すると平均は約 739万円であり、地域型住宅での自立再建の供給
戸数が多かった山古志型と能登型は、ほぼ平均値同等であり、単純に支援金の多寡が
供給戸数を増やすことに繋がるわけではないことが分かる。 
一方、最もローコストで提案する最小限モデルの自己資金では、能登型は 330 万円、
山古志型は 511 万円、住田型 742 万円、岩沼型 1040 万円と自立再建の供給戸数が多
い地区ほど最小限モデルの自己資金が低い。十津川型は自己資金が最も低い 200万円
であるが、基本的に被災規模が小さく自立再建のニーズが無かったといえる。 
 
自立再建住宅支援の支援メニューについて分析する(表 4-8）。 
復興基金による支援を位置付けているのは、山古志型及び能登型で、支援項目は、
耐震・耐雪、バリアフリー、景観配慮、県産材活用などを公的助成の根拠としている。
さらに能登型では、改修のための建て起しも支援メニューに入れており、新築だけで
なく改修する再建者も活用できる支援メニューにしている。 
- 160 -  
 
なお、山古志型での復興基金の項目は、県や市町村の既存支援メニューを、復興基
金の支援として一括で申請できるようにしたものであるが、能登型では、まちづくり
を進める制度として組み立てており、地元のまちづくり協議会を核とした制度とし、
景観配慮の項目や建て起しなどの支援メニューを充実させている。その他は、市町村
や県、国の支援を組み合わせており、バリアフリーや県産材活用といった支援の他に、
住田型、岩沼型では、国交省の地域型住宅ブランド化事業注-5)（生産者グループの開
発したモデルでの再建の場合は要件を満たす）を活用し、地域材の活用を公的助成の
根拠としている。また、十津川型は十津川村定住促進住宅新築補助金により十津川材
の活用と定住促進を公的助成の根拠としており、住田型の支援地域である陸前高田市
では市内での住宅再建者へ独自支援を行うなど、定住人口の確保が支援の根拠となっ
てきている。 
地域型住宅での自立再建の供給戸数が多かった山古志型と能登型は、公的支援メニ
ューをパッケージ化し、自立再建住宅支援のインセンティブとして復興基金を上手く
活用しており、さらに地域型住宅での自立再建の供給戸数が最も多かった能登型では、
まちづくりを進める制度として、地元のまちづくり協議会を核とした制度とし、復興
基金で、景観配慮の項目や建て起しなどの支援メニューを充実させている。 
 
 
表 4-8 復興基金の補助対象項目と支援額の上限（単位：万円） 
項目 
地区 
耐震 
耐雪 
バリア 
フリー 
景観 
配慮 
県産材 
活用 
地域材 
活用 
建て 
起し 
合計 
山古志型 40 20 20 100 ― ― 上限 180 
能登型 50 60 40 60 ― 75※ 上限 200 
住田型 ― 60～90 ― 20～30 100 ― 180～190 
岩沼型    50 100  150 
 
十津川型 
十津川村定住促進住宅新築補助金交付(被災者・U ターン・I ター 
ン者を対象、十津川材１㎥につき 8万円の助成、200万円が上限) 
200 
住田型 
(陸前高田) 
被災者住宅再建支援事業(岩手県内で住宅が全壊または半壊した 
世帯が、陸前高田市内で住宅を再建する場合に助成） 
200 
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改修への支援について分析する(表 4-9）。 
応急復旧では、全壊、大規模半壊、半壊の全てに災害救助法により 52 万円ずつの
支援が行われるが、被災者生活支援金は、改修で再建する場合は、全壊で 200 万円、
大規模半壊で 150万円、半壊では支援されない。しかし、改修への支援を重視した能
登型では、県や市町村の独自支援で、半壊以上一律 100万円支援し、復興基金におい
ても景観配慮や建て起しなどのメニューを充実し、改修においても上限 200 万円の復
興基金が活用できるようにしている。 
能登型は、半壊世帯への独自支援メニューや復興基金の改修でも活用しやすい支援
項目の充実など、改修での自立再建への支援を手厚くしたことが、供給戸数が伸びた
要因となっている。 
 
表 4-9 改修への支援額の上限（単位：万円） 
項目 
地区 
住宅再建支援金 独自 
支援 
応急 
復旧 
復興 
基金等 
合計 
基礎 加算 
能登型 
全壊 100 100 100 50 200 550 
大規模 50 100 100 50 120 420 
半壊 0 0 100 50 0 150 
岩沼型 
全壊 100 100 0 52 0 252 
大規模 50 100 0 52 0 202 
半壊 0 0 0 52 0 52 
 
（４）小結 
モデル住宅の開発内容に関して、地域型住宅での再建戸数を増やす要因として、自
立再建住宅の開発と連携した補助制度、改修に対する支援の充実、最もローコストで
提案するモデルの適切な自己資金の設定、景観形成などまちづくりと連携した支援制
度、などが重要であることを明らかにした。 
特に、自立再建住宅の開発と連携した補助制度では、半壊世帯への独自支援メニュ
ーや復興基金の改修でも活用しやすい支援項目、例えば景観配慮の項目や建て起しな
ど、の充実など、改修での自立再建への支援を手厚くすることが地域型住宅での再建
戸数を増やす要因として重要であることを明らかにした。また、単純に支援金の多寡
が供給戸数を増やすことに繋がるわけではなく、最もローコストで提案するモデルに
おいて提示する自己資金の設定を低くすることは再建戸数を増やす要因となってい
ることを明らかにした。 
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４-５ 自立再建住宅支援の供給段階での体制と仕組みの比較 
（１）施工体制の組織化 
施工体制の組織化について比較する。工事施工者は、山古志型では被災規模の大き
かった旧山古志村の工事施工者を長岡市の工事施工者が支援する形として、対口支援
のような組織化を図っている。ただし、震災後約半年で旧山古志村と長岡市が合併し、
山古志地域の施工者も長岡市建築協同組合の一員となっている。能登型では、事業者
協議会を立ち上げ、地域型住宅での再建を支援する施工者を登録する形で組織化を図
っている。住田型、岩沼型は、岩手県、宮城県が推進した地域型復興住宅に登録され
た生産者グループが担っている。木材の供給は、山古志型、能登型は地元材木店が調
整し県産材の活用を推進している。住田型、岩沼型は、国の地域型住宅ブランド化事
業を活用し、生産者グループの構成員を伝わって供給される地域材を活用している。
十津川型は十津川産材の活用をテーマとしており、森林組合と連携し、十津川産材を
活用している。 
以上のように、各地区で原則自立再建住宅支援を担う施工体制を新たに位置づけ組
織化を図っている。唯一、被災した戸数が少なく、既存の地域内の工務店や大工が連
携することで対応した十津川型は特に組織化を図っていない(表 4-10）。 
施工者の連携の範囲は、十津川型、岩沼型は市町村単位であり、山古志型も市町村
単位であるが、合併に伴う山古志地域と長岡市の対口支援的連携である。住田型は住
田町、大船渡市、陸前高田市の生産者グループ同士の連携、能登型は県単位（能登エ
リア）での施工者の連携となっている。木材の供給範囲は十津川型のみ村の範囲とし
ており、その他の地区は県の範囲としている(図 4-3）。 
 
表 4-10 各地区の施工体制の組織化の有無 
地 区 山古志型 能登型 住田型 岩沼型 十津川型 
施工体制の組織化の有無 ○ ○ ○ ○ なし 
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十津川型 岩沼型 山古志型 
   
能登型 住田型 凡例 
   
 
図 4-3 各地区の施工体制の組織化の範囲 
 
（２）自立再建者の組織化 
再建者の組織化について比較する。能登型のみ住民協議会を立ち上げ組織化してお
り、住まいづくりとまちづくりを連動させている。住民協議会が協定を締結し支援項
目を満たすことで復興基金により支援する仕組みとしており、基金への申請も協議会
でまとめている。景観形成基準（協定）を策定した協議会は 17地区（輪島市 12地区・
七尾市 2地区・志賀町全体 1・中能登町全体 1・穴水町全体 1）、協議会が立ち上がっ
た地区 27 地区（輪島市 22 地区・七尾市 2 地区・志賀町全体 1・中能登町全体 1・穴
水町全体 1）であった。山古志型、住田型、岩沼型、十津川型の取り組みでは、モデ
ル住宅の公開、説明会（被災者全体を対象とした会や地区別の会）の開催などを行っ
ているが、再建者自体の組織化はしていない。 
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以上のように、自立再建住宅支援を通して再建者の組織化を図ったのは能登型のみ
で、協議会方式で組織化している(表 4-11）。 
 
表 4-11 各地区の再建者の組織化の有無 
地 区 山古志型 能登型 住田型 岩沼型 十津川型 
再建者の組織化の有無と方式 なし 協議会方式 なし なし なし 
 
（３）設計体制の組織化と設計支援内容 
設計体制の組織化について比較する。山古志型では長岡市が自立再建者への設計支援を
事業化し、モデル設計者と長岡市内の設計者による設計支援チームを立ち上げ、説明会と連動
して設計支援の事前相談会を開催しており、設計支援を要望する再建者のリスト化と個別の住
宅再建のカルテを作成し、設計支援チームで設計支援をしている。能登型では、地域型住宅で
の再建を支援する設計アドバイザーを登録する形で組織化を図ると共に、復興基金を活用し、
モデル住宅に住宅再建アドバイザーを配置し、事前相談、各種申請を支援している。設計者や
施工者の斡旋はないが、相談する相手がいない再建者へは、登録している設計者や施工者の
一覧を紹介している。住田型、岩沼型は、岩手県、宮城県が推進した地域型復興住宅に登録さ
れた生産者グループ内に設計者を位置付けている。十津川型では設計者の組織化はない。 
以上のように各地区で原則自立再建住宅支援を担う設計体制を新たに位置づけ組織化を図
っている。組織の体制は、設計支援チームを組む場合と設計者を登録する場合がある。唯一、
被災した戸数が少ない十津川型は特に組織化を図っておらず、開発に関わった設計者が適宜
奈良県内の設計者と協力して対応している (表 4-12）。 
 
表 4-12 各地区の設計者の組織化の有無 
地 区 山古志型 能登型 住田型 岩沼型 十津川型 
設計者の組織化の有無 設計チーム 登録 登録 登録 なし 
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具体的に自立再建住宅の設計支援を行った山古志型と能登型の設計支援方法を設
計支援ツールと再建者対応から比較する(表 4-13）。 
 
表 4-13 設計支援方法 
 再建者への設計対応 設計支援ツール 
山 
古 
志 
型 
・合同の設計相談会を開催 
・希望者は個々に支援設計者を付け、 
個別設計を継続的に支援 
 
・モデル住宅の標準設計図書 
・住まいづくりの手引書 
・構造計画のルール 
・工事費概算システム等の整備 
・多様なプランバリエーションの提示 
能 
登 
型 
・地区毎に住民協議会を立ち上げ、 
景観形成基準を策定、協定締結 
・事務局が各種相談の他、事前相 
談として設計アドバイスも対応 
・モデル住宅の標準設計図書 
・１６種類のプランバリエーションの 
 参考実施設計図書を無償公開 
・協議会が定める協定 
 
山古志型では 2タイプのモデル住宅の標準設計図書をベースとしながら、その他に
規模や意匠、構成の異なる多様なバリエーションを提示している。住まいづくりの手
引書を整備し、地域型住宅の考え方や性能、仕様の共通化を図っている。構造計画の
ルール、工事費の概算システムを整備し、木造 3階建ての対応やコスト管理までも仕
組みに位置付けている。再建者への設計対応としては、支援建築士が設計支援ツール
を活用し、相談のあった再建者に個別に設計支援を行っている。 
能登型では 3 タイプのモデル住宅の標準設計図書をベースに 16 種類のプランバリ
エーションを提示している。3タイプのモデル住宅の実施設計図を公開配布し、性能
と仕様の共通化を図ると共に、協議会が定める協定の景観形成基準を通して景観配慮
や地域材活用等の推進を図っている。工事費については標準単価を採用し、それ以下
での工事額とすることでコスト対応を図っている。再建者への設計対応としては、設
計組織に登録した設計者が個別に設計支援を行っているが、事務局が事前相談として
基本的な設計アドバイスも対応している。 
設計支援ツールは、両地区とも多様なバリエーションの提示、性能、仕様の共通化
までは行っている。設計内容を担保する方法は、山古志型は設計の仕組みを構法やコ
ストコントロールまで含めたより厳密な設計支援システムとする方法、能登型では設
計支援システムは比較的自由度を持たせ、協定による景観のルールで拘束力を持たせ
る方法と違いがあり、山古志型のように、より厳密な設計支援システムとすることで
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自立再建住宅の設計内容はより高いレベルで担保されるが、供給戸数の観点からは、
山古志型の供給戸数が能登型と比較して伸びなかった要因となった。 
 
（４）事務局体制と支援内容 
各地区の事務局体制を比較する。事務局の役割は、モデル住宅等の説明の段階から
具体的な自立再建者への相談対応の段階がある。山古志型では、モデル住宅の公開と
概要説明に対して常駐者を設置し対応しているが、具体的な自立再建者への相談対応
は合同相談会を開催し、設計支援チームで対応している。合同相談会以外の問い合わ
せは自治体担当者が設計支援チームに繋ぐ対応としている。能登型では、復興基金の
アドバイザー派遣制度を活用し、モデル住宅に住宅再建アドバイザーを配置し、事前
相談、各種申請まで支援している。事前相談として設計相談も対応できる人材が常駐
している。住田型は、住田町、陸前高田市、大船渡市の生産者グループ内に事務局を
位置付けている。岩沼型も同様に岩沼市の生産者グループ内に事務局を位置付けてい
る。しかし、具体的な自立再建の相談対応はあまり進んでいない。十津川型はモデル
住宅の公開と概要説明に対してはモデル住宅に隣接する森林組合が対応しているが、
具体的な自立再建者からの問い合わせは自治体担当者が設計支援者に繋ぐ対応とし
ている。 
このように各地区で原則自立再建住宅支援を担う事務局体制を位置づけており、能
登型のみ個別相談対応まで担っている(表 4-14）。 
 
表 4-14 各地区の事務局の役割 
地 区 山古志型 能登型 住田型 岩沼型 十津川型 
説明対応 ○ ○ ○ ○ ○ 
個別相談対応 常駐なし ○ 〇 〇 常駐なし 
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（５）自立再建支援と連携した補助制度 
自立再建住宅支援と連携した補助制度の仕組みを比較する。山古志型では復興基金
による補助制度を供給体制と連動しており、申請は施工者が行う仕組みとしている。
能登型も同様に、復興基金による補助制度を供給体制に連動させているが、まちづく
り協議会を申請の受付窓口としており、申請は協議会を通して再建者が行うこととし
ている。住田型、岩沼型は、国土交通省の地域型住宅ブランド化事業による地域材活
用に対する補助制度を供給体制に連動しており、申請は施工者が行う仕組みとしてい
る。十津川型は自立再建住宅支援と連携した補助は特に位置付けていない。 
このように十津川型以外は、原則自立再建住宅支援と連携してインセンティブとし
ての補助制度を供給体制に連動させており、自立再建住宅支援の仕組みとの連携のな
い補助制度は、基本的に再建者が個別に申請を行う仕組みとなっている(表 4-15)。 
 
表 4-15 自立再建支援と連携した補助制度の有無 
地 区 山古志型 能登型 住田型 岩沼型 十津川型 
施工者への補助 ○ － ○ ○ － 
再建者への補助 － ○ － － － 
 
（６）自立再建住宅支援の供給体制と仕組み 
各地区の自立再建住宅支援の供給体制と仕組みを図 4-4にまとめる。 
自立再建住宅支援と連携した施工体制の組織化は、全壊戸数の少ない十津川型以外
は、大工や工務店などの工事施工会社と木材供給者、建材供給者が連携し組織化を図
っている。 
地域型住宅での自立再建の供給戸数が最も多かった能登型は、施工者、設計者、再
建者、事務局の全ての体制で組織化が図られている。能登型と比較すると山古志型は
再建者の組織化と事務局の相談体制が弱い。同様に住田型、岩沼型は生産者グループ
を構築することが先行して行われたが、再建者の組織化がなく、生産者グループとの
連携がほとんど生まれていない。能登型が多くの供給戸数を生み出した要因として、
施工者、設計者の体制だけでなく、まちづくりを通した再建者の組織化、相談対応が
できる事務局の役割が重要であったといえる。 
供給体制と助成制度の連携は、供給体制と助成制度を連携させれば単純に地域型住
宅での自立再建の供給戸数が増える訳ではなく、資金計画の分析でも記述したが、地
域型住宅のモデル開発を通して、既存の補助メニューや新たな支援メニューをパッケ
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ージ化し最大限活用できるようにすることや一括で申請できる仕組みとすること、行
政による適切な支援内容の情報提供や復興基金の活用なども含めた仕組みの構築が
重要といえる。 
助成の流れでは、施工者を通した再建者への間接的な助成の流れと再建者への直接
的な助成の流れがあるが、施工者を通した再建者への間接的な助成の流れは、早期再
建が求められる復興まちづくりにおいて、性能向上や地域材活用などの申請手間や通
常の工事と異なる施工方法が要求され、施工者に敬遠されやすく、供給戸数が伸びな
かった要因となった。特に住田型や岩沼型では、ブランド化事業の支援を受ける際に
長期優良住宅注-6)の性能が必要となったことが施工者から敬遠された要因となった。
能登型においても性能（耐震・バリアフリー）向上や地域材活用を要件としているが、
再建者への直接的な補助制度のため敬遠されることなく活用され、まちづくりを通し
た景観配慮への意識啓発も供給戸数を伸ばすことに繋がっている。 
広域連携については、能登型は復興基金を運用する県が主体となっているため推進
しやすく、広域での連携もスムーズであった。一方、住田型のように民間の生産者グ
ループが主体的に取り組む場合、スムーズな連携を生み出すためには陸前高田市や大
船渡市の生産者グループとモデル開発段階から丁寧な合意形成が重要であると考え
られるが、現状は事後調整となりそれが課題となっている。山古志型や十津川型も周
辺自治体への取り組みの展開を目指したが、単一自治体での取り組みを他の自治体へ
展開することはあまり進んでいない。広域連携を進める上での県や復興基金の役割は
非常に大きいといえる。また広域連携を進める上で、民家の文化圏など地域性の違い、
地形や風土、敷地条件の違いなどに配慮した、適切なモデル開発が求められる。 
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山古志型の供給体制 十津川型の供給体制 
  
 
 
 
能登型の供給体制 
 
 
図 4-4-1 供給段階の体制と仕組み(1) 
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住田型の供給体制 
 
  
  
岩沼型の供給体制 凡例 
  
 
図 4-4-2 供給段階の体制と仕組み(2) 
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（７）小結 
自立再建住宅支援の供給段階での体制と仕組みに関して、地域型住宅での再建戸数
を増やす要因としては、大工や工務店などの工事施工者と木材供給者、建材供給者、
設計者の組織化、まちづくりを通した住宅再建者の組織化、相談対応までできる事務
局体制の確立、自立再建住宅支援の仕組みと連携した再建者への直接的な補助制度、
公的機関からの補助制度の適切な情報提供、適度に自由度のある設計支援システムと
協定等の景観ルールの適切なバランス、広域連携における県や復興基金の役割などが
重要であることを明らかにした。 
特に、被災者に分かりやすい形で情報提供することや、助成制度を協定と連動させ
地元のまちづくり協議会を窓口とすること、施工者への間接的な補助ではなく再建者
への直接的な補助制度とすることなど、再建者がまとまって取り組みやすい仕組みと
することが地域型住宅での再建戸数を増やす要因として重要であることを明らかに
した。また、広域連携を進める上では、復興基金の役割が非常に大きいため、民家の
文化圏など歴史的風致の共通する圏域へ配慮して、復興基金の運用を担う県が市町村
と連携することが重要であることを明らかにした。 
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４-６ 自立再建住宅支援と災害公営住宅政策の連携の比較 
（１）災害公営住宅との連携方策と供給結果 
自立再建住宅支援と災害公営住宅政策との連携について、各地区の行政へヒアリン
グ調査を行った。その結果、自立再建住宅支援と災害公営住宅政策の連携について、
以下の 3パターンの取り組みが展開していることが分かった。①自立再建住宅支援で
開発した地域型住宅の考え方を踏襲した多様な災害公営住宅の整備、②自立再建のた
めの住宅と木造戸建て公営住宅の兼用モデルの開発、③自己所有地型災害公営住宅制
度注-7)である。 
ここでは、2章の表 4において示した災害公営住宅供給戸数を①～③の供給手法に
分類し、それぞれの連携方策による災害公営住宅の供給量を比較する(表 4-16）。 
 
表 4-16 自立再建支援と連携した災害公営住宅の供給量 
連携方策 山古志型 能登型 住田型 岩沼型 十津川型 
① 33 45 8 － － 
② － － － － 14 
③ － 4 － － － 
計 33 49 8 0 14 
 
①の方法は公共主導型の自立再建住宅支援においてほぼセットの施策として多く
の地区で展開している。②の方法は十津川型のみであるが、東日本大震災以降、木造
戸建てで災害公営住宅を供給する例が増えており、十津川型のように木造戸建て公営
住宅と自立再建住宅を兼ねるモデル開発が今後増えていくことが予想される。③の自
己所有地型災害公営住宅制度は能登型のみで推進されたが、供給量は少ない。原因と
しては、施策展開において被災者が災害公営住宅へ入居するか自力で住宅再建をする
かの判断材料として、自立再建での自己負担と災害公営住宅の払い下げ時の自己負担
についてコストシミュレーションを行っている。そして、そのシミュレーション結果
として、自立再建の方がコスト負担の観点から払い下げより有利となることを情報提
供している。そのため、結果としての供給量は比較的少ない 4戸のみである。しかし、
コストシミュレーションの情報提供は、災害公営住宅の供給量の適正化に繋がり、自
立再建住宅支援と災害公営住宅政策の連携において重要な役割があるといえる。 
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（２）小結 
自立再建住宅支援と災害公営住宅政策の連携では、①自立再建住宅支援で開発した
地域型住宅の考え方を踏襲した多様な災害公営住宅の整備、②自立再建のための住宅
と木造戸建て公営住宅の兼用モデルの開発、③自己所有地型災害公営住宅制度の３つ
の方法が展開していることを明らかにした。 
③の自己所有地型災害公営住宅制度では、自立再建での自己負担と災害公営住宅の
払い下げ時の自己負担についてコストシミュレーションの情報提供を行っており、災
害公営住宅の供給量の適正化に繋げている。 
また、東日本大震災以降木造戸建ての災害公営住宅が多く供給されており、今後の
自立再建住宅支援では、②の自立再建のための住宅と木造戸建て公営住宅の兼用モデ
ルの開発について考慮する必要がある。 
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４-７ まとめ 
本章の分析では、災害により一度に歴史的風致が失われた 5つの地域を対象に、地
域型住宅での新築及び改修による再建戸数により、各地の自立再建住宅支援を比較分
析し、以下の結果を得た。 
まず、地域型住宅での自立再建（新築・改修）の供給戸数が数十棟から 500 棟程度
と数多く見られた取り組みと、供給戸数が 0～2 棟程度と、ほとんど見られなかった
取り組みに分かれ、自立再建住宅支援に取り組んだ地域の中でも地域型住宅の供給に
繋がる方法の成否に差があることを明らかにした。 
つぎに、開発段階での地域型住宅の再建戸数の増加をもたらす要因として、1）災
害公営住宅以外の住宅再建の選択肢を提示でき、制度化へスムーズに移行できるよう
に、自治体がモデル開発に関わること、2）被災者が住宅再建の方法を選択する適切
な時期に自立再建の情報提供やモデルを公開すること、そのための事前の取り組みと
して地域型住宅のモデルを開発すること、3）半壊世帯に対する改修による自立再建
支援を手厚くすること、4）最もローコストで提案するモデルにおける自己資金を低
く設定すること、の重要性を明らかにした。 
そして、地域型住宅の再建戸数の増加をもたらす地域住宅生産システムの体制とし
て、1）工事施工者、木材供給者、建材供給者、設計者の組織化と相談対応まででき
る事務局体制の確立、2）事前及び事後の景観ルール・協定等の締結推進とともにま
ちづくり協議会を窓口とする再建者への直接補助、3）復興基金の運用を担う県と歴
史的風致の共通する圏域を構成する市町村との連携、の重要性を明らかにした。 
さらに、自立再建住宅支援と災害公営住宅政策の連携では、1)自立再建住宅支援で
開発した地域型住宅の考え方を踏襲した多様な災害公営住宅の整備、自立再建のため
の住宅と木造戸建て公営住宅の兼用モデルの開発、自己所有地型災害公営住宅制度の
3 つの方法が展開していること、2)自立再建と災害公営での再建の選択肢を提示し、
コストシミュレーションの情報提供を行うことで、災害公営住宅の供給量の適正化に
繋げていること、3)自立再建と木造戸建公営住宅の兼用モデルの開発について考慮す
る必要があること、が明らかにした。 
以上のように、災害により一度に歴史的風致が失われてきた地域における、災害復
興時における歴史的風致の再生・維持向上のために有効な地域住宅生産システムを再
編成する方法を明らかにした。 
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補 注 
注-1)岩手県、宮城県、福島県の被災 3県において、地域型復興住宅推進協議会が組織され、その生産体制
として地域の工務店及び資材流通業者や製材業者などにより組織された複数の地域住宅生産者グル
ープを登録している 
注-2)平成 3年に、輪島市地元材の家づくり推進協議会（住まいづくり関連の 23団体・企業で構成（建築・
製材・森林組合・建築士会・電力・ガス・銀行会など）で建てられた展示住宅「あての家」 
注-3)平成 23 年、内閣府が大船渡市、陸前高田市、住田町で構成される「気仙広域連合」を環境未来都市
に選定、その一環として地域木造復興住宅関連プロジェクトを推進 
注-4)平成 24 年、国土交通省認定の「東日本大震災、地域型復興住宅モデル建設における東北の住まいづ
くり技術研修（通称：大工塾）」 
注-5)地域材等資材供給から設計・施工に至るまでの関連事業者が連携体制を構築し、地域資源を活用して
地域の気候・風土にあった「地域型住宅」の供給に取り組むことを支援する国土交通省の補助事業。
地域材を活用した対象住宅の建設工事費の１割以内でかつ戸当たり 100万円を上限に補助 
注-6)「長期優良住宅の普及の促進に関する法律」（ 平成 21 年 6 月 4 日施行）の認定基準（耐震等級 2 以
上、省エネルギー対策等級 4、劣化対策等級 3相当、面積 75m2以上）を満たす住宅 
注-7)被災者が自らの所有する土地を市に寄付した場合、その土地に戸建ての災害復興公営住宅を建設し、
元の土地所有者である被災者が入居する。一定期間（10 年）後には、希望がある場合、適正価格で
建物を入居者へ譲渡するとともに、当初寄付された土地については無償で譲渡する制度 
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歴史的風致の維持向上のための地域住宅生産システム 
 
 
終-１ 歴史的風致の維持向上のための地域住宅生産システム 
 
終-２ 本研究を基礎とした今後の研究課題 
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終章 歴史的風致の維持向上のための地域住宅生産システム 
終章では、本研究のまとめとして、各章の結果を要約し、3つの地域特性に応じた
歴史的風致の維持向上に資する地域住宅生産システムのあり方について、地域住宅生
産システムの実態(メカニズム)の解明、地域住宅生産システムの再編成の方針、地域
住宅生産システムを支える体制、から論ずる。また最後に、本研究を基礎とした今後
の研究課題をまとめる。 
 
終-１ 歴史的風致の維持向上のための地域住宅生産システム 
（１）新築需要はあるが徐々に歴史的風致が失われてきた地域の歴史的風致の維持向上
のための地域住宅生産システム 
第 1章「歴史的風致の維持向上の観点から見た地域住宅生産システムの実態に関す
る研究」では、新築需要はあるが徐々に歴史的風致が失われてきた鹿児島県南さつま
市加世田麓地区を対象に、歴史的風致を形成する家屋の残存状況と、新築の住宅供給
に着目し、歴史的風致の維持向上と地域住宅生産システムとが乖離する原因を解明し、
その結果から、歴史的風致の維持向上のための地域住宅生産システムの再編成のあり
方について検討した。 
まず、対象地区において伝統的家屋の残存率は 22％まで減少したが、歴史的風致
の維持向上に寄与する様々な時代の地域住宅等の家屋が歴史的風致を補完している
実態を明らかにした。 
つぎに、歴史的風致の維持向上と地域住宅生産システムが乖離する要因として、1)
歴史的風致の維持向上に寄与する地域住宅の供給割合は 13%程度と低く、2000 年以降
は全く供給されておらず、新築需要が歴史的風致の維持向上に寄与しない状況にある
こと、2)伝統的家屋及び準伝統的家屋の維持管理体制が弱体化し、7割以上が放置さ
れており、利活用の取り組みは伝統的家屋を中心に近年増加傾向にあるが年間 0.5棟
程度と少ないこと、を明らかにした。 
これらの結果から、新築需要がある中で歴史的風致の維持向上を推進している地域
のあり方として、1)地域型住宅による新築の促進、2)伝統的家屋等の維持管理及び利
活用、の両面から地域住宅生産システムを再編成することが重要であり、それらを実
現する地域住宅生産システムの体制として、設計及び施工体制のグループ化、相談体
制の構築、修理修景許可基準や協定等の締結、歴史的風致を継承する家屋の特定と制
度的支援の重要性を指摘した。 
- 180 -  
 
これら 1章での結果を踏まえ、新築需要はあるが徐々に歴史的風致が失われてきた
地域の 1)地域住宅生産システムの実態(メカニズム)の解明、2)地域住宅生産システ
ムの再編成の方針、3)地域住宅生産システムを支える体制について以下に論じる。 
新築需要はあるが徐々に歴史的風致が失われてきた地域の地域住宅生産システム
の実態は、図終-1 のように 1)新築需要が歴史的風致に寄与しておらず乖離する状態
となっていること、2)伝統的家屋等の維持管理体制の弱体化による歴史的風致が縮小
していること、3)伝統的家屋等の利活用の取り組みが不足し歴史的風致が縮小してい
ること、などにより歴史的風致の維持向上のための地域住宅生産システムが劣化して
いる状態にあるといえる。 
 
 
 
 
図終-1 新築需要はあるが徐々に歴史的風致が失われてきた地域の 
地域住宅生産システムの実態(メカニズム)の解明 
 
 
この実態を踏まえ、新築需要がある中で歴史的風致の維持向上を推進している地域
の、歴史的風致を維持向上するための地域住宅生産システムの再編成の方針は、図終
-2 のように、1)新築需要に対して地域型住宅を推進すること、2)伝統的家屋等の維
持管理及び利活用を推進するため修理修景を支援すること、3)歴史的風致を継承する
家屋の特定と制度的支援を行うこと、4)歴史的風致の維持向上のための地域住宅生産
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体制を再編成すること、を通して歴史的風致維持向上のための地域住宅生産システム
を強化する必要がある。 
 
 
 
 
図終-2 新築需要はあるが徐々に歴史的風致が失われてきた地域の 
歴史的風致の維持向上に資する地域住宅生産システムの再編成の方針 
 
 
そして、歴史的風致を維持向上するための地域住宅生産システムを支える体制とし
て、図終-3 のように 1)地域住民の連携を図るため、助成制度を協定や修理修景許可
基準と連動させ、地元のまちづくり協議会を組織すること、2)伝統的家屋などへの設
計施工体制が弱体化しているため、伝統的家屋等の修理や修景に対応できる施工体制、
設計体制を組織化し、合わせて、木材や建材、地場産業の供給者と連携すること、3)
設計者、施工者、地区住民などの代表が参画する相談体制を構築し、修理修景の相談、
空き家相談、歴史的風致を継承する家屋の情報把握などを担うこと、などが重要であ
り、行政は、1)歴史的風致を継承する家屋の特定や景観ルール･協定等策定支援と制
度的支援を行うこと、2)伝統的家屋の維持管理や地域型住宅の推進を目的とした、歴
史的風致維持向上のための地域住宅生産体制のネットワーク化を推進すること、など
が考えられる。 
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図終-3新築需要はあるが徐々に歴史的風致が失われてきた地域の 
歴史的風致を維持向上するための地域住宅生産システムを支える体制 
 
 
また、歴史的風致を継承する家屋の特定と制度的支援の枠組みとして、表終-1 の
ように、1)歴史的風致を継承する家屋を特定し、既存不適格への対応、文化財保護法
での支援、景観法での支援、空き家対策特別措置法での対応などに対して、適切な制
度的支援を推進すること、2)修理支援や修景支援などを通した、維持管理への支援や
地域型住宅の推進が可能な、歴史まちづくり計画や伝統的建造物群保存地区の制度や、
景観推進機構や歴史まちづくり法人、ヘリテージマネージャー制度などを活用し、歴
史的風致の維持向上のための地域住宅生産システムを再編成していくこと、などが考
えられる。 
このような地域住宅生産システムの再編成により、図終-4 のように、伝統的家屋
等の維持継承、地域型住宅による新築、在来軸組構法等の家屋の修景、既存宅地にお
ける歴史的風致を継承しない老朽家屋の除却と既存宅地への地域型住宅による新築
の誘導により再建築比率を高めることなど、を通して歴史的風致の維持向上を推進し
ていくことが重要である。 
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表終-1歴史的風致を継承する家屋の特定と制度的支援の枠組み 
家屋の類型 既存不適格 
文化財 
保護法 
景観法 
空き家対策 
特別阻止法 
修理・修景事業 
保存地区の 
伝統的家屋等 
法 3条 1項 3号 
（適応除外） 
伝統的建造
物の特定 
景観重要 
建造物 
利活用促進 修理事業による支援 
周辺地域の 
伝統的家屋等 
法 3条 1項 3号 
（適応除外） 
登録文化財 
景観重要 
建造物 
利活用促進 
修景助成を核に地域の
歴史的風致を継承し構
法的にも配慮された修
景事業を地域毎に組み
立て 
地域住宅   
景観重要 
建造物 
利活用促進 
その他    
利活用促進 
特定空き家除却 
新築需要    利活用促進 地域型住宅の普及促進 
 
 
 
 
 
 
図終-4地域住宅生産システムの再編成による歴史的風致を継承する家屋の変化イメージ 
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（２）地域住宅産業が弱体化したことで徐々に歴史的風致が失われてきた地域の歴史的
風致の維持向上のための地域住宅生産システム 
第 2章「歴史的風致の維持向上の観点から見た地域住宅生産システムの域内産業循
環の実態に関する研究」では、地域住宅産業が弱体化したことで、歴史的風致が失わ
れている重要伝統的建造物群保存地区である福島県南会津町前沢集落及びその周辺
地域を対象に、歴史的風致の維持向上のための地域住宅生産システムの持続を困難に
させている原因を解明し、その結果から、歴史的風致の維持向上のための地域住宅生
産システムの再編成のあり方について検討した。 
まず、伝統的家屋は 1984 年～2007 年の期間に年間約 1.8 棟ずつ減少し、780 世帯
に対して既に 33棟まで減少しており、新築需要は 1991年～2014年では年間平均 8.6
棟あったが、2005年以降年間 1.5棟まで激減している実態を明らかにした。 
つぎに、伝統的家屋の維持管理において、大工工事は 8割以上が旧村内で賄われて
いるが、茅葺工事は旧村内の範囲では賄われておらず、隣接地域が補完し、その材料
は 9割が県外から供給されている実態を明らかにした。 
さらに、茅葺工事量は保存地区のみでは需要が不足しており、隣接地域に点在する
歴史的風致を残す集落まで含めて保全対象とすることで基礎需要が確保できること、
を明らかにした。 
これらの結果から、地域住宅産業が弱体化する中で歴史的風致の維持向上を推進し
ている地域のあり方として、周辺地域まで伝統的家屋保全の範囲を拡大することによ
り 1)歴史的風致に関わる工事の基礎需要を確保すること、2)大工工事や茅葺工事他
の施工を連環させること、により地域住宅生産システムを再編成することの重要性を
指摘した。 
これら 2章での結果を踏まえ、地域住宅産業が弱体化したことで徐々に歴史的風致
が失われてきた地域の 1)地域住宅生産システムの実態(メカニズム)の解明、2)地域
住宅生産システムの再編成の方針、3)地域住宅生産システムを支える体制について以
下に論じる。 
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地域住宅産業が弱体化したことで徐々に歴史的風致が失われてきた地域の地域住
宅生産システムの実態は、図終-5 のように、1)伝統的家屋の滅失により歴史的風致
が縮小していること、2)それに伴い域内での基礎需要が不足していること、3)将来的
な需要が見込みにくい茅葺など伝統産業を域内で定着することへの取り組みが行わ
れず、伝統産業が衰退し、外部に依存することで乖離する状態となっていること、に
より歴史的風致の維持向上のための地域住宅生産システムの持続が困難な状態にあ
り、新築需要の激減による基礎需要の不足や後継者不足により地域住宅生産システム
そのものの持続も困難な状態にあるといえる。 
 
 
 
 
図終-5 地域住宅産業の弱体化により徐々に歴史的風致が失われてきた地域の 
地域住宅生産システムの実態(メカニズム)の解明 
 
 
この実態を踏まえ、地域住宅産業が弱体化する中で歴史的風致の維持向上を推進し
ている地域の、歴史的風致を維持向上するための地域住宅生産システムの再編成の方
針は、図終-6のように、1) 周辺地域まで広げて伝統的家屋を保全し基礎需要を確保
すること、2) 周辺地域まで広げて伝統産業の基礎需要を確保し、補完連携すること
で循環産業として育成すること、3) 周辺地域まで広げて弱体化している地域住宅生
産体制を補完連携すること、を通して、歴史的風致維持向上のための地域住宅生産シ
ステムの強化と連環する必要がある。 
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図終-6地域住宅産業の弱体化により徐々に歴史的風致が失われてきた地域の 
歴史的風致の維持向上に資する地域住宅生産システムの再編成の方針 
 
 
そして、歴史的風致を維持向上するための地域住宅生産システムを支える体制とし
て、図終-7 のように、1) 歴史的風致を有する周辺地区（地区、集落等）を特定し、
地区住民の連携を図るため、助成制度を協定や修理修景許可基準と連動させ、地区ご
とに地元のまちづくり協議会等を組織すること、2)伝統的家屋などへの設計施工体制
の弱体化を補完するため、広域まで広げて、伝統的家屋等の修理や修景に対応できる、
茅葺、左官、建具、畳など職人、木材供給者、大工、設計者などで構成される歴史的
風致維持向上のための地域住宅生産体制を構築すること、3)設計者、施工者、地区住
民などの代表が参画する相談体制を構築し、修理修景の相談、空き家相談、歴史的風
致を継承する家屋の情報把握などを担うこと、などが重要であり、行政は、1)既存建
物の整理や建物の特性に応じた制度的支援を行うこと、2)基礎需要の確保のため、歴
史まちづくり法などを活用し、周辺までも含めた集落の保全すること、3) 隣接地域
まで広げた歴史的風致維持向上のための地域住宅生産体制を構築し、各地域の生産体
制の補完連携すること、4）地場産業を育成すること、などを支援することが考えら
れる。 
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図終-7地域住宅産業の弱体化により徐々に歴史的風致が失われてきた地域の 
歴史的風致を維持向上するための地域住宅生産システムを支える体制 
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（３）災害により一度に歴史的風致が失われてきた地域の歴史的風致の再生・維持向上
のための地域住宅生産システム 
第3章「歴史的風致の再生・維持向上のための地域住宅生産システムの再編成によ
る自立再建住宅支援の実践と検証に関する研究」では、災害により一度に歴史的風致
が失われた地域として、2004年に発災した中越地震被災地の長岡市山古志地域を対象
に、筆者自らが関わった地域住宅生産システムの再編成の取り組みを通して得た知見
から、災害復興における歴史的風致の再生・維持向上に寄与する地域住宅生産システ
ムの再編成の可能性について論じた。 
具体的には、当該地域の民家を規範とする気候風土や景観を継承した地域型住宅の
開発から、モデル住宅の建設、地域住宅生産体制の構築と供給に至る一連の自立再建
住宅支援と災害公営住宅政策との連携を実践した。 
その結果、新築再建の約 4割が地域型住宅で供給されることになり、地域型住宅の
ルールに従った多様な住宅タイプが展開し、地元の地域住宅生産システムが再編成さ
れるなど、歴史的風致の再生・維持向上に資する成果を示すことができた。 
第 4章「地域型住宅の供給戸数からみた歴史的風致の再生・維持向上のための地域
住宅生産システムの再編成手法に関する比較研究」では、災害により一度に歴史的風
致が失われた 5つの地域を対象に、地域型住宅での新築及び改修による再建戸数によ
り、各地の自立再建住宅支援を比較分析し、以下の結果を得た。 
まず、地域型住宅での自立再建（新築・改修）の供給戸数が数十棟から 500 棟程度
と数多く見られた取り組みと、供給戸数が 0～2 棟程度と、ほとんど見られなかった
取り組みに分かれ、自立再建住宅支援に取り組んだ地域の中でも地域型住宅の供給に
繋がる方法の成否に差があることを明らかにした。 
つぎに、開発段階での地域型住宅の再建戸数の増加をもたらす要因として、1）災
害公営住宅以外の住宅再建の選択肢を提示でき、制度化へスムーズに移行できるよう
に、自治体がモデル開発に関わること、2）被災者が住宅再建の方法を選択する適切
な時期に自立再建の情報提供やモデルを公開すること、そのための事前の取り組みと
して地域型住宅のモデルを開発すること、3）半壊世帯に対する改修による自立再建
支援を手厚くすること、4）最もローコストで提案するモデルにおける自己資金を低
く設定すること、の重要性を明らかにした。 
そして、地域型住宅の再建戸数の増加をもたらす地域住宅生産システムの体制とし
て、1）工事施工者、木材供給者、建材供給者、設計者の組織化と相談対応まででき
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る事務局体制の確立、2）事前及び事後の景観ルール・協定等の締結推進とともにま
ちづくり協議会を窓口とする再建者への直接補助、3）復興基金の運用を担う県と歴
史的風致の共通する圏域を構成する市町村との連携、の重要性を明らかにした。 
さらに、自立再建住宅支援と災害公営住宅政策の連携では、1)自立再建住宅支援で
開発した地域型住宅の考え方を踏襲した多様な災害公営住宅の整備、自立再建のため
の住宅と木造戸建て公営住宅の兼用モデルの開発、自己所有地型災害公営住宅制度の
3 つの方法が展開していること、2)自立再建と災害公営での再建の選択肢を提示し、
コストシミュレーションの情報提供を行うことで、災害公営住宅の供給量の適正化に
繋げていること、3)自立再建と木造戸建公営住宅の兼用モデルの開発について考慮す
る必要があること、が明らかになった。 
以上のように、災害により一度に歴史的風致が失われてきた地域における、災害復
興時における歴史的風致の再生・維持向上のために有効な地域住宅生産システムを再
編成する方法を明らかにした。 
 
これら 3章及び 4章での結果を踏まえ、災害により一度に歴史的風致が失われた地
域の 1)地域住宅生産システムの実態(メカニズム)の解明、2)地域住宅生産システム
の再編成の方針、3)地域住宅生産システムを支える体制、及び自立再建住宅支援の枠
組みと事前の取り組みや災害公営住宅政策との連携、について以下に論じる。 
災害により一度に歴史的風致が失われた地域の地域住宅生産システムの実態は、図
終-8 のように、1)自立再建住宅支援の取り組みが未だ少ないこと、2)自立再建住宅
支援を通して地域型住宅の供給に有効な方法が継承されていないこと、3)改修への支
援が弱いこと、4)自立再建住宅支援に有効な事前の災害への備えの取り組みが少ない
こと、により被災前の歴史的風致の維持向上のための地域住宅生産システムの劣化が
被災後に加速する状態にある。 
この実態を踏まえ、災害により一度に歴史的風致が失われた地域の歴史的風致を再
生・維持向上するための地域住宅生産システムの再編成の方針は、図終-9のように、
被災後においては、1）地域型住宅の供給に有効な自立再建住宅支援を推進すること、
2)改修（修理修景）への支援を充実すること、3)自立再建住宅支援のための地域住宅
生産体制を構築すること、を通して災害を契機とした歴史的風致の再生・維持向上の
ための地域住宅生産システムの強化を加速させることが重要である。また、被災前に
おいては、1)事前の地域型住宅のモデルを開発し、早期の自立再建モデルの構築に繋
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げること、2)事前の景観ルールや協定等の締結を推進することで、地域住民がまとま
って地域型住宅での再建や改修での再建を推進しやすくすること、3)事前の歴史的風
致の維持向上のための地域住宅生産体制を構築し、自立再建住宅支援のための地域住
宅生産体制の構築にスムーズに移行できるようにすることなどが重要である。 
 
 
 
図終-8 災害により一度に歴史的風致が失われた地域の 
地域住宅生産システムの実態（メカニズム）の解明 
 
 
 
図終-9災害により一度に歴史的風致が失われた地域の 
歴史的風致の再生・維持向上に資する地域住宅生産システムの再編成の方針 
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そして、災害後の自立再建住宅支援を通した歴史的風致を再生・維持向上するため
の地域住宅生産システムを支える体制としては、図終-10のように、1)事前及び事後
の景観ルール・協定等の締結推進とともにまちづくり協議会を窓口とする再建者への
直接補助、2)工事施工者、木材供給者、建材供給者、設計者の組織化と相談対応まで
できる事務局体制の確立、3)復興基金の運用を担う県と歴史的風致の共通する圏域を
構成する市町村との連携、4)自立再建住宅支援と災害公営住宅の供給の連携、が重要
であり、災害前においても、歴史的風致を維持向上することをテーマとした地域住宅
生産体制の連携を図り、歴史的風致の共通する圏域を構成する市町村との連携を推進
しておく必要がある。 
 
 
 
 
図終-10災害により一度に歴史的風致が失われた地域の 
歴史的風致を再生・維持向上するための地域住宅生産システムを支える体制 
 
 
これらを踏まえ、災害により一度に歴史的風致が失われることを防ぐための、自立
再建住宅支援の枠組みと事前の取り組みや災害公営住宅政策との連携のあり方を図
終-11に示す。 
第 1に、自立再建住宅支援の枠組みは、1)地域型復興住宅の開発、2)モデル住宅の
建設、3)供給体制の構築、4)地域型住宅の供給及び改修の推進、という枠組みを基本
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とした支援であり、この支援を通した地域型住宅での再建戸数を伸ばす要因には、開
発段階では、1)行政による開発への関与（市町村・県）、2)適切なモデル公開の時期、
3)改修への支援の充実、4)最小限モデルの低い自己資金の設定、などが重要であり、
供給段階では、1)施工者、設計者、木材建材供給者の組織化、2)相談対応ができる事
務局の確立、3)協定締結や協議会による再建者のまとまり、4)復興基金や県による広
域連携、などが重要である。 
第 2に、事前の取り組みとしては、1)事前の地域型住宅モデルの開発、2)事前の景
観ルールや協定等の締結、3)事前の歴史的風致維持向上のための地域住宅生産体制の
構築、などが重要である。 
第 3に、災害公営住宅との連携では、1)自立再建住宅と木造戸建公営住宅の兼用モ
デルの開発、2)コストシミュレーションの情報提供による自立再建の促進と災害公営
住宅供給量の適正化、3)自立再建住宅支援で開発した地域型住宅の考え方を踏襲した
多様な災害公営住宅の整備、などが重要である。 
 
 
 
 
図終-11 自立再建住宅支援の枠組みと事前の取り組みや災害公営住宅政策との連携 
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（４）まとめ 
以上のように、本研究を通して、歴史的風致を形成する市街地、中でも住宅を中心
とした市街地の歴史的風致と地域住宅生産システムの関係に着目し、3つの歴史的風
致が失われてきた条件が異なる地域に対して、歴史的風致と地域住宅生産システムが
乖離する実態（メカニズム）を解明し、それを改善する地域住宅生産システムの再編
成の方針を整理し、それぞれの地域特性に応じた歴史的風致の維持向上に資する地域
住宅生産システムを支える体制として、住民、施工者、設計者の三者を中心とするモ
デルを提示することにより、「歴史的風致の維持向上に資する地域住宅生産システム
のあり方」を明らかにすることができた。 
このような地域住宅生産システムの再編成の意義については、HOPE計画の実践では、
独自の展開による特殊解として位置づけられていたが、本研究では、歴史的風致の維
持向上との関係の中でそのメカニズムを解明し、自立再建支援などにおける実践を通
して、その効果的な方法の枠組みを明らかにすることができた。そして、1980 年代
から 1990 年代当時はあまり扱われていなかった課題である、人口減少社会への移行
に伴う住宅産業の変化や多発する災害など、新たな課題に対する対応方法についても
明らかにした。その結果、歴史まちづくりや事前の災害への対応、自立再建支援など
に対して、改めて地域型住宅を推進することや修理修景を推進することなど、地域住
宅生産システムの再編成することを通して、民間も含めた総合的な地域住宅計画を推
進していくことが、他分野にわたる学際的な課題となっている歴史的風致の維持向上
に重要な役割があることを明らかにした。 
また、本研究で明らかにした歴史的風致の維持向上に資する地域住宅生産システム
の再編成の様々な手法と、顕在化してきている様々な課題への対応を表終-2 に整理
する。 
1)歴史的建造物の空き家の解体、2)法適合の困難さ、3)文化財建造物の特殊化、4)
品質確保への未適応、5)維持管理システムの弱体化、6)景観の混乱、7)担い手不足、
8)伝統産業の衰退、9)地域の基礎需要の不足、10)多発する災害、などの課題解決に、
歴史的風致を継承する家屋の特定と制度的支援を推進すること、歴史的風致の維持向
上のための地域住宅生産システムを支える体制をつくること、が対応する。また、修
理修景や改修への支援を推進すること、歴史的地区での地域型住宅の推進や自立再建
住宅を支援すること、事前の地域型住宅の推進すること、も多くの課題の解決に対応
する。7)担い手不足、8)伝統産業の衰退、9)地域の基礎需要の不足などの地域住宅産
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業の弱体化の課題に対しては、伝統産業の育成、基礎需要の確保、地域住宅生産体制
の補完連携が対応する。このように、歴史的風致の維持向上と地域住宅生産システム
が乖離する様々な課題に対して、本研究で明らかにした多様な手法が対応しており、
今後これらの手法を組み合わせながら、地域の課題に合わせて段階的に歴史的風致の
維持向上を推進することが重要である。 
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表終-2歴史的風致の維持向上と地域住宅生産システムが乖離する要因への対応 
乖離する要因 本研究を通した提案 備 考 
1)歴史的建造物の
空き家の解体 
・歴史的風致を継承する家屋の 
特定と制度的支援 
 
・昭和 25年以前の町家の解体に対する届出の 
義務化など（京都市） 
 
2)法適合の困難さ 
・歴史的風致を継承する家屋の 
特定と制度的支援 
 
・適応除外条例の策定の推進と合わせた保存 
活用計画の策定などの推進 
 
3)文化財建造物の
特殊化 
・歴史的風致を継承する家屋の 
特定と制度的支援 
 
・登録文化財制度の推進や景観重要建造物制 
度、適応除外条例の推進等を通した歴史的 
建造物総体のマネジメントの推進 
 
4)品質確保への未
適応 
・地域型住宅の推進 
・地域住宅生産体制の構築 
・家屋の特定と制度的支援 
 
・地域型住宅を通した品質への適応支援 
・保存活用計画の策定などを通した品質確保 
への適応支援 
 
5)維持管理システ
ムの弱体化 
・修理修景の推進 
・地域住宅生産体制の構築 
・家屋の特定と制度的支援 
・伝建制度や歴まち制度を活用し、歴史的風 
致の維持向上と維持管理工事の顕在化の両 
立を支援 
 
6)景観の混乱 
・景観ﾙｰﾙや協定等の締結 
・地域型住宅の推進 
・修理修景の推進 
・地域住宅生産体制の構築 
・家屋の特定と制度的支援 
・歴史まちづくり等と連携した地域型住宅の 
推進（歴町 HOPE計画） 
・景観ルールや協定等の締結と合わせた修理 
修景の推進 
 
7)担い手不足 
・地域住宅生産体制の構築や補完 
連携 
・ﾍﾘﾃｰｼﾞﾏﾈｰｼﾞｬｰ制度や歴史まちづくり法人、 
景観推進機構などの活用 
 
8)伝統産業の衰退 
・修理修景の推進 
・伝統産業の育成 
・基礎需要確保 
・地域住宅生産体制の補完連携 
 
・歴史まちづくり法の活用による地域間の補 
完連携 
 
9)地域の基礎需要
の不足 
・修理修景の推進 
・伝統産業の育成 
・基礎需要確保 
・地域住宅生産体制の補完連携 
 
・歴史まちづくり法の活用による地域間の補 
完連携 
 
10)多発する災害 
・自立再建住宅支援の推進 
・改修(修理修景）への支援の充実 
・地域住宅生産体制の構築 
・事前の地域型住宅のモデル開発 
・事前の景観ﾙｰﾙや協定等の締結 
・事前の地域住宅生産体制の構築 
 
・地域型住宅の供給に効果のある自立再建住 
宅支援の推進 
・事前の地域型住宅の推進 
（事前復興 HOPE計画） 
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終-２ 本研究を基礎とした今後の研究課題 
最後に、本研究を基礎とする、今後の研究課題を整理する。 
第 1に、歴史的地区における地域住宅生産システムの再編成のための支援の枠組み
の構築である。本研究では、災害復興での自立再建住宅支援において、地域型住宅の
開発やモデル住宅の建設を通して共通認識を図り、地域住宅生産システムを再編成し
た。歴史的地区に関しても地域住宅生産システムの再編成のための支援の枠組みの構
築が必要である。その際、新築のモデル開発と異なり、文化財や歴史的建築物の修理
や修繕については、復原の考え方やオーセンティシティへの対応など新たな計画的対
応が求められる。このような課題に対して、例えば、モデル的な登録文化財の修理や
修繕を共同で取り組むことやヘリテージマネージャーの養成講座等を通して、共通認
識を図り、地域住宅生産システムを再編成していくことが考えられる。 
第 2に、歴史的風致の維持向上のための地域住宅生産システムの持続性の研究であ
る。歴史的風致の維持向上のための地域住宅生産システムの持続性については、地域
における継続的な業務の確保の仕組みやシステムとしての世代継承や技術者の育成
など、様々な課題が考えられる。これらの地域住宅生産システムの持続性に関する研
究を推進する必要がある。その際、HOPE計画などの先進事例（八尾、金山、有田等）
の取組みや、既に修理修景への実績のある伝統的建造物群保存地区（川越・大内宿・
知覧等）の取り組みなど、長期間の実践の蓄積のある地区を対象に研究を推進するこ
とが考えられる。 
第 3に、歴史まちづくりや事前の災害への対応としての、地域型住宅の取組みの実
践的展開である。本研究において明らかにした、地域型住宅の開発を通した歴史的風
致の維持向上に資する地域住宅生産システムの再編成の方法について、歴史的地区に
おける地域型住宅の推進、事前の災害対応としての地域型住宅の開発、自立再建住宅
支援などについて、実践的取組みやその研究を発展することが考えられる。 
第 4に、都市部における歴史的風致の維持向上のための地域住宅生産システムの調
査研究である。都市部においても一部の木造密集市街地では、災害への脆弱性の半面、
近年その文化的価値が評価されてきている。既存建物の防耐火や耐震改修、ストック
を活かした地区防災計画の策定などと併せ、都市部における歴史的風致の維持向上の
ための地域住宅生産システムの調査研究を推進することが考えられる。 
第 5に、歴史的風致の維持向上のための地域住宅生産システムに関する海外比較研
究である。海外における歴史的風致の維持向上のための地域住宅生産システムとの比
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較や、アジア地域における歴史的風致の維持向上に寄与する開発や災害復興などにつ
いて実践的取組みやその研究を展開することが考えられる。 
第 6に、地域住宅生産システムの再編成を通した、歴史的風致維持向上による地域
マネジメントの研究である。近年、世界遺産や日本遺産、文化的景観など、地区から
圏域にわたる地域マネジメントの役割が大きくなりつつある。これらの計画において、
歴史的風致の維持向上や地域住宅生産システムを広域でマネジメントしていくこと
の実践や研究を展開することが考えられる。 
第 7 に、歴史的風致の維持向上と地域住宅生産システムが乖離することに対する
様々な制度的対応に関する調査研究である。現在、伝統的家屋の解体に対する届出の
義務化、適応除外条例の策定の推進と合わせた保存活用計画の検討、登録文化財制度
や景観重要建造物制度の活用推進、防火地域の指定解除等、歴史的風致の維持向上と
地域住宅生産システムが乖離することに対する様々な制度的対応が生まれている。こ
れらについて、研究を展開するとともに、都市計画技術として推進することが考えら
れる。 
第 8に、歴史的建造物等の活用技術や計画技術の体系構築である。現在、歴史的建
造物等に対して全国的に活用の取り組みが広がっている。それに伴い、歴史的建造物
等の活用技術や計画技術に対する体系的整理が求められている。これらの活動や研究
を広く展開し推進していくことも、本研究を通した今後の研究課題として重要である。 
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 （2017年 11月 現在） 
種類別 題名 
発表 
発行掲載誌名 
発表 
発行年月 
連名者 
〇論文 
歴史的風致維持向上の観点からみた
現状の地域住宅生産システムの実態
に関する研究・鹿児島県南さつま市
加世田麓地区を事例として 
日本建築学計画系
論文集 
2017年 8 月 
益尾孝祐 
三井所清典 
後藤治 
〇論文 
復興まちづくりにおける地域型住宅
の供給戸数からみた自立再建住宅支
援の生産システムに関する比較研究 
日本建築学計画系
論文集 
2017年 5 月 
益尾孝祐 
三井所清典 
後藤治 
〇論文 
An organic method of village 
rehabilitation through a 
reconstruction archetype based on 
vernacular architecture 
22th ISFU 
2015 Conference, 
Roma 
2016年 9 月 益尾孝祐 
〇論文 
歴史的地区における地域住宅生産体
制の役割とその生業保全に関する研
究 福島県南会津町前沢集落を事例
として 
日本建築学会技術
報告集 
2016年 2 月 
益尾孝祐 
後藤治 
論文 
柏崎えんま通り商店街におけるまち
づくり市民事業による創造的復興ま
ちづくり･その 1 
日本建築学会デザ
イン発表会 
2011年 8 月 
益尾孝祐 
田口太郎 
岡田昭人 
三井所清典 
佐藤滋 
論文 
柏崎えんま通り商店街におけるまち
づくり市民事業による創造的復興ま
ちづくり･その 2 
日本建築学会デザ
イン発表会 
2015年 9 月 
益尾孝祐 
田口太郎 
岡田昭人 
三井所清典 
佐藤滋 
他２名 
論文 
山古志における震災復興住宅モデル
設計・その 1 
日本建築学会デザ
イン発表会 
2008年 9 月 
武田光史 
益尾孝祐 
三井所清典 
大倉靖彦 
論文 
山古志における震災復興住宅モデル
設計・その 2 
日本建築学会デザ
イン発表会 
2008年 9 月 
益尾孝祐 
武田光史 
三井所清典 
大倉靖彦 
論文 
インナーコミュニティ再生へのアプ
ローチについての論点 
日本建築学会大会
(中国)都市計画部
門研究協議会資料 
2017年 9 月 益尾孝祐 
論文 
対処療法的空き家対策から良好な都
市ストックのマネジメントへ 
日本建築学会大会
(関東)都市計画部
門研究協議会資料 
2015年 9 月 益尾孝祐 
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種類別 題名 
発表 
発行掲載誌名 
発表 
発行年月 
連名者 
論文 
都市・地域デザインマネジメントと
しての地域型住宅とまちづくり市民
事業 
日本建築学会大会
(近畿)都市計画部
門研究協議会資料 
2014年 8 月 益尾孝祐 
論文 
震災復興における地域型住宅による
自立再建住宅支援 
日本建築学会大会
(北海道)農村計画
部門研究懇談会資
料 
2013年 8 月 益尾孝祐 
著書 まちづくり図解 鹿島出版会 2017年 6 月 
佐藤滋 
内田奈芳美
野田明宏 
益尾孝祐 
他 24 名 
著書 
まちづくり教書 
「シナリオメイキングによるまちの
復興」 
「地域住宅生産システムの再編」 
鹿島出版会 2017年 2 月 
佐藤滋 
饗庭伸 
内田奈芳美 
益尾孝祐 
他 23 名 
著書 
世界 
「原風景を復興する」 
岩波書店 2015年 4 月 
三井所清典 
益尾孝祐 
著書 
季刊まちづくり 42 号 
「災害公営住宅供給からみた住ま
い・生業・コミュニティの再建」 
学芸出版社 2014年 4 月 
阿部俊彦 
益尾孝祐 
著書 
季刊まちづくり 38 号 
「復興計画を見直す」 
学芸出版社 2013年 4 月 益尾孝祐 
著書 
季刊まちづくり 35 号 
「暮らしと産業の再生に繋げる文化
資源マネジメント」 
学芸出版社 2012年 7 月 益尾孝祐 
著書 
季刊まちづくり 32 号 
「市民による共同建替え事業を起点
に地域社会の新しい関係を再編する
復興まちづくりの進め方」 
学芸出版社 2011年 10月 
岡田昭人 
益尾孝祐 
著書 
季刊まちづくり 32 号 
「山古志から東日本大震災へ」 
学芸出版社 2011年 10月 
武田光史 
益尾孝祐 
著書 
まちづくり市民事業 
「復興を通してのまちづくり連携組
織の形成」 
学芸出版社 2011年 3 月 
佐藤滋 
岡田昭人 
益尾孝祐 
他 12 名 
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種類別 題名 
発表 
発表場所 
発表 
発行年月 
連名者 
講演 
計画の疑念を払拭する 
まちづくりの未来力 
早稲田まちづくり
シンポジウム 2016
（まちづくりのこ
れまでとこれから） 
早稲田大学 
2016年 7 月 益尾孝祐 
講演 
まちの持続と価値の再構築に繋がる
復興へのアプローチ 
早稲田まちづくり
シンポジウム 2016
（まちづくりのこ
れまでとこれから） 
早稲田大学 
2016年 7 月 益尾孝祐 
講演 もう一つの都市を計画する力 
早稲田まちづくり
シンポジウム 2014
（都市を計画する
力を取り戻す）   
早稲田大学 
2014年 7 月 益尾孝祐 
講演 
中越・中越沖地震の復興から考える
こと 
早稲田まちづくり
シンポジウム 2014
（風景の再生へ） 
早稲田大学 
2011年 7 月 益尾孝祐 
講演 
中越沖地震被災地柏崎えんま通り商
店街の復興まちづくりから市民事業
を考える 
早稲田まちづくり
シンポジウム 2009
（まちづくり市民
事業が拓く世界） 
早稲田大学   
2009年 6 月 益尾孝祐 
講演 
地域価値と地域の維持機能を再構築
する都市デザイン 
早稲田まちづくり
シンポジウム 2007
（地域の力と都市
デザインの技） 
早稲田大学 
2007年 7 月 益尾孝祐 
講演 
１景観の構成・類型と景観構成要素 
２景観資源の発掘とまちの景観の 
読み取り方 
３景観シミュレーションとアセス 
メント 
佐賀県建築士会景
観まちづくり講座 
佐賀県建築士会 
2016年 1 月 益尾孝祐 
掲載紙 長岡中山間地型復興住宅 住宅特集 2007年 7 月 
アルセッド
建築研究所 
掲載紙 十津川村復興住宅 新建築 2014年 8 月 
アルセッド
建築研究所 
掲載紙 
まちづくり市民事業による町中の復
興 
コンパクト設計 
資料修正 
2014年 3 月 
アルセッド
建築研究所 
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本論文は、アルセッド建築研究所において、様々なプロジェクトを通して実践した
成果を研究として取りまとめ、早稲田大学に提出した学位論文です。早稲田大学で
の卒業論文や修士計画を通して、地域に根付いた建築生産と町並みの関係に興味を
持ち、佐賀県有田町の HOPE計画で実践的に取り組んでいたアルセッド建築研究所に
入所しました。 
 
アルセッド建築研究所では、中越地震被災地長岡市山古志地域の自立再建住宅支援
の実践的プロジェクトを通して、三井所清典先生、大倉靖彦さん、武田光史さんか
ら、地域住宅生産システムを再編成する、まさに本論文の核となる実践的技術につ
いてご指導とご鞭撻を頂きました。また、清水耕一郎さんからは、佐賀県有田町に
おける HOPE計画の取り組みからの経験を踏まえ、アルセッド建築研究所で培ってき
た地域住宅生産体制との連携による歴史的地区におけるまちづくりの実践的技術に
ついてご指導とご鞭撻を頂きました。 
 
工学院大学の後藤治先生には、福島県南会津町舘岩地域前沢集落及び、鹿児島県南
さつま市加世田麓地区の保存対策調査や保存計画のご指導を頂くと共に、本研究の
基礎となる歴史的風致と地域住宅生産システムに着目した調査研究についてご指導
頂きました。また、本論論文を構成する全ての論文に対して、適切なご指導とご鞭
撻を頂きました。 
 
早稲田大学の佐藤滋先生には、学生時代から変わらずご指導を頂き、本論文を構成
する全ての論文に対して、適切なご指導を頂きました。特に、本論文のまとめにお
いては、論文の構造から細部にわたるまで、毎週のように徹底的にご指導とご鞭撻
を頂きました。 
 
早稲田大学の後藤春彦先生には、主査をお引き受け頂き、改めて論文全体に対し数
多くの貴重なご意見を賜り、論文内容を深めることができました。 
 
論文審査の過程では、主査に後藤春彦先生、副査に、新たに早稲田大学の有賀隆先
生に入って頂き、佐藤滋先生、後藤治先生という体制で、審査をして頂きました。
審査を通して、論文の内容を深めると共に、今後の研究の発展に向けて多くの示唆
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を頂きました。 
 
現地での実践においては、新潟県長岡市、福島県南会津町、鹿児島県南さつま市、
奈良県十津川村の職員の方々には大変お世話になりました。 
 
鹿児島大学の鰺坂徹先生や木方十根先生、みいしょ研の三井所隆史さん、ＵＳＣの
兼弘彰さんにも、現地でのご指導や論文の展開、今後の研究の発展に向けた着想な
ど、多くのご指導ご鞭撻を頂きました。 
 
早稲田大学佐藤滋研究室の先輩である、内田奈芳美先生、川原晋先生、志村秀明先
生、松浦健治郎先生、真野洋介先生には、論文が行き詰った際には、様々アドバイ
スや激励を頂きました。また、研究室の同期である、阿部俊彦さん、研究室の後輩
である、菅野圭祐さん、Alba Zamarbide Urdaniz さん、益子智之さんとは刺激し合
い、助け合いながら、切磋琢磨し合えたことが論文をまとめる力になりました。 
 
工学院大学後藤治研究室の学生さんには、前沢集落、加世田麓地区の調査研究にお
いて多くのサポートを頂きました。 
 
アルセッド建築研究所の皆様には、仕事をしながら論文を書くことで、大変ご迷惑
をおかけしたと共に支えて頂きました。特に、関邦紀さん、籾井玲さん、大橋清和
さん、荒井唯香さん、大川井寛子さんには、多くのサポートを頂きました。 
 
本研究の一部は、一般財団法人第一生命財団の都市とくらしの分野の調査研究助成
を受けてまとめております。 
 
最後に、研究活動を応援し、支えてくれた家族に対して感謝します。 
 
多くの人々の助けがあって、この学位論文をまとめることができたこと、改めて感
謝申し上げます。大変ありがとうございました。 
 
2018年 1月  益尾 孝祐   
